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教職高度化プロジェクト研究集録第７号の発刊に当たって

　秋田大学教育文化学部は，教員の養成・研修の一体化にあたり中心的な役割を担うため，

2016年４月に教職大学院を開設しました。また2019年４月には、これからの学校教育を担

う教員の高度な教職の専門性を支援することを目的として、「教育実践研究支援センター」

を「教職高度化センター」へと改組しております。これまで以上に地域の関係教育機関を

つなぐハブ的機能を充実させ、教職の高度化に貢献してまいります。

　さて「教員育成指標」は大学の教員養成段階と現職教員の研修段階までの資質能力の向

上を関係者が一体となって取り組むための体系を示してくれています。このビジョンを共

有し大学では研究・理論，学校現場は実践と，それぞれの役割を果たしつつ理論と実践の

往還を繰り返し教員の育成に努める必要があります。教職高度化センターは教員養成段階

から現職研修までの幅広い視点から教師の専門的な成長、発達についての実践的な研究を

進めております。今後一層、教育研究機能を充実させ，教育研究資源の蓄積を図ってまい

ります。

　この度、教職高度化プロジェクト研究集録第７号を刊行いたしました。今後も教育に関

する諸問題をはじめ、創意ある研究や貴重な資料等を掲載してまいります。 そして多く

の研究者・教育者の方々にご覧いただくことにより、学校教育の充実と改善に少しでも寄

与できますことを心より願っております。

秋田大学教育文化学部附属教職高度化センター長　

鎌　田　　　信　
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【Ⅰ部】教員養成機能の充実・改善を目指した取組

　　○令和２年度の本学における
 「教員採用選考試験」の概況　　
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項目 卒業年度 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2
合格者数 38 32 40 45 60 59 36 43 56 52
受験者数 99 115 117 103 127 120 92 95 91 80

％ 38.4% 27.8% 34.2% 43.7% 47.2% 49.2% 39.1% 45.3% 61.5% 65.0%
合格者数 22 19 26 32 43 35 32 36 53 47
受験者数 54 63 66 58 72 60 73 79 83 69

％ 40.7% 30.2% 39.4% 55.2% 59.7% 58.3% 43.8% 45.6% 63.9% 68.1%
合格者数 8 9 11 13 15 10 17 24 28 33
受験者数 48 58 65 58 71 59 56 64 57 55

％ 16.7% 15.5% 16.9% 22.4% 21.1% 16.9% 30.4% 37.5% 49.1% 60.0%
合格者数 39 31 38 44 62 63 25 28 33 21
受験者数 110 109 116 107 128 121 68 58 59 36

％ 35.5% 28.4% 32.8% 41.1% 48.4% 52.1% 36.8% 48.3% 55.9% 58.3%
合格者数 47 40 49 57 77 73 42 52 61 54
受験者数 158 167 181 165 199 180 124 122 116 91

％ 29.7% 24.0% 27.1% 34.5% 38.7% 40.6% 33.9% 42.6% 52.6% 59.3%

令和２年度の本学における「教員採用選考試験」における状況について

　令和２年度実施の教員採用選考試験における本学の合格率は、下表から「学校教育課程」は
68.1％、教職大学院生等を含めた「学部全体」は65.0％だった。また、秋田県と秋田県以外で
は、秋田県は前年度を10.9ポイント上回りこれまでの最高の60.0％、秋田県以外も最高の
58.3％、総計も昨年度を6.7ポイント上回り59.3％で、これまでの最高だった。全項目において
これまでの最高となった。以下、次ページ以降の状況から分かる主なことを示す。

【秋田県】
　平成28年度からの５年間で一次試験の合格率は最高の83.9％で、二次合格率も最高の71.7％
だった。最終合格率（一次試験受験者に占める最終合格者の割合）も最高の60.0％だった。校
種別では、小学校は一次と二次の合格率がともに昨年度を上回り、それぞれ88.9％、84.4％
だった。中学校は一次の合格率がこれまで最高の75.0％で、二次の合格率も37.5％に上昇し
た。高校は受験者が２名であったが、一次を合格することができなかった。特別支援学校は、
一次の合格率が100％であったが、二次の合格率は50％だった。

【東北５県（秋田県を除く）】
　一次試験の合格率は前年度を8.6ポイント下回る71.4％で、二次合格率は逆に1.7ポイント上
回る60.0％だった。最終合格率は昨年度を少し下回り42.9％だった。

【東北以外】
　一次試験の合格率は前年度を6.8ポイント下回る86.4％であったが、二次試験の合格率は５年
間の中で過去最高の78.9％で、最終合格率も５年間の中で最高の68.2％だった。

秋田県

秋田県
以外

総計

秋田大学　年度別の教員採用試験合格者数とその割合

学部全体
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H28 H29 H30 R1 R2

合格者数 14 17 26 29 32
受験者数 21 22 33 33 36

％ 66.7% 77.3% 78.8% 87.9% 88.9%
合格者数 8 7 12 6 9
受験者数 21 16 18 14 12

％ 38.1% 43.8% 66.7% 42.9% 75.0%
合格者数 1 2 1 3 0
受験者数 10 5 8 5 2

％ 10.0% 40.0% 12.5% 60.0% 0%
合格者数 6 4 5 5 6
受験者数 7 9 5 5 6

％ 85.7% 44.4% 100% 100% 100%

合格者数 29 30 44 43 47
受験者数 59 52 64 57 56

％ 49.2% 57.7% 68.8% 75.4% 83.9%

※一次試験合格者で二次試験辞退者がいたため、表の数字が一致していない場合がある。

H28 H29 H30 R1 R2

合格者数 9 10 18 22 27
受験者数 14 17 26 29 32

％ 64.3% 58.8% 69.2% 75.9% 84.4%
合格者数 0 3 2 1 3
受験者数 8 7 12 6 8

％ 0.0% 42.9% 16.7% 16.7% 37.5%
合格者数 1 1 1 2 0
受験者数 1 2 1 3 0

％ 100.0% 50.0% 100.0% 66.7%
合格者数 0 3 3 3 3
受験者数 6 4 5 5 6

％ 0.0% 75.0% 60.0% 60.0% 50.0%

合格者数 10 17 24 28 33
受験者数 29 30 44 43 46

％ 34.5% 56.7% 54.5% 65.1% 71.7%

＜一次試験受験者に占める最終合格者の割合（全校種）＞
H28 H29 H30 R1 R2

10 17 24 28 33

59 52 64 57 55

16.9% 32.7% 37.5% 49.1% 60.0%

中学校

秋田大学　【秋田県】教員採用選考試験の状況　
＜一次試験＞
校種　　　　　　年度

小学校

中学校

高校

特支

合計

＜二次試験＞
校種　　　　　　年度

小学校

高校

特支

合計

項目　　　　　　年度
　昨年度を10.9ポイント上回り、過去５年間で最高
の最終合格率である。一次と二次試験の合格率も
これまでの最高である。
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H28 H29 H30 R1 R2

合格者数 5 4 9 10 4
受験者数 5 5 10 12 6

％ 100% 80.0% 90.0% 83.3% 66.7%
合格者数 8 3 1 1 5
受験者数 12 4 6 1 6

％ 66.7% 75.0% 16.7% 100% 83.3%
合格者数 2 1 0 1 0
受験者数 7 6 0 2 1

％ 28.6% 16.7% 50.0% 0%
合格者数 6 1 0 0 1
受験者数 7 2 1 0 1

％ 85.7% 50.0% 0% 100%

合格者数 21 9 10 12 10
受験者数 31 17 17 15 14

％ 67.7% 52.9% 58.8% 80.0% 71.4%

H28 H29 H30 R1 R2

合格者数 5 2 8 5 2
受験者数 5 4 9 10 4

％ 100% 50.0% 88.9% 50.0% 50.0%
合格者数 4 2 0 1 3
受験者数 8 3 1 1 5

％ 50.0% 66.7% 0% 100% 60.0%
合格者数 2 0 0 1 0
受験者数 2 1 0 1 0

％ 100% 0% 100%
合格者数 3 0 0 0 1
受験者数 6 1 0 0 1

％ 50.0% 0% 100%

合格者数 14 4 8 7 6
受験者数 21 9 10 12 10

％ 66.7% 44.4% 80.0% 58.3% 60.0%

＜一次試験受験者に占める最終合格者の割合＞
H28 H29 H30 R1 R2

14 4 8 7 6

31 17 17 15 14

45.2% 23.5% 47.1% 46.7% 42.9%

中学校

秋田大学　【東北５県】教員採用選考試験の状況　
＜一次試験＞
校種　　　　　　年度

小学校

中学校

高校

特支

合計

＜二次試験＞
校種　　　　　　年度

小学校

高校

特支

合計

項目　　　　　　年度
　二次試験の合格率は微増したものの、最終合格
率と一次試験の合格率は昨年よりもわずかに下
回っている。
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H28 H29 H30 R1 R2

合格者数 20 16 13 18 12
受験者数 21 18 15 20 12

％ 95.2% 88.9% 86.7% 90.0% 100%
合格者数 37 20 10 10 3
受験者数 50 23 18 11 4

％ 74.0% 87.0% 55.6% 90.9% 75%
合格者数 5 4 1 10 2
受験者数 7 8 2 10 4

％ 71.4% 50.0% 50.0% 100.0% 50.0%
合格者数 10 7 6 3 2
受験者数 12 7 6 3 2

％ 83.3% 100% 100% 100% 100%

合格者数 72 47 30 41 19
受験者数 90 56 41 44 22

％ 80.0% 83.9% 73.2% 93.2% 86.4%

H28 H29 H30 R1 R2

合格者数 14 9 11 11 9
受験者数 20 16 13 18 12

％ 70.0% 56.3% 84.6% 61.1% 75.0%
合格者数 25 8 4 6 3
受験者数 37 20 10 10 3

％ 67.6% 40.0% 40.0% 60.0% 100.0%
合格者数 3 0 1 7 1
受験者数 5 4 1 10 2

％ 60% 0.0% 100.0% 70% 50.0%
合格者数 7 4 4 2 2
受験者数 10 7 6 3 2

％ 70.0% 57.1% 66.7% 66.7% 100%

合格者数 49 21 20 26 15
受験者数 72 47 30 41 19

％ 68.1% 44.7% 66.7% 63.4% 78.9%

＜一次試験受験者に占める最終合格者の割合＞
H28 H29 H30 R1 R2

49 21 20 26 15

90 56 41 44 22

54.4% 37.5% 48.8% 59.1% 68.2%

中学校

秋田大学　【東北以外】教員採用選考試験の状況　
＜一次試験＞
校種　　　　　　年度

小学校

中学校

高校

特支

合計

＜二次試験＞
校種　　　　　　年度

小学校

一次試験受験者数

最終合格率

　最終合格率は５年間の中で最高の68.2％だった。
一次合格率は昨年をわずかに下回ったものの、二
次合格率は過去最高で７割を超えた。
　受験者数は大きく減少している。
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【Ⅱ部】研究論文及び報告

　　○秋田大学教職大学院教員
 による論文　　

　　○秋田大学教職大学院修了生
 （現職教員）による論文　　

〈2019年度学校マネジメントコース〉

　　○「まなびの総合エリア」
 についての報告　　
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東日本大震災被災地への研修旅行の教育的な意義と効果 

－秋田大学教育学研究科の改組と教職大学院の発足を契機とした取り組み－ 
 

佐 藤 修 司 

 

 

１．はじめに 

 2016年 4月に秋田大学大学院教育学研究科が改組され、

教職大学院（教職実践専攻）が誕生した。旧研究科時代の

修士課程との違いとしては 

〇現職、学卒や、専門とする分野・教科、校種に関わらず、

全員が同じ部屋ないし隣接した部屋でともに学ぶ環境

ができたこと（これまでは分野・教科別に極少人数ず

つに分かれ、交流も限られていた。濃密な指導を可能

にする面もあるが、囲い込みやハラスメントになる危

険もある。） 

〇共通科目ではほぼ全員が受講し、コース必修科目では

5～10名程度の受講者が確保され、相互の経験や意見の

活発な交流が可能となったこと（これまではゼロや１、

２名の授業も多いうえに、人数も毎年変動するため、

文献講読などになりがちだった） 

〇実務家教員８名（特別教員２名、客員教員２名を含む）

が配置され、研究者教員 7 名、その他の学部の兼担教

員が協力して教育にあたること（秋田県教委や秋田市

教委、公立・附属学校の要職を占めてきた人たちばか

りで、教育委員会、総合教育センターとの橋渡し役と

なっている） 

〇これまで指導教員に配分されていた院生指導担当研究

費を一括し、教職大学院全体の予算として執行できる

ようになったこと（院生全員の印刷代、コピー代、バス

借り上げ代などに使用することが容易になり、これま

での分野・教科別の違いを平等化できる） 

などを挙げることができる。 

発足に深く関わるとともに、発足と同時に教職実践専

攻長となった筆者は、2011年 8月から３年に及んだ、日

本教育学会の特別課題研究「大震災と教育」の研究チー

ムに所属し、当時の教育学会会長藤田英典を研究代表者

とする日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究（Ａ）

「東日本大震災と教育に関する総合的研究」（2012-2014

年度）に参加した。また、筆者が研究代表者となって、基

盤研究（Ｂ）「東日本大震災における教育行政機関・職員

の機能と実態に関する研究」（平成24～26年度）、基盤研

究（Ｂ）「東日本大震災後の教育復興の進展と復興教育プ

ログラムに関する研究」（平成27～29年度）、基盤研究（Ｃ）

「大震災を契機とした地域・学校の復興・再生と人口減

少社会への対応に関する研究」（平成30～令和2年度）に

取り組んできた。 

これらの科研を通して現在にいたるまで、福島、宮城、

岩手の三県を中心に、被災地や被災された方々の子育て、

教育・学習に関わる時々の状況を聴き取り、記録・分析し

てきた。また、防災体制や支援体制のあり方とともに、現

在における教育復興の状況や、学校等で行われている復

興教育の状況についても調査を継続している。 

2016年度の発足年度から開始した被災地訪問を組み込

んだ、教職大学院の研修旅行は、このことがきっかけと

なっている。 

2016年度の研修旅行は岩手を訪れているが、岩手大学

の元学部長（2015 年度まで）である新妻二男名誉教授は、

2012 年度より2017年度まで私の科研のメンバー（研究

分担者）であり、岩手の調査では、聞き取り等の調査のコ

ーディネートをお願いしてきた関係であった。特に、大

槌町については 2014 年に伊藤教育長（当時）と平野総

務部長（現大槌町長）及び大槌小学校の聞き取りの際に

も、場を設定していただき、同席・同行していただいた。

また、岩手大学の教職大学院と秋田大学の教職大学院は

同時発足であったこともあり、日本教育大学協会の会議

等で同席した折には、設置に向けた情報交換をさせてい

ただいた。2016年度の岩手大学教育学部長（教育学研究

科長）の遠藤氏はドイツ教育史の研究者であり、秋田大

学の元学部長であった對島達雄名誉教授（ドイツ教育史

研究者）との関わりで何度もお会いする機会があるとと

もに、新妻先生ともども、教職大学院の開設に向けて様々

なご示唆をいただいてきたところであった。 

2016 年度となり、教職大学院が立ち上がったわけだが、

単に教室内での授業にとどまらない経験を院生にしてほ

しいと考えていた。第一は、他の教職大学院との交流で

ある。岩手大学（秋田と同じ 2016 年度設置）、宮城教育

大学、山形大学（2008 年度設置）には教職大学院がすで

に設置されていることから、県境を越えた交流により、

県ごとの教員文化、教育状況・課題、教育施策の違いなど

を知り、協力、連携のあり方をさぐる機会があってもよ

い。同じ東北とはいっても、県民性、文化性、教育行政等

の違いは大きい。それでも東北として、共通する課題を

多く抱えており、協同して取り組むべきところが多々あ

ると思われる。 

特に、科研の調査などを通じて、岩手県では、復興教育

が県の中心的な施策として取り上げられていることが分

かっており、岩手大学の教職大学院との交流が実現すれ

ば、その一端を学ぶことができると期待していた。 

2017 年度は宮城を訪れているが、宮城教育大学とは、
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2016年より、教員研修センター（現在の教職員支援機構）

の学校マネジメント指導者講習（9月の5日間）への参加

を通じた交流が院生間で実現していたが、現職教員院生

数名の参加のみであり、交流としては限定的であった。

2017年度、2019年度は、ストマスも含めて、宮城教育大

学教職大学院との交流の場を持つことができた。院生同

士の研究や問題関心の交流とともに、ここでも、宮城教

育大学教職大学院が取り組んでいる震災に関わる教育研

究の一端に触れることができた。逆に、秋田における学

力向上の取り組み、それに関わる教職大学院の授業の様

子を秋田大学の院生から発表を行っている。 

宮城県石巻市雄勝の徳水氏は、震災時に雄勝小の教員

であり、自身と家族が被災した経験を持っている。震災

後に復興教育に先進的に取り組み、それを書籍、DVDとし

てまとめた経験を持つ。退職して現在は、やはり雄勝に

おいて、引き続き地域の復興に取り組んでおり、雄勝ロ

ーズファクトリーガーデンでのガーデンづくり、北限の

オリーブ栽培などによる地域の復興に取り組むとともに、

防災・復興教育に関わる研修プログラムを提供する事業

にも取り組んでいる。徳水氏とは日本教育学会の震災に

関する研究チームとの関わりで、2012年 6月に石巻市役

所において聴き取りを行ったのが最初の出会いであった。

その後も、研究会、現地調査、聴き取りなどの形で接触が

あり、今回の研修旅行でも現地案内や研修受講で大変お

世話になった。 

本研修旅行は、2016年度、2017年度は授業としてでは

なく、課外活動として実施したわけだが、設置後の 2 年

間の計画期間が過ぎたことから、2018年度からは、実践

省察科目の中の一部として、「教職実践リフレクション－

課題実地研究Ⅰ」（1年次用）、「教職実践リフレクション

－課題実地研究Ⅱ」（2年次用）を新設し、それぞれ2単

位の科目とした。認証評価での指摘を受けて、2020年度

からは「コース横断型研究科目」の区分を設け、その中に

「課題実地研究Ⅰ」と「課題実地研究Ⅱ」として位置づけ

た。 

また、この研修旅行は、講義科目として実施している

「学校危機管理の現状と課題」や、「ふるさと秋田の教育

資源とカリキュラム開発」のフィールドワークともなっ

ている。院生にとっては自らの防災教育・訓練の実践力

を高める研修としての意味合いを強く持つものである。

秋田にいれば、震災の状況や現在の復興の状況に触れる

機会はほとんどない。秋田の教師として、また教師にな

ろうとする者として、同じ東北に生きる者として、被災

地から学ぶことは大きいはずである。 

この研修旅行は、教職大学院にとって修学旅行的な意

味合いを持っている。3日間にわたる非日常的な空間、時

間において、生活と共に、学びの経験を濃密に共有する

ことで、教職大学院の院生間の団結力を強め、強烈な思

い出として共有される。震災の様子に触れることで、自

分の生き方、人生観、教育観が揺さぶられることがあっ

てしかるべきであろう。ただの事実、知識として、平板に

しか感じ取れないのでは、教師として問題があるのでは

ないだろうか。 

2011年 3月 11日の東日本大震災から10年以上、1995

年 1月 17日の阪神淡路大震災からは25年以上、1983年

5 月 26 日の日本海中部地震からは 35 年以上が経過し、

風化しつつあるような状況にある。大川小学校の災害に

ついては2019年 10月 10日に最高裁が上告を退け、2018

年 4月 26日の仙台高裁控訴審判決が確定した。子どもた

ちの命の尊さ、そして、それが失われることの悲しみの

深さを、教師としては深く心に刻むべきところであろう。 

 

２．実際の日程 

 2016 年度から 2019 年度まで、共通して以下のような

事前学習を行い、以下のビデオを視聴した。 

 

〇『「想定外」を生き抜く力』片田敏孝防災講演ＤＶＤ 

〇『ぼくたちわたしたちが考える復興 夢をのせて－宮城

県石巻市立雄勝小学校 震災２年目の実践』徳水博志監

修・指導ＤＶＤ 

〇『命と向きあう教室－被災地の15歳、１年の記録』宮

城県東松島市立鳴瀬みらい中学校・制野俊弘、ＮＨＫ

スペシャル 2015.3.29放送 

 

また、以下の著書から 1 冊以上を可能な限り読むよう

に指示した。 

 

〇山下英三郎・大槌町教育委員会編著『教育を紡ぐ－大

槌町 震災から新たな学校創造への歩み』明石書店（2014

年） 

〇制野俊弘『命と向きあう教室』ポプラ社（2016年） 

〇徳水博志『震災と向き合う子どもたち―心のケアと地

域づくりの記録』かもがわ出版（2018年） 

 

 研修旅行本体の日程は以下の通りである。 

 

【2016年度】 

参加者：現職院生4名、学卒院生12名、教員2名 

9月 28日（水） 

〇岩手大学で岩手大学教職大学院院生との研究交流会 

 ＊会場：岩手大学総合教育研究棟（教育系）E25 講義室 

 岩手県の復興教育・秋田県の学力向上の施策について 

〇岩手大学教職大学院院生との情報交換会 

9月 29日（木） 
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〇山田町立船越小学校訪問：学校説明、施設等の見学 

〇大槌町立大槌学園訪問： 学校説明、施設等の見学 

9月 30日（金） 

〇陸前高田視察 

＜研修旅行後＞ 

11月 11日（金） 

〇秋田大学教職大学院発足記念フォーラム：院生２名に

よる岩手訪問についての報告 

 

 

【2017年度】 

参加者：現職院生11名、学卒院生14名、教員4名 

10月 6日（金） 

〇仙台市立荒浜小学校跡訪問 

〇宮城教育大学教職大学院との交流研修会 

宮城教育大学６号館２階教育実践研究室 

 秋田大学院生発表：秋田の授業力向上について 

宮城教育大学院生発表：大川小・戸倉小訪問について 

グループ別交流（研究や院生生活について） 

懇親会（萩朋会館） 

10月 7日（土） 

〇大川小学校跡現地案内 

〇雄勝小学校避難経路案内 

〇防災教育プログラム、震災学習プログラム 

〇雄勝ローズファクトリーガーデン見学 

案内・講師：徳水博志（とくみずひろし） 

千葉大学教育学部の学生及び片岡洋子教授も同行 

10月 8日（日） 

〇登米市教育資料館視察見学 

旧登米高等尋常小学校 明治 22 年建築 

〇南三陸町防災庁舎跡見学、南三陸さんさん商店街訪問 

＜研修旅行後＞ 

11月 1日（水） 

〇「学校危機管理」の授業において岩手調査報告及び防

災教育等プログラムの発表・検討会 

文部科学省教員養成企画室長参観 

12月 9日（土） 

〇日本教職大学院協会実践研究成果公開フォーラムでの

発表：一橋大学一橋講堂 

 

【2018年度】 

参加者：現職院生10名、学卒院生17名、教員5名 

10月 18日（木） 

〇東成瀬小学校：授業参観・校舎見学 

〇東成瀬中学校：授業参観・校舎見学 

〇学校経営説明、教育行政説明 

10月 19日（金） 

〇陸前高田市立高田小学校：授業参観、学校等説明 

〇陸前高田語り部ガイド：陸前高田市観光物産協会内ガ

イド部会 

10月 20日（土） 

〇大槌町語り部ガイド：一般社団法人 おらが大槌夢広場 

＜研修旅行後＞ 

2月 1日（金） 

〇「学校危機管理の現状と課題」において研修旅行概要

及び成果発表、校内研修、授業・訓練プログラム（指導

案）の検討発表 

研修プログラム開発支援事業運営・評価委員会による

授業参観を実施。学外委員として、秋田県教育庁総務

課政策企画・広報班副主幹、秋田県総合教育センター

副所長、秋田市教育委員会学校教育課課長補佐が参加。 

 

【2019年度】 

参加者：現職院生10名、学卒院生9名、教員2名 

10月 25日（金） 

〇仙台市立荒浜小学校跡・震災遺構見学 

〇宮城教育大学教職大学院との交流会 

宮城教育大学萩朋会館１階で懇親会 

10月 26日（土） 

〇石巻市立大川小学校跡見学 

〇石巻市・復興まちづくり情報交流館・雄勝館で防災教

育、復興教育の講話 

〇雄勝ローズファクトリーガーデン見学 

案内・講師：元雄勝小学校教師徳水博志 

10月 27日（日） 

〇南三陸町語り部ガイド 

＜研修旅行後＞ 

12月 13日（金） 

〇教職大学院「学校危機管理の現状と課題」において危

機管理に関する指導案、研修案の検討 

12月 20日（金） 

〇教職大学院「学校危機管理の現状と課題」において危

機管理に関する指導案、研修案の発表 

 

３．学校危機管理の授業との連動 

 研修旅行では被災地を訪問していることもあり、後期

に開設している「学校危機管理の現状と課題」の授業に

おいて、研修旅行の事後指導にもあたる活動を行ってい

る。 

 この学校危機管理の授業の 15 回の内容は以下のよう

になっている。 

 

①学校危機管理の概説 

②学校コンプライアンス対応 
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③メンタルヘルス対応 

④不審者対応 

⑤地震災害と津波災害 

⑥火山災害と土砂災害 

⑦災害から子どもを守る方策 

⑧学校危機管理の問題検討会 

⑨学校危機管理の体制検討会 

⑩学校危機管理の教育・研修プログラムの作成 

⑪学校危機管理の教育・研修プログラムの検討 

⑫保護者対応のケースメソッド 

⑬保護者対応のロールプレイング 

⑭危機管理のポジションペーパー作成 

⑮危機管理のロールプレイング 

 

講師の都合などにより、順番は年度によって異なるこ

ともある。研修旅行に関わるのは特に⑤、⑥、⑦、⑩、⑪、

⑭、⑮である。 

2019年度の場合、この⑩、⑪において、防災教育等プ

ログラムの検討会を実施した。事前に、チーム毎（通常は

5人程度ずつの3～4チーム編成）に、 

 

①事前対応：防災・安全教育（起こらないようにする、又

は起こっても深刻なものにならないようにする） 

②緊急時対応：災害発生時、避難所（深刻なものが起こっ

たときにどう対応するか） 

③事後対応：心のケア、学習支援など 

④復旧対応：復興の地域づくりプラン作成、安全安心な

学校づくりプラン等 

 

から、重ならないようにテーマを選択してもらった。①、

②は指導が災害等の発生前に行われると想定し、③、④

は指導が災害等の発生後に行われると想定する。各チー

ムの現職院生は研修プログラム（指導案）を考え、自分の

校種、勤務校を想定する。学卒院生は授業プログラム（指

導案）を考え、自分の実習校、校種、教科等、学年等を想

定する。災害の内容の想定は各人に任せた。危険動物で

も自然災害でも交通事故でもいじめでも体罰でもなんで

もよいが、比較的深刻度の大きな事故・事件を想定する。 

 ⑩の回では、チーム毎に各人持ち寄った指導案を発表

し合い、検討を行った。その上で、チーム毎に優れている

と思われる現職院生の指導案を一つ、学卒院生の指導案

を一つ、合計二つを選んでもらった。その後、選んだ理由

とともに指導案の概略を、各チームから発表してもらい、

教員側から感想も含めて、検討してほしい点を提示した。

そのことを踏まえ、残りの時間、選んだ指導案について

ブラッシュアップするようにチームで検討してもらう。

⑪の回までに、その指導案をさらに改良し、プレゼン用

のパワーポイントを作成するようにお願いした。 

 ⑪の回では、まず、研修旅行の概要と成果について、Ｍ

２の学卒院生（本授業は前年度に受講済み）からプレゼ

ンを行った。その後、各チーム、現職1名 5分、学卒1名

5 分が発表し、質疑応答 5 分の合計 15 分行い、4 チーム

合計60分を充てた。この発表を、学外者も含めて公開し

ている。 

 参考までに、2019年度に取り上げられたテーマを以下

に挙げる。 

 

【現職教員院生】 

〇防災（水害編）に関する職員研修会：高校 

１ テーマ「経験したことのない大雨 その時どうする？」 

２ 目的 近年多発している大雨とそれに伴う災害に関し

て、安全知識や防災対応力を身に付け、生徒の安全を

守る我々の職務に生かす。 

〇避難訓練及び引き渡し訓練校内研修会：小学校 

1 テーマ「避難訓練～児童・生徒 引き渡し～」 

2 ねらい 様々な場面での非常事態発生を想定し、小中

学校の教職員が連携行動を取れるよう確認を行う。確

認事項を職員間で共通理解を図る。 

〇被災児の「心のケア」校内研修会：小学校 

１ テーマ「被災児の心のケア」 

２ ねらい 災害発生時や発生後に表れるストレス症状

の特徴についての基本的な理解を深める。ストレス症

状の見られる子どもへの基本的な対応を学ぶとともに、

自校の実態や児童の発達段階に応じた対応策を検討す

る。 

【学部卒院生】 

〇小学校第４学年社会科学習指導案 

１. 小単元名『事故・事件のないまちを目ざして』 

２.小単元の目標：身近な地域の中で事故・事件防止の工

夫がある場所やあぶない場所を調べて安全マップにま

とめ、今の自分たちにでもできることを提案すること

ができる。 

〇小学校第１学年学級活動指導案 

１ 題材名 「じしんがおきたら？」 

２ 題材の目標：学校生活で地震が起きた際に避難行動を

とることができる。地震に対して、自らの安全を確保

するための日常的な備えができるようにする。自分の

命を自分で守ることを認識して、今後の生活に生かす

ことができる。 

〇中学校第１学年学級活動学習指導案 

１ 題材名 「心と身体の元気のために」 

２ 題材の目標：災害により心に深い傷を負った人たちに、

自分たちができる心のケアの支援を行うことで、人と

の触れ合いが心の触れ合いにつながり、心を少しずつ
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軽くしていくことを理解する。 

 

４．研修旅行に関する院生の学びの検証 

 毎回、院生には振り返りシートを書いてもらっている。

行った先毎に 100 字程度の振り返りを書いてもらい、最

後に全体を通しての振り返りを400字程度書く。以下に、

毎年度のものから現職院生 2 名分、学部卒院生 2 名分を

選んで紹介する。 

 

2016年度 

＜現職教員院生＞ 

〇震災後、自身初めての被災地での時間を体験できたこ

とが大きな事であったと感じている。本来であれば、ボ

ランティア等被災地のために、ということもあるだろう

が、今回は岩手大学の皆さんと交流しながら、防災教育、

復興教育、実際の復興の様子、学校の営みに触れること

ができたことは有意義であったし、たくさんのことを考

えることができた。できることなら震災のような困難と

遭遇しないことが一番なのかもしれないが、困難という

フィルターを通して学べること、成長できることもある

かもしれないと考える。貴重な二日間でした。 

〇秋田で進められている小中一貫教育だが、大槌町の場

合は復興教育と９年間の連続性や、震災被害の子どもた

ちの心のケアといった課題があると感じた。子どもたち

が将来大人になったとき、地域の発展と豊かな自然をい

かに守りぬき、そこで生活するため、学校として何をす

べきか、その目標に向け県一丸となって取り組んでいる

ことを感じることができた。また危機管理についても命

を守るために何をすべきか、管理職としての行動、指示

についても体験談をもとに考えさせられるものであった。 

＜学部卒院生＞ 

〇今回の研修は震災を私ごととして考える場となり、防

災への意識が大きく変わった。２年前まで東北以外に住

んでいた私にとって、震災はあくまでテレビの前の出来

事で、熊本地震を経てもまだ当事者意識を持てなかった

が、自分の身に降りかかる出来事だと認識できた。教員

として子どもたちにどんな危険が及びうるのか、事前に

十分に確認し、勇気ある行動を取ることができるように

心構えをしたい。また、岩手の教職大学院の方々との交

流では教育事情について内情を教えていただくことがで

き、有意義なものとなった。人と人とのつながりは自分

が今後どこで教員になっても大切にしていきたい。 

〇震災の脅威は被災地の様子を直接見たことで実感した。

しかし、大槌学園で見た震災当時のビデオもまた悲惨さ

が感じられるものであった。津波が押し寄せてくる際の

そこにいる人たちの悲鳴が衝撃的で忘れられない。秋田

県で防災教育を実践する際にはフィールドワークするこ

とは難しい面がある。そこでビデオを活用し、岩手の実

践を参考にしながら防災意識を高めていくことが一つの

方法として考えられる。個人的には秋田県の防災意識は

高いとは言えないと感じている。避難訓練のあり方等、

教育の面から防災意識を高め、災害が起こった際に冷静

に判断ができる子どもの育成を目指す。 

 

2017 年度 

＜現職院生＞ 

〇秋田県の原籍校では想像できない津波に対する防災教

育や震災学習について研修できたことがとても有意義だ

った。津波に対する教職員の意識を変えなければいけな

い現状、実際に地震発生時にどれだけ迅速にベターな判

断を行い、子どもたちの命を守らなければいけないか、

といった災害への備えや行動といった点で多くの教訓を

学ぶことができた。宮教大の現職院生が訴えた、新任校

に行った際には、自校の防災・避難マニュアルを確認す

るといった視点は、今後意識して持ち続けたいと思った。

東日本大震災を経験した今だから、勤務地の地域的特徴

を理解し、起こりうるリスクに対して、全職員、児童と備

え、地域を巻き込んだ防災に取り組んでいく必要性を感

じた。 

〇被災地や津波の被害を受けた小学校（跡地を含む）３

校を訪れ、改めて自然災害のおそろしさや、防災教育、復

興教育の在り方について考えさせられた。最も印象に残

ったのは徳水先生の人間性。定年後も雄勝に残り、復興

と教育と、何よりご自身の「震災の意味づけ」のために命

を削って取り組んでおられたのが強く心に残った。マイ

ナスの体験から目をそらすことなく、しっかり向き合う

ことで乗り越えさせていく教育の方法や考え方は、日常

の生徒指導等にも生かせることだと感じた。今回の経験

を生かし、頑張りたい。 

＜学卒院生＞ 

〇私は東日本大震災の被災地を訪れるのは初めてであり、

今日訪れた場所の全てが初めてだった。今まで防災教育

といっても漠然と考えていたにすぎないことを感じ、実

際に被災地を訪れてみたことで、被害の大きさや人々の

状況というものを目のあたりにし、より身近な物として

考えていく必要を感じた。また、特に印象的だったのは、

地域によっての違いや子どもに寄り添っていくことであ

り、それらの実態を把握することに努めながら、秋田の

防災教育について考えていきたい。 

〇実際に震災遺構を見たり、当時の様子を講話で知った

りしてみると、被災した方の気持ちや教師の当時の緊張

感が感じられて、重い責任感が自分の体にのしかかって

くるような気がした。「二次避難」というキーワードを初

めて知った。二次避難で助かった場合が多かったことか
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ら、油断せず、「これで大丈夫」と思わす、最善を尽くし

て「垂直避難」ができるよう、子どもたちと防災能力を高

めていきたいと思った。まずは秋田県の震災の歴史をし

っかり知ることから始めたいと思う。 

 

2018年度 

＜現職院生＞ 

〇先の見えない社会を迎え、正解のない問いに対する考

え方、行動が求められる中、キャリア教育と震災の教訓

の継承が研修旅行を貫くテーマだったと思う。東成瀬村

の探究型学習や小学校での作文から中学校でのポスター

への学びのつながり、高田小の防災教育の取り組みをさ

さえる心のケアへの想い、陸前高田市の一本杉と大槌町

の旧役場調査保存、陸前高田市の街機能の大移転、大槌

町での被災場所での街再建、と関わる人間全てにとって、

自分の人生を考える必然性があるものだった。車中から

みた釜石市の復興の具合を含め、自分にとって大変学び

の多い研修旅行だった。 

〇東成瀬、陸前高田、大槌の研修を通して考えさせられ

たことは、想定を超える様々な災害に対して学校は児童

生徒の安全・安心を守りながら、どのような教育や支援

ができるかである。様々な視点で事前準備したものを生

かしながらその時の災害の状況に合わせて柔軟に対応す

ることと起きた後の立て直しや子ども達の心のケアを丁

寧に行うことが大切である。学校は、どこよりも安全・安

心な場所であり、一人一人が楽しい居場所でなくてはな

らない。この研修を通して、学校現場の根底になければ

いけないものについて考えることができた。 

＜学卒院生＞ 

〇今回，たくさんの場所に行って一番感じたことは，｢子

どもたちに何を伝えていけばいいのだろうか｣というこ

とである。命の大切さ，いざという時にどう行動すれば

いいのか…たくさん伝えることがあり，どれも生きる上

で必要なことだと考える。現場に出たときは，様々なこ

とから伝えていきたい。初めての被災地への訪問は胸が

苦しくなることばかりだった。テレビ越しでしか知らな

い出来事が，目の目で起こっていたらと考えるとつらい

気持ちになる。一人一人が前を向いて進んでいる姿に心

を打たれた。 

〇この研修では，大槌町の語り部ガイドさんの「リーダ

ーこそ率先の避難者であれ」や「自分を助けることが，人

を助けることにつながる」という言葉が印象に残った。

同時に，命があることや人の命を助けることがいかに素

晴らしいことか，美しいことであるか，ということを感

じることができた。被災地を訪問した一人として，生徒

たちにも伝えていきたいし，学校現場では命を守る避難

訓練を実践できるようにしたい。この震災は，経験した

者でしか分からないところがあると思う。しかし，それ

を分かろうと必死になることやその人の気持ちに寄り添

うことはできると思う。生徒たちの悩みや不安もさまざ

まである。安心・安全な学校や教室をつくり，生徒たちの

笑顔を守るとともにつくっていける教員になりたい。 

 

2019 年度 

＜現職院生＞ 

〇３年ほど前に家族を連れて、石巻や閖上を訪れた。そ

の時も日和山公園から見下ろした風景に愕然とした記憶

がある。その時はまだ大川小学校に行く気持ちにはなれ

なかった。今回、大川小学校に行くことができてよかっ

たと思った。現地に行って初めて分かることや感じるこ

とがあると分かった。この研修で、自分の中であの震災

が徐々に風化しつつあることに気づいた。復興はまだま

だであることがわかった。教師は生徒の命や安全を守る

ことが一番大切なことであることが初めて分かったよう

な気がした。 

〇今まで報道等を通じてしか知らなかった震災被災地を

自分の目で直接見たり、被災した方々から直接お話を聞

いたりすることで、自分の中の防災や減災に対する意識

が大きく変わった。まず自然災害は“何でもアリ”だとい

うこと。想定内に収まると思うこと自体が間違い。何か

自然災害の情報が流れたら、管理職は正常バイアスに流

されず、最悪の状況を考えて判断しなければならないと

思った。そして非常時に短時間で適切な判断を下すには

平時からの情報収集が不可欠だ。学校周辺の地形に関す

る知識や過去の災害履歴、先人の言い伝え、専門家の意

見など、様々なものが考えられる。判断を迫られる立場

の人間は、常に情報を集める努力をしなければならない

と強く感じた。 

＜学卒院生＞ 

〇この研修旅行を通して、自分の環境はとても幸せなこ

となのだと日々のありがたみを感じた。私は災害という

ことを経験したことがない。3．11 のときも東北以外に

いて、計画停電もなく、すべてがテレビの中の映像とい

う気持ちしか持てなかった。災害を経験した人しか分か

らないことがあると思う。しかし、私にはそれを分かろ

うとすることやそういうことが起こらないように対策を

考えることはできる。実習などでは分かりやすい授業を

目指し取り組み、たくさん悩んでいるが、生徒の命や心、

人権を守ったり、尊重したり、人として教員として大切

なことがもっとあるということを学ぶことができた。 

〇今回、一番印象に残ったのは大川小跡地への訪問であ

る。後になってみれば、津波が来るのだから高いところ

に行け！となるが、地震による土砂崩れの方が当人たち

の危機意識は高かったのだと思う。おそらく私も同じよ
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うに避難させていたと思う。ネットや人伝えの情報だけ

だとまずそうは思うことができなかったと思う。「百聞は

一見にしかず」。体験という場の大切さをとても感じた。

指導の際に活かしていきたい。 

 

５．教育的な意義と効果 

 2016年度から2019年度まで、4回にわたって実施した

東日本大震災被災地への研修旅行を、院生の感想等を踏

まえてその意義と課題を、最後に整理しておきたい。 

教職大学院の理念が、理論と実践の往還にあることは

たびたび触れられる点である。実践は、勤務校や協力校

における実習にとどまらず、一般の授業（講義・演習科

目）においても、院生自身の実践経験の持ち寄り・検証・

分析・検討・提案に組み込まれている。またフィールドワ

ークや聴き取り調査、種々の分野の実践家のゲストティ

ーチャーなどによる実践経験の収集・検証・分析・検討を

通じて、理論と実践の往還が実現することになる。研修

旅行では、実地体験とともに、事前の学習、及び事後にお

ける危機管理関係の授業での学習と企画・提案を組み合

わせることで、理論と実践とがより有機的に結合されて

いると言えるだろう。 

研修旅行では、普段の空間を離れ、初めての異質な空

間における体験を、集団的に積むことができる。しかも、

東日本大震災という、日本全国に衝撃的な映像が流れ、

地震や津波、原発による災害の凄まじさが国民全体に刻

み込まれた時空間を体験することとなる。テレビやビデ

オだけであれば、それほど真に迫って感じ取ることがで

きないが、震災遺構などの現場に行ってその場の空気感

を感じ取ることで、真実性、切迫性が胸に迫ってくる。そ

の時の犠牲者の思いを、息吹のなにがしかを感じ取るこ

とができるように感じる。 

秋田にいる者としては、同じ東北地区にいながらも、

それほど被災地に足を運ぶ機会はなく、積極的に足を運

ぶこともなく、さらにはボランティアなどとして被災地

支援にあたるわけでもないことへの多少なりともの罪悪

感、「見て見ぬ振り」感が、余計に震災の記憶の忘却、風

化へとつながる。 

この研修旅行では、被災地で現場を経験し、そこから

の復興を目指して苦闘する人々の姿に触れることによっ

て、自らのこれまでの姿勢を問い直すことにつながるの

であろう。そして、形骸化・定型化した防災訓練や安全教

育の問い直しにもつながる。 

復興の状況については、プラスとマイナスの両面が報

道で取り上げられているが、関心が薄れていく中では、

そのような情報を得ることも、分析･検証することも少な

くなる。そして、いつしか時の流れの中で、他の災害、さ

らにコロナ禍もあって、復興はもう十分に果たされてい

るはず、その他に予算を回すべきだ、との思いも強まっ

ている。 

しかし、現地ではいまだに真の意味での復興が果たさ

れていないこと、ゼネコンを中心とした大企業によるハ

ード面の復興は進んでも、住民の普段の生活、関係性を

取りもどすようなソフト面の復興が進まず、逆に、住民

の要求を軽視・排除する形で進められたハード面の復興

によって阻害されている側面に気づかされる。 

被災地の地元の教職大学院では、そのような状況を踏

まえての復興教育、安全教育の取り組みがなされており、

県境を越えた教職大学院同士の交流によって、秋田にい

る院生も大きな刺激を受けることができていた。 

 

2020年度も被災地への研修旅行を実施する予定であっ

たが、折からのコロナ禍により、県外移動が制限された

ために、被災地訪問を断念し、県内の東成瀬村（教育長、

東成瀬小学校長及び中学校長からの説明・質疑）、横手市

増田の美術館、千畑断層、大仙市の払田柵跡・埋蔵文化財

センター、美郷町湧水群の訪問・視察等を、1泊 2日で実

施した。 

2021年度はコロナ禍も収まり、通常の研修旅行に戻し

たかったが、コロナ禍は続き、ワクチン接種が進みつつ

も収束が見通せないことから、やはり、八峰町を主な訪

問先とした、1泊 2日の県内研修旅行とした。 

2022年度には何とか被災地への研修旅行を復活させた

いと考えている。 
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「自立プラン」を活用した基本的生活習慣定着の方策

～学校組織マネジメントの導入を通して～

三種町立八竜中学校

大山 正道

１ 初めに

（１）研究の背景

文部科学省が平成 19 年 1 月 30 日に出した

中央教育審議会答申「次代を担う自立した青

少年の育成に向けて～青少年の意欲を高め、

心 と 体 の 相 伴 っ た 成 長 を 促 す 方 策 に つ い て

～」によると、現在子どもたちの基本的生活

習慣は、夜型化したり、朝食を欠食したりと

乱れてきている。規則正しい生活習慣は容易

に身に付くものではない。子どもに関わる大

人たちすべてが粘り強く、定着を導いていく

必要がある。当然基本的生活習慣を定着させ、

自 律 し た 生 活 が 送 ら れ る よ う に な る た め に

は、子どもたちが長時間生活する学校の役割

が重要になる。

筆 者 の 勤 務 校 の 設 置 者 で ある A 町 に は 、

すべての子に身に付けさせたい行動を示した

「自立プラン」がある。この「自立プラン」

の効果的な活用方法を工夫することで、子ど

もたちの基本的生活習慣定着を推進すること

ができるのではないかと考えた。

その方策としては、学校・家庭・地域の連

携が有効である。 2015(平成 27)年 12 月の中

央教育審議会答申「新しい時代の教育や地方

創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働

の在り方と今後の推進方策について」は、地

域・家庭の教育力の低下や学校が抱える課題

の複雑化・困難化を背景に学校と地域の連携

・協働の必要性を訴えている。そして、これ

からの学校と地域の目指すべき連携・協働の

姿 と し て 、「 地 域 と と も に あ る 学 校 へ の 転

換 」、「 子 ど も も 大 人 も 学 び 合 い 育 ち 合 う 教

育 体 制 の 構 築 」、「 学 校 を 核 と し た 地 域 づ く

りの推進」の三点を挙げる。今までの「開か

れた学校」をさらに発展させて、学校と地域

が子どもを育むパートナーとして連携・協働

することが必要となる。その大きな武器とし

て「全ての公立学校において、地域住民や保

護者等が学校運営に参画する仕組みとして、

学校運営協議会制度を導入した学校（コミュ

ニティ・スクール）を目指すべき」とされた。

「自立プラン」を効果的に活用するためには、

学校・家庭・地域の連携が有効と考えて、教

職 大 学 院 の 在 学 時 の 現 籍 校 で あ る B 中 学 校

への提言方策を修了時の実践研究報告書にま

とめた。

しかし、修了後に A 町の C 中学校に赴任

したところ状況が大きく変わった。コロナウ

イルス感染症の全国的な広がりである。安倍

首相の要請により、 2020 年 3 月 2 日から全国

一斉に小学校・中学校・高等学校が休校とな

った。A 町では新しい年度となった 2020 年 4

月から学校を正常化させた。しかし、感染は

さらに広がり 2020 年 4 月 16 日緊急事態宣言

が全国に拡大された。それに伴って本校でも

4 月 21 日から 5 月 6 日まで休校となった。そ

して、5 月 7 日から学校が再開した。しかし、

正常化とはとても言いがたく、感染防止の基

本である３密を避けるため、様々な制限が学

校現場に課せられた。真っ先にできなくなっ

たことは学校外との連携である。家庭・地域

との連携の実践は困難となってしまった。

そこで、基本的生活習慣定着の推進のため

の次の方策を探ることが必要となった。学校

現場において、感染防止と学校教育活動の両

立にはかなりの工夫が必要であった。そこで
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学校組織マネジメントの考え方の導入を目指

すことにした。平成 12 年 12 月に出された「教

育改革国民会議報告ー教育を変える 17 の提

言」の「 4．新しい時代に新しい学校づくり」

の一つに「学校や教育委員会に組織マネジメ

ントの発想を取り入れる」とある。学校組織

マネジメントの手法を取り入れて、感染防止

と学校教育活動の両立をさせながら「自立プ

ラン」の活用を工夫することが有効なのでは

ないかと考えた。

２ 学校組織マネジメントについて

（１）学校組織マネジメントとは

平成 17 年 2 月に文部科学省が発行した「学

校組織マネジメント研修～すべての教職員の

ために～（モデル・カリキュラム）」による

と、学校組織マネジメントとは、「学校の有

している能力・資源を開発・活用し、学校に

関与する人たちのニーズに適応させながら、

学校教育目標を達成していく過程（活動）」

とある。全国津々浦々に多数の小・中学校が

あるが、一校一校の学校環境や条件はすべて

異なっている。与えられた学校資源を最大限

に有効活用して、教育目標を達成していくこ

とが学校組織マネジメントなのだと思う。

（２）学校組織マネジメントの３要素

妹尾(2015)は、改善を続けることができて

いる学校と停滞気味の学校を比較・分析した

結果、「①到達目標の共有、②プロセスの設

計、③チーム・ネットワークづくりという３

点を着実に実践していくことが学校マネジメ

ントの基本となる」としている。以下その内

容を調べていく。

①到達目標の共有

到達目標は、本来学校教育目標であるべき

である。しかし、現実としては１年間学校に

在籍しても暗唱できない教師も多く、必ずし

も全職員に共有されているわけでない。学校

がよい方向に動いていくためには、やはりま

ず教師集団が到達目標を共有しなければなら

ない。そして、「情報の共有」だけでなく「思

いの共有」が大切である。

②プロセスの設計

『「プロセスの設計」とは、到達目標に至

る具体的な道筋を設計すること』である。多

くの教育計画は、学校教育活動が網羅的に示

されている。もちろん、全てが大切なもので

あるが、初めて手にした時に何から手をつけ

たらよいか、分からなく感じる場合がある。

そこで、まず学校の課題を重点化して、さら

に取組を重点化することが大切である。また、

「劣後順位、やらないことを決める」ことも

重要である。

③チーム・ネットワークづくり

具体的に実践していく教職員が組織的に教

育活動ができなければならないのは当然であ

る。そのためには、「分掌や学年などのチー

ムでの教職員の関係性が、学力向上や優れた

学校経営には重要」となる。加えてチーム学

校を機能させるためには、事務職員や校務員、

支援員との協力も大切である。さらに、生徒

会の組織を動かしたり、家庭や地域との連携

により、家庭や地域の人材の力を引き出して

いくことも学校教育活動の充実に結びつく。

この「チーム・ネットワークづくり」は昨

年研究したことと重なる部分が多く、 C 中学

校での実践に昨年度の研究も充分に生かすこ

とができる。

３ 「自立プラン」の成果と課題

（１）制定の経緯

平成 26 年度の B 中学校の中学校区の校長

会において、小中連携を進めていく上で統一

感が必要ではないかという話になった。そこ

で学習指導、健康指導、生徒指導の三本柱で

小中の一貫した、身に付けさせたい内容を検

討していった。生徒指導面については、当時

中学校でスマホ・ SNS のトラブルが頻発して

いたため、生徒会執行部を中心に検討した。

生徒会で話合いを進めながら、 SNS 機能を使
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用しない、午後 9 時以降は端末をネットにつ

なげないという原則が決められた。学習指導

面、健康指導面については、校長会が中心と

な っ て PTA 会 長 に 随 時 連 絡 を 取 り な が ら 内

容を検討した。そして、 PTA において説明了

解していただいて決定した。こうして決めら

れたものを A3 判 1 枚にまとめ、平成 27 年度

から使用している。

平成 28 年 2 月の A 町連合 PTA 総会におい

て 、 当 時 の B 中 校 長 が 、 町 全 体 へ 広 げ る こ

とを提案したところ了承された。平成 28 年 4

月から町全体で使用している。

（２）内容について

図1 自立プラン

A 町の「自立プラン」(図 1)は、町教育委

員 会 ・ 町 校 長 会 ・ 町 PTA 連 合 会 ・ 町 養 護 教

諭部会が共同で制作したものである。学校と

家庭で手を取り合って基本的生活習慣を身に

付けさせる目的で、「すべての子に身に付け

させたい行動」が示されている。共通の行動

と し て 「 時 間 を 守 る 」、「 掃除 を す る」、「あ

い さ つ を す る 」、「返 事 を す る 」、「人の話 を

よく聴く」の五つが示されている。そして学

年に応じて、学習指導・健康指導・生徒指導

の基準が示されている。例えば中学生であれ

ば、健康指導面は早寝早起き朝ごはんのため

に睡眠時間 7 ～ 8 時間・家庭では家族の見守

り（声かけ）、学習指導面は、家庭学習時間 1

年 80 分以上・ 2 年 90 分以上・ 3 年 100 分以

上、生徒指導面はスマホ・携帯電話所持禁止、

SNS の禁止などが決められている。A 町の小

・中学生の全家庭に配布され、家庭と学校が

連携していくツールとなっている。

また、「自立プラン」の内容も生徒や家庭、

時 代 の 実 態 に 合 わ せ て 少 し ず つ 改 訂 し て い

る。最近では、平成 31 年３月にスマホ・携

帯 に 関 す る 部 分 が よ り A 町 の 子 ども たち の

実態に合った内容に改訂された。

４ 研究対象校について

（１）学校の概要

今年度筆者が赴任した C 中学校は、B 中学

校と同じ A 町にある。創立は昭和37年 4月で、

二つの中学校が統合してできた。学校教育目

標を「社会で通用する人間の育成」とし、令

和 2 年度の全校生徒は 91 名で、学級数は各

学年 1 クラスと知的・情緒各 1 クラスずつの

合計 5 クラスである。地域との交流が盛んで

あり、「学校支援地域本部事業」をはじめ、

「みたねタイム」（総合的な学習の時間）で

は、ふるさと探訪や房住山三十三観音清掃奉

仕活動、クアオルト、ふるさとキャリア学習

（地域訪問・職場体験・地域の人に学ぶ講話

等 ）、 地 域 貢 献 （ 体 育 施 設 奉 仕 活 動 ）、 福 祉

体験活動、福祉施設行事へのボランティア参

加など、地域と連携した教育活動が特色の一

つとなっている。「ようこそ先輩」講演会で

は社会人として活躍する本校卒業生の講話を

聞き、進路に対する意識を高めたり、将来ふ

るさとを支えようとする高い志を育んだりす

ることに努めている。

（２）学校経営について

本 校 は C 中 学 校 の よ い 伝 統 を 継 承 し 、 社

会の変化に対応しながら、教育目標である「社

会で通用する人間の育成～高い志と生きる力

の育成を目指して～」の下、思いやりの心を

もち、自ら考え、判断し、行動（表現）でき

る意欲に満ちた、たくましい生徒を育成する

教育活動、学校経営を目指している。また、

教職員が生徒や保護者の願いや期待を受け止

め、地域と連携を図り、「生徒のよさを見い
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だし生かす教育」を合い言葉に、明るさと笑

顔で生徒と接し、一人一人の生徒が、安心感

とやる気をもって、楽しく諸活動に取り組む

ことができる、温かい人間関係の学校を目指

している。

職員は、校長、教頭、主査、養護教諭、教

諭 11 名の計 15 名である。年齢構成は 50 代 8

名、 40 代 4 名、 30 代 2 名、 20 代 1 名となっ

ており、少しずつ若手が増えてきている。各

主任を中心にチームで教育活動を進めること

ができている。しかし、部活動の主担当を中

心に過労死ラインの超過勤務 80 時間を超え

ている職員が、5 月 2 名、6 月 2 名、7 月 2 名、9

月 5 名、 10 月 6 名となっている。そのような

勤務状況の中に、コロナウイルス感染防止対

策が加わることになり、今までと同様の教育

活動は困難となった。そこで、教育活動が制

限された中で学校組織マネジメントの手法を

取り入れ、最低限の目標である「自立プラン」

を活用して生徒の基本的生活習慣の育成を図

ることが必要なのではないかと考えた。

５ C中学校での実践

（１）到達目標の共有

C 中学校では、学校教育目標と「あいうえ

お学校」をすべての教室の前面上方に掲示し

ている。常に教職員だけでなく生徒の目に触

れるようになっている。これは当たり前のよ

うだが、多くの学校ではできていない。さら

に、学校教育目標を具体化した一つに「時を

守り、場を清め、礼を正す」がある。これは

キャッチフレーズ的に生徒も暗唱できるまで

になっている。

「自立プラン」については、 B 中学校と同

様に A3 版にカラー印刷して全戸配布し、家

庭内の見やすい場所に掲示することになって

いる。内容を家庭と共有するために、 PTA 資

料に載せて確認したり、学校ブログで紹介し

たりしている。

「自立プラン」定着推進にはやはり教職員

の力が必要である。家庭での取組には温度差

がある。そこを埋めるためにも教職員が定着

の た め に 動 く 必 要 が あ る 。 前 任 校の B 中 学

校は「自立プラン」発祥の地であり、教職員

が当たり前のように教育活動で「自立プラン」

を 活 用 し て い た 。 そ れ に 比 べ る と C 中 学 校

には、平成 28 年 から初めて導入され教職員

への定着の度合いが低い感じを受ける。そこ

で、まず 4 月の職員会議で校長が「自立プラ

ン」の簡単な研修会を実施し、積極的に活用

していくことを確認した。その後も、折に触

れて「自立プラン」の活用を促している。

「自立プラン」の最大の強みは、何と言っ

ても生徒も保護者も教職員も、家庭学習の時

間や身に付けたい行動などをすでに「自立プ

ラン」を通して共有できていることである。

家庭と学校の連携のツールとしてもっと活用

し、定着させていきたいと感じている。

（２）プロセスの設計

令和 2 年度が始まると A 町は新型コロナ

ウイルス感染防止のために、厳しい措置をと

った。春休み中に教職員が県外に行ったり、

家族が県外から戻ったりした場合に 2 週間勤

務を自粛するというものである。そのため本

校では新年度早々に教諭 3 名、校務員 1 名が

不在のままスタートした。今年度はかなり制

限された学校教育活動になるものと予感させ

られた。

しかし、一斉休校明けの 5 月からは、A 町

の方針が感染防止策を講じつつ、可能な限り

例 年 通 り の 学 校 活 動 を 実 施 す る こ と と な っ

た。事実、多くの市町村が児童生徒と教職員

だけの卒業式・入学式としている中で、A 町

は 卒 業 式 ・ 入 学 式 に 保 護 者 を 参 加 さ せ て い

る。

そこで本校でも今年度は、コロナウイルス

感染防止対策を講じつつ、できるだけ年間行

事予定通りに進めていくことを決定した。さ

らに、働き方改革もふまえて、前年踏襲で続

いてきたさまざまな行事や○○教室などをこ
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れを機に廃止、または簡素化・短時間化を検

討していくこととなった。

その結果、運動会や学校祭では参観者を家

族のみに限り、競技や催し物を削減して半日

開催とした。地域連携の行事関係については、

1 学期はすべて中止とし、 2 学期以降は感染

状況を確認しながら少しずつ実施した。

また、学校評価は 7 月と 1 月の 2 回実施し

て、本校が初めて経験しつつある教育活動を

改善していくことになる。

（３）チーム・ネットワークづくり

①教職員のネットワーク

C 中学校も B 中学校と同様、校内に「自立

プラン」の推進の組織は特にない。運営委員

会 と 学 年 部 会 が 時 間 割 に 位 置 づ け ら れ て お

り、情報を全体で共有しながら折に触れて「自

立プラン」推進の取組をしている。例えば、

家庭学習の取組があまりよくない場合に学年

通信で家庭に呼びかけたり、スマホ・携帯電

話 の ア ン ケ

ー ト を 実 施

し た 際 に 生

徒 指 導 便 り

（ 図 2） を

発 行 し た り

し て い る 。

図2 生徒指導便り

②家庭とのネットワーク

今年度は、新型コロナウイルス感染防止対

策のため 4 月の PTA が中止となった。それ以

降は臨時の 7 月の PTA、夏休み中の保護者面

談、 12 月 の PTA な どほぼ年間行事予定通り

に家庭との連携を進めている。しかし、例年

であればもっと多くの学校行事に保護者を招

いており、より充実した連携ができている。

今年度は「自立プラン」推進関係については、

お便りによる一方的な連絡という状況が多い

のが残念である。

その中で、学校ブログ(図 3)を有効活用し

ている。できるだけ毎日のように更新し、生

徒 ・ 保 護 者 か

ら た く さ ん 学

校 ブ ロ グ に ア

ク セ ス し て も

ら う よ う に し

た 。 必 要 に 応

じ 「 自 立 プ ラ

ン 」 に 関 す る

情 報 を 間 に 入

れ た り し て 工

夫 し て い る 。

図3 学校ブログ

③生徒とのネットワーク

図4 保健委員会による「自立プラン」標語

図5 生徒会による２分間黙想

「自立プラン」の一番の当事者は生徒であ

る。生徒自身が「自立プラン」推進に取り組

むことがより大きな効果が得られると考えら

れる。本校では、 B 中学校ではあまりなかっ

た委員会による「自立プラン」推進の取組が

― 17 ―

Akita University



- 6 -

行われている。例えば、執行部・全校委員会

による朝のあいさつ運動や執行部による授業

前の 2 分間黙想(図 5)、保健委員会による「自

立プラン」標語募集(図 4)などである。

④地域とのネットワーク

図6 「ようこそ先輩」講演会

図7 あったか声かけ運動

C 中学校では例年入学式や運動会、学校祭

等の行事で地域の人々を学校に招いてきた。

しかし今年度は地域との連携が困難になって

しまった。3 年生の修学旅行は中止となり、2

年生の宿泊研修も予定宿舎が新型コロナウイ

ルス感染者の療養施設となり日帰り研修とな

った。しかし、 2 学期の感染状況が落ち着き

を見せたあたりから、連絡を取り合いながら

地域連携を徐々に復活させている。中学校区

を舞台としたふるさとキャリア教育や卒業生

を講師とした「ようこそ先輩」講演会(図 6)、

あったか声かけ運動(図 7)などが行われた。

これらは「自立プラン」推進のためのもので

はないが、内容的には関連があるものも多く、

基本的生活習慣定着に役立っている。今年度

の「ようこそ先輩」講演会では、バスケット

ボール部の長年にわたる指導から、「だらし

なさからは何も生まれない」や「力のあるい

い人間」になるための五つの原則として「①

朝 、 自 分 の 力 で 起 き る こ と 」、「 ② 挨 拶 と 返

事 を し っ か り と す る こ と 」、「 ③ 履 き 物 を 揃

え る 。 大 事 に す る こ と 」、「 ④ 継 続 し て 人 の

た め に 何 か 尽 く す こ と 」、「 ⑤ 歩 い て 登 校 、

下校すること」などが話された。

６ 自立プランアンケート

表1 Ｃ中学校3年生アンケート肯定的回答

R1.12 R2.7

「自立プラン」掲示 13% 27

朝 6 時起床 53 70

朝ご飯 93 97

夜 11 時就寝 67 60

十分な睡眠 77 87

家族の会話 90 93

宿題・自主学習 73 77

家庭学習時間 40 37

SNS 禁止 33 30

夜 9 時以降不使用 40 40

自分の家のルール 53 50

表2 Ｃ中学校2年生アンケート肯定的回答

R1.12 R2.7

「自立プラン」掲示 24% 43

朝 6 時起床 69 68

朝ご飯 97 100

夜 11 時就寝 90 96

十分な睡眠 89 93

家族の会話 96 100

宿題・自主学習 83 93

家庭学習時間 76 57

SNS 禁止 72 50

夜 9 時以降不使用 76 39

自分の家のルール 59 64

以 上 の よ う に C 中 学 校 で は 、 学 校 組 織 マ

ネジメントの考え方を活用して、新型コロナ

ウ イ ル ス 感 染 防 止 対 策 と 教 育 活 動 を 両 立 さ
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せ、基本的生活習慣の育成を目指してきた。

成果があったかどうかを、養護教諭が実施し

ている「自立プラン」アンケートの昨年との

結果で比較してみる。表 1 は今年度の 3 年生、

表 2 は今年度の 2 年生のそれぞれ昨年 12 月

と今年 7 月の肯定的回答の割合を表したもの

である。

目立つところで 3 年生は、朝 6 時起床が 17

ポイント、十分な睡眠が 10 ポ イント上昇し

ている。しかし、夜 11 時就寝が 7 ポイント

低下している。 2 年生は、夜 11 時就寝が 6 ポ

イント、宿題・自主学習が 10 ポイント上昇

している。しかし、家庭学習時間は 19 ポイ

ント、 SNS 禁止は 22 ポイント、夜 9 時以降

不使用は 37 ポイント低下している。「自立プ

ラン」に関わる基本的生活習慣がより定着し

たという結果は見られなかった。

その原因として考えられるのが、「自立プ

ラン」掲示である。 B 中学校が 80%程度だっ

たものが、 C 中学校では 30 ～ 40%程 度にと

ど ま っ て い る 。 こ れ は 、 ま だ ま だ C 中 学 校

では「自立プラン」に対する意識が生徒も、

保護者も低いからだと思う。「自立プラン」

定着の推進策を実施していくよりもまず「自

立プラン」周知が必要なのだと感じた。

７ まとめ

（１）成果

今年度の学校現場はかつて経験したことの

ない初めての対応ばかりだった。学校が得意

としている前年踏襲がほとんどできず、しか

も、本来の学校資源も大きく制限されてしま

った。そのような状況で取り入れた学校組織

マネジメントの考え方は、コロナウイルス感

染防止対策と学校教育活動の両立に有効であ

った。校長を中心に、教職員がチーム学校と

なって、精一杯工夫して毎日の教育活動を推

進した。多くの行事を削減、もしくは簡素化

・短時間化して実施した。とても手をつけら

れないと固定観念があり、変えられずにきた

多くの学校行事にも思い切ったメスを入れる

ことができた。働き方改革に向けた業務改善

が若干進んだのも、今回の副産物である。

そして、 C 中学校では B 中学校と違って、

すべての子どもに身に付けさせたい行動を示

した「自立プラン」自体が生徒と保護者にま

だまだ認知されていないことを知ることがで

きた。そして、若干だが、「自立プラン」へ

の生徒の意識を高めることができた。

（２）課題

今回の研究では、基本的生活習慣の育成に

ねらいをしぼったが、本来は学校教育目標の

達成を目的にしなければならない。しかし、

今 年 度 は コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 防 止 対 策 に よ

り、大きく制限された学校教育活動を余儀な

くさせられた。そこで、優先順位をつけて、

まず基本的生活習慣の育成を選択することと

なった。

しかし、「自立プラン」に関わる基本的生

活習慣の定着の度合いが必ずしも高まらなか

った。成果でも触れたが、B 中学校に比べて、

C 中学校では「自立プラン」が周知・徹底さ

れておらず、まずそこが課題である。「自立

プラン」が家庭において有効に活用されるた

めには、もっとＰＲをしていく必要があると

感じた。

また、今年度研究実践するはずの学校・家

庭・地域連携方策はほとんど手をつけること

ができなかった。これからの学校には必要不

可欠なものであり、継続してよりよい連携方

策を探っていきたい。そこで、昨年度実践研

究 報 告 書 に ま と め た B 中 学 校 へ の 提 言 方 策

を以下に付け加える。

８ 自立プランを核とした連携方策

（１）CS導入による改善策

①学校運営協議会の設置

現在ある学校評議員制度を学校運営協議会

へ発展させる。教師中心にならないように、

地域コーディネーターを配置し、学校と地域
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を結ぶ人員を配置し、各小学校区から１名ず

つの地域コーディネーターを選ぶ。

②自立プラン実現のための CSタイプ（図 8)

・第一段階（単一校タイプ）

学校によって取組に差が生じることが多い

ため、中学校とその学区内の小学校ごとに学

校運営協議会を設置する。

・第二段階（学園タイプ）

各学校の CS の運営が安定してきたら、小

・ 中 連 携 型 CS を 導 入 す る 。「 自 立 プ ラ ン 」

を核として、既存の学校を生かした小中一貫

教育を推進する。

③実働推進組織

自立プランを実現する組織として「三部会

組織タイプ」を導入する。既存の学校の校務

分掌、 PTA 組織、地域の活動を生かして「自

立プラン」を支援する組織を立ち上げ、各部

会で生徒の基本的生活習慣定着を支援する。

図8 CS導入による改善策のイメージ

（２）CS導入によらない改善策（図 9)

①生徒会活動の活性化

生徒が「自立プラン」を自分事としてとら

えられるように、「自立プラン」の推進策を

生徒会も行う。学習指導面を学習委員会、健

康指導面を保健委員会、生徒指導面を生活委

員会が担当し、それぞれ「自立プラン推進集

会」を実施する。生徒たちも「自立プラン」

を理解と納得の上に実践できれば効果的であ

る。

②PTA研修会の実施

「 自 立 プ ラ ン 」 に 関 す る PTA 研 修 会 を 実

施する。年度内に何度も研修会を実施するの

は難しい。そこで、学習指導・健康指導・生

徒指導に関する研修会を 1 年ごとに実施し、3

年間で 1 サイクルとする。

③校務分掌と「自立プラン」のリンク

校務分掌と「自立プラン」の項目をリンク

させ、チームで推進策に取り組む。学習指導

面を研修部が、健康指導面を健康安全部が、

生 徒 指 導 面 を 生 徒 指 導 部 が そ れ ぞ れ 担 当 す

る。チームで「自立プラン」推進策を立案・

実行する。

図9 CS導入によらない改善策のイメージ
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文部科学省(2007)中央教育審議会答申「次代を

担 う 自 立 し た 青 少 年 の 育 成 に 向 け て ～ 青 少

年 の 意 欲 を 高 め 、 心 と 体 の 相 伴 っ た 成 長 を

促す方策について～」

妹尾昌俊(2015)「変わる学校、変わらない学校

学校マネジメントの成功と失敗の分かれ道」

学事出版

浅野良一(2019)「学校組織マネジメントの実践

に 向 け て ～ 学 校 の 戦 略 マ ッ プ を 作 る ( 1) ( 2)

( 3) ( 4)～ 」 令 和 元 年 度 学 校 組 織 マ ネ ジ メ ン

ト指導者養成研修

― 20 ―

Akita University



働き方の改善を実現する中学校の取組の在り方  

―業務改善を目指す組織マネジメント―  

                                   

秋田大学教育文化学部附属中学校    

 加賀谷  武英    

 

１．はじめに  

  平成から令和への改元という時代の大きな

節目を迎えた 2019 年、社会全体で｢働き方」

と｢長時間勤務｣についての見方・考え方も社

会問題として大きなうねりとなり、改革への

取組が問われている。我が国の学校や教師は、

諸外国と比較して学習指導のみならず広範な

役割を担っている。近年は、生徒指導上の問

題や特別な支援を要する児童生徒の増加等、

より多様化･複雑化し、学校の役割は肥大化を

繰り返してきたといえる。秋田県では｢2010

教職員が実感できる多忙化防止策｣が策定さ

れ、継続した取組を行いながら新たに｢教職員

が実感できる多忙化防止計画 2018｣等も進め

られてきた。文部科学省からは｢学校現場にお

け る 業 務 改 善 の た め の ガ イ ド ラ イ ン

2015.7.27｣が公表され 2016 には｢学校現場に

おける業務の適正化に向けて｣が示されるな

ど重要課題となっている。そこで｢学校におけ

る働き方改革｣に対しての現任校における取

組を検証しながら、｢働き方改革｣に向けた実

践は児童生徒の豊かな学びに生きる｢学校改

善｣にどう結びついているか、また｢働き方改

革｣が単に長時間勤務の解消に止まることな

く、教員一人一人のワークライフバランスを

豊かにし、｢働き方の改善｣につなげるために

必要な組織マネジメントの在り方を検討する

ことに意義があると考えた。 

 

２．研究の目的  

 現任校は国立大学の附属中学校であり、毎

年６月上旬には公開研究協議会が開かれ、文

部科学省の中長期的方針から研究テーマを設

定し、県内はもちろん全国へ先行研究の成果

を発信し検証しており、そこには大学教員と

連携した共同授業研究の実践が含まれてい

る。また、教育文化学部学生への教育実習の

実施とその指導や多様な選考方法に基づく中

学入試の準備と運営など、教員が日々遅くま

で残って仕事に追われる｢多忙な学校｣と捉え

られる傾向にあり、実際そういう面も否めな

い。その大学附属学校で、働き方改革がどの

ように進められているのかを通して、｢学校に

おける働き方改革｣を実現することで｢学校改

善(働き方の改善)｣に生かす仕組みを見いだ

すことが期待できる。 

 

３．研究計画  

(1)  調 査 活 動 に よ る 国 や 県 の 施 策 や 成 果  

と課題から現任校の取組を検証する。 

(2) 現 任 校 の ｢働 き 方 改 革 ｣へ の 取 組 の 実  

態把握と進捗状況を分析する。 

(3) 教 員 ア ン ケ ー ト に よ り ｢働 き 方 改 革 ｣  

に対する取組の成果を検証する。 

(4) 今 年 度 に 実 現 で き な か っ た ｢働 き 方 改  

革 ｣へ の 取 組 か ら 更 な る ｢学 校 改 善 (働  

き 方 の 改 善 ) ｣に つ な が る 持 続 可 能 な  

プランを検討する。 

 

４．研究の内容  

(1) 国の働き方改革に対する取組 

「中教審答申 2017.12.22(概要)｣からの働

き方改革に関する総合的な方策と考え方 

(2) 現任校における取組 

   現任校の使命と改革の状況 
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５．現任校でのアンケート調査  

(1) 調査時期と調査対象者 

 2019 年(令和元年)12 月中旬に質問紙を配

付し、現任校の教員 22 名全員から回答を得る

ことができた。回答の分類は表１の通りであ

る。冬休みを間近に控え、１年生は職場体験

学習、２年生は学習旅行を終え、総合的な学

習の時間でもまとめの時期であり、極めて多

忙な時期の協力依頼であったにも関わらず、

調査対象者全員から協力いただき感謝してい

る。そして、この協力性の高さが現任校の大

きな強みであると感じている。 

表１ 回答者(n)の分類 (対象者=n=22) 

 男性  11名   女性  11名 

 年代別 

 

 

 

  20代      2名 

  30代      1名 

  40代     12名 

  50代      7名 

 現任校 

勤務年数 

 

 

 

  1年目      6名 

  2～3年目    8名 

  4～5年目    3名 

  6年目～     5名 

 

(2) 質問紙の構成  

 質問項目は、現任校における働き方改革の

取組と状況についての 18 項目を設定し、各項

目について「よい」「まあまあよい」「少し

不十分」「不十分」の４段階で回答を求めた。

また、それぞれの項目に自由記述欄を設け、

最後の 19 項目目を「その他」として、働き方

改革(改善 )全般に対する自由記述欄を設け

た。 

 

(3) 調査の結果  

  それぞれの項目ごとの回答を「よい(４点)」

「まあまあよい(３点)」「少し不十分(２点)」

「不十分(１点)」とした平均値と、それぞれ

の回答４段階ごとの人数の割合を求めて分析

した。 

表２ アンケート項目及び結果(数値は平均) 

①公開研究協議会の見直し        3.36 

②教員の休日の確保について      3.36 

③入試業務に係る研修日の削減    3.95 

④特色ある教育実践削減と見直し  3.27 

⑤教育実習について              3.09 

⑥校内組織の改革について        3.09 

⑦変形労働時間制について        3.50 

⑧行事終了後に行う企画化の推進  3.36 

⑨出退勤時間からの管理職の支援  3.18 

⑩ＩＣＴ活用による業務改善      3.36 

⑪会議の効率化と時短と資料軽減  3.59 

⑫業務改善の好事例蓄積と発信    3.05 

⑬鳩翔サポートＳの効果的な運用  2.95 

⑭ＰＴＡ関係事務の簡略化        3.95 

⑮部活動の活動日や時間の見直し  3.27 

⑯各教員のリーダーシップ発揮    3.14 

⑰自身の働き方改革への取組状況  2.81 

⑱「心理的な多忙感」の解消      3.00 

⑲その他：自由記述 

表３ 回答ごとの割合  

 

表４ ○評価の高い項目  
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表５ ▼評価の低い項目 

  

 他に評価が高い項目として(平均 3.36) 

公開研究協議会の見直し 

①  教員の休日の確保 

  ⑧行事終了後に行う企画化の推進 

  ⑩ＩＣＴ活用による業務改善 

 逆に評価の低い項目では 

  ⑤教育実習について(平均 3.09) 

  ⑥校内組織の改革について(同 3.09) 

  ⑯各教員のリーダーシップ(同 3.16) 

  となっている。これらの結果を基に、現任

校における働き方改革への取組の成果と、次

年度に向けての更なる学校改善(働き方の改

善)につながる持続可能なプランの推進につ

なげたいと考えた。 

 

(4) 調査結果にみる働き方改革の実感  

  現任校は、大学附属学校であり、公立校に

はない大学附属校ならではの業務を担ってい

る。そのため、アンケート調査の結果による

と、一番高く評価された項目が入試業務に係

る研修日の削減である。大学附属中学校とし

て、毎年 12 月下旬に入試が行われている。入

試制度については、いろいろな変遷を経なが

ら、現在の国語、算数、理科、社会の４教科

学力検査と音楽、図工、家庭、体育の４技能

教科から一教科の選択受検、面接試験を２日

間に分けて実施している。入試運営にあたっ

ては、準備を含め夏季休業など、長期休業中

の平日から入試までの休業日に、運営に関す

る打ち合わせのための研修日が設定される。

昨年度は、10 日間の研修日があったが、今年

は大胆に４日削減して６日間の研修日を活用

して取り組んでいる。昨年度中には、管理職

から職員に対して、年次休暇の積極的な取得

を勧めること等で時短への教員の意識も高ま

り、研修日削減に対する教員の心理的な好印

象が非常に大きいといえる。 

 以上の取組も、管理職の積極的なスクラッ

プ＆ビルドの意識が学校を変える好事例であ

る。入試業務削減と同率で評価が高かったＰ

ＴＡ関係事務の簡略化についても、管理職の

業務改善に対する強いリーダーシップが発揮

されている。たとえば、ＰＴＡ総会や学年・

学級ＰＴＡへの保護者の出欠連絡や、各種学

校行事への参加の有無は、今まで行事の案内

文書に出席報告欄を設け、締切期日を決めて

各学級担任が取りまとめをしていた。あくま

で参加の有無も予定であり、学校としても、

駐車場や会場での保護者用のスペース、会場

に準備するパイプいす等の個数の目安にする

程度のことであり、この出欠票の回収・取り

まとめに係る業務も担任の負担となってい

た。それを、メール配信システムを活用して

ＷＥＢ上で行い、教頭がフォルダを作成して

各学級ごとに分別するシステムを取り入れる

ことにより、効果的な業務改善となっている。 

 働き方改革は、学校現場における教員の長

時間勤務問題だけではなく、日本のさまざま

な職業においても社会問題化し、対策が進め

られている。その中で、教員の多忙化防止対

策として文部科学省から各教育委員会への通

達を、どのように各公立学校において実施し、

いかにして実現するか工夫しながら進められ

ている。現任校は国立大学附属校であり、県

・市教育委員会の指導を待つことなく学校独

自で校長、副校長、教頭の管理職のリーダー

シップを発揮しなければ改革は生まれない。

今大きく動き出した多忙化解消への取組は、

附属学校教員が日常的に抱える「多忙感の解

消」にも効果を発揮し、教員の業務効率化と

心理的・身体的な負担軽減の実現に欠かせな

いものである。 

  教員から圧倒的に評価の高い２つに続く
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「会議の効率化と時間短縮、資料作成の軽減」

と、「変形労働時間制による残業分を長期休

業中に『長休』として取得することについて」

も、職員会議や校内研修等の会議に掛かる業

務の見直しであり、電子ファイル活用による

ペーパーレス化など、管理職のリーダーシッ

プがなければ実現不可能であり、そのスクラ

ップ＆ビルドへの徹底した管理職の意識が、

一般の教員にも好感をもって受け止められて

いる証である。ただし、データを軽くするた

めのＰＤＦファイルによる会議では、訂正事

項について、会議中には各自のメモに頼る他

なく、担当者が後で訂正版を配付しなければ

ならないなど、今後の更なる改善に課題は残

っている。４番目に高評価となった変形労働

時間制は、国立大学附属校ならではの制度で

ある。公立校では現在用いることができない

制度であるが、国立大学校でも制度を採用し

ないところもあるなど対応は分かれている。

今回のアンケートでは高い評価となったが、

不十分に１名、少し不十分に２名の回答があ

った。１年を通した変形労働時間制を取る場

合、年度当初の計画と日程が急遽変わった場

合でも、定められた日によって違う労働時間

を簡単には変動することはできず、ムダな９

時間勤務や、７時間勤務日の残業時間増加に

つながってしまう点など、せっかくの制度が

ストレスや不満につながる場合もある。また、

変形労働時間制による残業分を長期休業中に

「長休」として取得することにより、部活動

担当教員は、部活動ガイドラインを踏まえた

部活動手当て(土日３時間程度 2,700 円)の申

請ができるが、平日の放課後１時間程度の活

動が中心の文化部担当者や、二人担当制での

副顧問など、長期休業中の部活動指導の少な

い教員は、手当申請ができなかったり、長休

を取得していながら、実際は学校で業務に携

わっていたりしていることもあり、形だけの

長休振替にならないよう配慮が必要である。 

 

(5) 改革の効果を上げるためには  

  アンケート結果から、一番評価が低かった

のが、自分自身の「働き方改革」についてと

の回答である。働き方に対する意識改革につ

いては、一人一人の教員が早く帰宅できるよ

う、計画・見通しをもって仕事に当たらなけ

れば何も変わることはない。また、ＩＣＴ機

器のハード面、ソフト面での有効活用による

業務改善にも新たな知識や操作技術が必要な

面もある。業務の効率化は、管理職の改革へ

の取組や、各分掌主任の取組に任せるだけで

は達成できない。そのことを多くの教員が実

感し、自己改善を図ろうとする意思表示と受

け止めることができる。業務削減自体につい

ても、まだまだ進んでいないと感じている教

員が少なからずいる。持ち時間数の多さもあ

り、放課後の会議、生徒会活動、部活動指導

など、日常活動を終えてから残りの業務に当

たっても、その時点で勤務時間を過ぎている

という日々が現実であり、まだまだ改善の余

地が多いと感じている教員は多いのである。 

 評価が二番目に低かったのは「鳩翔サポー

トシステムの効果的な運用」であった。秋田

市では全ての小中学校が今年からコミュニテ

ィ・スクール化された。国立大学附属学校に

ついては、文部科学省も義務とはしていない。

それでも、コミュニティ・スクールのもつ可

能性と、学校運営協議会の効果的な役割を探

りながら、社会に開かれた教育課程の推進を

目指しているのが鳩翔サポートシステムであ

る。学校ＯＢにお願いしている鳩翔コーディ

ネーターとの連絡調整面など、負担感が明ら

かになったといえる。そして三番目に低かっ

たのが、「業務改善への取組が多忙感の解消

に結びついているか」と「業務改善に関する

好事例の蓄積と発信、情報収集について」で

ある。質問事項を「多忙化」の解消ではなく

「多忙感」の解消としたことから、なかなか

進まない自身の業務改善への評価が表れたと

いえる。業務改善につながる新たなライフワ
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ークバランスの在るべき姿、すぐに取り組め

る個々のスキルアップ、効果的なルーティン

などを情報交換する時間も、意図的に設定し

なければもてないのが現状である。しかし、

多忙感は教員一人一人の気持ちで捉え方も変

わるものであり、あくまでも業務改善による

多忙化解消の実現に一人一人が意識を高めな

ければ学校改善は実現しないといえよう。 

 

６．考察  

(1)  一人一人の教員が持ち味を発揮できる

ボトムアップ型マネジメント  

 ここまで、現任校における教員へのアンケ

ート調査から、働き方改革の視点で管理職の

リーダーシップとともに、それぞれの教員が

働き方改革の取組をどのように捉えているの

か分析してきた。加藤(2016)は「教職員・専

門スタッフのそれぞれの専門性を結びつけ、

課題解決していく、新たな「協働の文化」の

構築が校長のリーダーシップに期待されてい

る」として管理職のリーダシップを、「それ

ぞれの専門性に立脚しながらも、チームとし

ての行動や協力を厭わない［当事者意識］の

共有が求められる」として教員一人一人のミ

ドルリーダーとしての意識の大切さを示唆し

ている。そこから学校というチームが「個人

では得ることのできない洞察をグループとし

て発見できる」(センゲ 2011)ことになる。ま

た加藤(2016)は「個人で抱え込まずに、複眼

的に問題をとらえ、希望を見いだすことがで

きるかどうかが、学校の活発さを大きく左右

するといえる」と述べている。このことから、

一人一人がミドルリーダーとしての資質を育

み、各分掌でリーダーシップを発揮できるボ

トムアップ型マネジメントが学校を活性化さ

せることにつながると考えられる。 

 

(2) 組織文化・学校文化の改善には  

  妹尾(2017)は、長時間過密労働が改善しな

い６つの言葉を次のように書いている。  

①前からやっていることだから(伝統、前

例の重み) 

②保護者の期待や生徒確保があるから(保

護者と生徒獲得のプレッシャー) 

③子どもたちのためになるから(学校にあ

ふれる善意) 

④教職員はみんな (長時間 )やっているか

ら(グループシンキング、集団思考) 

⑤できる人は限られるから(人材育成の負

のスパイラル) 

⑥結局、わたし(個々の教職員)が頑張れば

よいから(個業化を背景とする学習の狭

さ) 

  どれも、今の学校現場で教員の誰もが一度

は心の中で思う言葉である。 

 教員組織の中で長い間育てられてきた文

化、学校という地域の風土が作りあげてきた

文化を全くないものにして作り直すのは至難

の業である。しかし、管理職である校長、副

校長、教頭が連携のとれたリーダーシップを

発揮することで、学校が劇的に変わることも

ある。しかし、その改善が管理職の異動によ

って元の木阿弥になってしまうのでは学校改

善は果たせない。管理職の個業による取組で

終わってしまう。妹尾(2019)は、学校組織の

特性とマネジメントの課題として「(中略)そ

れぞれの教員の力を学校という「組織」の力

としてまとめあげていく機能と仕組みづくり

の中で対応していくことが必要な課題だとい

える」と、個々の教師が個人で勝負しても改

善は果たせないということを述べている。ま

た、工藤(2018)は、「課題のリストづくり(中

略)リスト化を私(校長)が単独で行えば、教員

による業務改善は「やらされる」ものとなり、 

いわば「請負仕事」と化してしまいます。(中

略)成果を上げるには、教員自身主体的に課題 

を発見し、解決策を考え、取り組んでいくプ  

ロセスが不可欠なのです」と述べている。こ

れは、学校というチームの中で対話を続ける

ことによって、それぞれの学校の課題に対し
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て、一人一人の教員が当事者意識をもって臨 

むことが必要ということを表している。すな

わち、管理職のリーダーシップに呼応する形

で、教員一人一人がそれぞれの分掌でリーダ

シップを発揮できるボトムアップ型のマネジ

メント体制の整備と機能化の実現が望ましい

といえる。いかに優れたリーダーシップであ

っても、そこに共感がなければ効果が高まら

ない。「早く帰れコール」が毎日職員室に響

いても、職員の反感を買うだけである。やら

されて取り組む働き方改革でなく、一人一人

が今までの『自身の働き方』を見直し、『働

き方の習慣』を変えることに楽しさを見いだ

せるような前向きなマネジメントが今求めら

れている。そのためにも、受け身の姿勢で指

示や指導を待つのではなく、建設的で斬新な

アイデアの芽を伸ばし、気兼ねなく話題とす

ることができる風通しのよい職員室にするこ

とも大切である。校務分掌の在り方について

は、公平性を常に意識して、負担感や心理的

な多忙感が蓄積しないような配慮が図られて

いるが、今後も難しい課題である。 

  

７．おわりに 

 現任校における働き方改革は、この一年で

大きく動き出し、学校改善(働き方の改善)に

も大きな成果を残してきている。中学校では

日々の部活動指導があり、勤務時間の終了時

刻に生徒が校内にいない日は、部活動休止日

のみであるといってよい。そのため、新たな

試みとなる、朝の始業前の時間、朝の会、１

校時の開始時刻、昼の休憩時間、５校時の開

始時刻、帰りの会、清掃活動など、勤務時間

内の活動を例外なく見直し、当たり前をなく

して時短につながる持続可能なプランの提案

を継続する。「今までの当たり前」を朝の打

ち合わせ、学年部会、教科部会、分掌部会な

どで例外なしに見直し、スクラップ＆ビルド

の徹底を図るように必ず話題とすることが必

要である。今、学校現場で進められる働き方

改革(改善)は、現職教員のみならず、これか

ら社会に出る将来ある若者が、教職に魅力を

感じ、その働き方に安心し、今後も優秀な人

材が多数集まる職業となるべく、責任をもっ

て取り組まなければならない。働き方改革で

生まれる時間と精神的なゆとりが教員のスキ

ルと資質の向上につながり、児童・生徒に還

元することで学校の魅力を高めることが求め

られている。 
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コミュニティ・スクールの推進方策 

―B 市立 O 小学校の実践を通して― 

 
にかほ市立平沢小学校   

菊地 良   

 
１．はじめに 

（１）研究の背景 

今日、子どもたちを取り巻く環境や学校が

抱える課題は複雑化・多様化しており、教育改

革、地方創生等の動向からも、学校と地域の連

携・協働の重要性が指摘されている。文部科学

省は「地域とともにある学校づくり」を目指し

て、コミュニティ・スクール（学校運営協議会

制度）を提唱し、平成 29 年４月には、地方教

育行政の組織及び運営に関する法律の法改正

で、学校運営協議会の設置が努力義務となっ

た。さらに、新学習指導要領でも「社会に開か

れた教育課程」という理念が中心に据えられ、

子どもたちが未来社会を切り拓くための資

質・能力とは何かを学校と地域が共有し、連携

して子どもを育成することが重視された。  
文部科学省の調査 (図 1)によると全国の公

立小学校、中学校、義務教育学校におけるコミ

ュニティ・スクールの数は、令和２年７月１日

現在で 8681 校であり、導入率は 30.7%（前年

比 7.0 ポイント増加）にあたる。秋田県の導入

状況は 174 校で 57.8%（前年比 12.1 ポイント

増加）にあたり、半数を超え、全国的にも高い

割合を示している。  

 
図  1 都道府県別 C・S 導入率  

 
（２）研究の目的 

昨年度の勤務校（秋田県 A 市立Ｈ小学校）

は、平成 29 年度より学校運営協議会制度が取

り入れられ、コミュニティ・スクールとなった。

学校運営協議会のメンバーは、学校評議員制

度のときのメンバーを基本としている。その

主な活動は①学校経営についての承認、共通

理解と評価、②校内での子どもたちの様子、教

職員の様子について（授業一巡を通して）の意

見交換、③地域（登下校を含む）での子どもの

様子についての意見交換、④その他、意見交換

（学校への要望等）である。  
このように、学校運営協議会としての活動

は、委員とその構成が変わっても、従前の学校

評議委員会とほとんど変わらない運営、活動

となっている。学校、地域が協働して子どもを

育てていこうという気持ちをもっていても、

それを新たに具体的な行動に移せずにいる現

状も見受けられた。  
そこで、コミュニティ・スクールの効果的な

運営とその推進を図るために学校運営協議会

をどのように改善し、活性化していくとよい

かを明らかにすることを研究の目的とした。  
 

（３）昨年度の研究より  
学校運営協議会の活性化 (図 2)で大切なこと

は、まず、学校運営協議会で、共通の目標、ビ

ジョン、あるいは学校が抱える課題を共有す

ることである。そのためにも、学校運営協議会

の中でも熟議の場をつくり、目指す子ども像

について、学校、保護者、地域が対等な立場で

語ることが有効なことが分かった。  
次に大切なのは、学校運営協議会委員の人

選である。例えば、登下校の安全指導の面に課
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題があるとすれば、交通安全協議会の方を加

え、登下校における児童の見守りについて検

討したり、地域資源（人・もの・こと）を活用

した学習を効果的に行おうとすれば、地域の

方が多く集まる公民館の館長をメンバーに加

えたりするなどである。このように、校長は目

的達成のために適切な人材を学校運営協議会

委員として選出していくことが大切だという

ことが分かった。  
また、コミュニティ・スクールの推進が進ま

ない原因の一つとして、コミュニティ・スクー

ルの意義や役割について、保護者、地域住民に

十分に認知されていないことが挙げられた。

学校を知ってもらう、コミュニティ・スクール

を知ってもらうといった情報発信、広報活動

は、コミュニティ・スクールを推進していく上

で重要なことの一つと考えられた。  
コミュニティ・スクールは、地域の多くの

方々に学校へ足を運んでいただくことで、学

校にとっても、地域の方々にとっても、よりよ

い関係作りが生み出されると考える。推進が

進んでいるある学校は校内にコミュニティ・

ルームを設置し、いつでも地域の方々が来校

できるスペースとして活用されていた。A 市の

コミュニティ・スクール合同連絡協議会で、会

長が「学校は、もっと地域を利用してもよいの

では。」とおっしゃった。学校も地域もまだま

だお互いに遠慮がある印象を受けた。学校側

が地域に対して敷居を低くして、積極的に話

しかけていく姿勢をもつ必要があると考えら

れた。  

図  2 学校運営協議会の活性化と C・S の推進  

２ 研究の実践 

現在の勤務校（B 市立 O 小学校）がある秋

田県 B 市（小学校 18 校、中学校 13 校）では

教育委員会が主体となって、早くからコミュ

ニティ・スクール事業に取り組み、平成 26 年

度には市内の全小・中学校がコミュニティ・ス

クールとなった。現勤務校は地域の２校が統

合し、平成 28 年度の開校である。統合前も既

にコミュニティ・スクールであり、合併後もそ

のまま引き継ぐ形で、コミュニティ・スクール

として存在する。  

 
（１）B 市の C・S 体制  

図３に示すように、現在、B 市は市コミュニ

ティ・スクール連絡協議会を設置し、それぞれ

の中学校区に地域運営協議会が置かれている。 
さらに、各小・中学校単体にも学校運営協議会

が設置されている。  
O 小学校のある中学校区は小学校 2 校、中

学校 1 校からなっており、３校合同の地域運

営協議会が設置されている。  
B 市のコミュニティ・スクールに関する定例

会議は表１のようになっている。今年度は新

型コロナウイルス感染拡大防止のため、会議

の開催がほとんど中止になったが、これまで

の実績を見ると、市コミュニティ・スクール連

絡協議会は５月と２月の年２回、地域運営協

議会は６月、３月の年２回、O 小学校の学校運

営協議会は５月、11 月、2 月の年 3 回である。  

図  3 B 市 C・S 体制  
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表 1 B 市の C・S 体制による会議 

 市 C・S 
連絡協議会  

地域運営
協議会  

学校運営
協議会  

第 1 回  5 月  6 月  5 月  
第 2 回  2 月  ※11 月  11 月  
第 3 回   3 月  2 月  

 地域運営協議会の第 2 回目は地区 PTA 連合

会との合同事業によるものである。  
学校側からの参加者は、市 C・S 連絡協議会

は校長、地域運営協議会は校長及び教頭、学校

運営協議会は校長、教頭、教務主任である。  
地域の方々の参加者は、市 C・S 連絡協議会

及び地域運営協議会ともに、学校運営協議会

の会長及び副会長、ＰＴＡ会長、地域コーディ

ネーターとなっている。  

 
（２）地域運営協議会の活動 

中学校区を中心にした小中一貫教育の推進

を図るために設置。主に小中連携による、学力

向上、生徒指導等（いじめの減少、不登校ゼロ

等）への効果をねらいとしている。  
地域運営協議会の委員は、教育委員会学習

課長、中学校区３校の各 C・S 会長、C・S 副

会長、ＰＴＡ会長、地域コーディネーター、校

長、教頭である。年間 3 回の内容は表 2 のよ

うになっている。  
事業として、今年度は、第 2 回の熟議が新型

コロナウイルス感染防止のために中止になっ

たが、学力向上のため、各校の授業研究会への

参加、小中合同の総合学力調査の結果分析検

討会、中学校教師による小学校 6 年生への出

前授業（外国語）等が行われた。  
表 2 地域運営協議会の内容 

第 1 回  ・運営組織の検討 ・役員選出  
・事業計画案並びに予算案審議  

第 2 回  ・熟議または講演会（隔年）  
 ※地区 PTA と合同事業  

第 3 回  ・事業報告並びに決算報告  
・各校の学校運営協議会の実践報

告と課題の把握  
・次年度計画案並びに予算案審議  

 

図  4 小・中合同挨拶運動（6 月）  

 生徒指導については、中学校で一緒になる

児童の小・小交流会（12 月）、中学生が小学校

へ出向いて登校時に行われる小・中合同挨拶

運動（6 月、10 月） (図 4)等がある。  
地域貢献として、今年度はできなかったが、

地域市民祭への参加がある。小学校 2 校から

は 3 年生によるステージ発表、中学校から吹

奏楽の演奏と 3 年生によるクラス合唱を行い、

地域の方々に披露して好評を得ている。  
また、情報発信として、中学校区の 3 校と、

地域、保育園の行事を 1 枚にまとめた「校区カ

レンダー」の発行（5 月、10 月）、「地域コミュ

ニティ・スクール便り」の発行（2 月）がある。

これらは、地域の全戸へ配布している。  

 
（３）O 小学校のコミュニティ・スクール活動 

①O 小学校の概要  
 O 小学校は、地域の 2 つの学校が統合し、今

年度で５年目となる。学区は豊かな自然環境

に恵まれ、川沿いに広がる農村地帯で、県指定

天然記念物の植物や市指定無形民俗文化財の

梵天や番楽などの伝統文化が残っている。  
 全校児童は 102 名であり、各学年１クラス

と特別支援学級２クラスの合計８クラスであ

る。学区は統合前の二つの地域からなってお

り、広範囲であるため、毎日、スクールバスが

6 台運行されている。スクールバスは全校児童

の 9 割近くが中学生と同乗して利用しており、

他は徒歩での集団登校となっている。  
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②学校運営協議会  
協議会の委員は、地域行政員、民生児童委員

会会長、ＰＴＡ会長、地域コーディネーター、

学識経験者、放課後子ども教室安全管理委員、

地区交通安全協会会長、さつき研究会代表、ス

ポーツ少年団役員、地域のお寺の住職、地域婦

人会会長、保育園園長、教育委員会学習課班長、

校長、教頭、教務主任の 19 名である。  
委員で特徴的な人材は、放課後子ども教室

関係者とさつき研究会関係者である。放課後

子ども教室はＢ市で運営し、空き教室を利用

して校内に設置されている。本校ではほとん

どの子どもたちが毎日利用している。また、さ

つき研究会はこの地区の代表的な花「さつき」

を年間通して栽培している所であり、Ｃ・Ｓの

事業に大きく関わる部分でもある。さらに特

徴的なこととして 2 校が統合したことにより

協働活動地域コーディネーターが 2 名存在す

る。統合前の地域コーディネーターをそのま

ま残し、広い学区をカバーしていただいてい

る。  
協議会は例年 3 回（5 月、12 月、2 月）行っ

ており、内容は表 3 の通りである。  
表３ 学校運営協議会の主な内容  

第１回  ・学校運営の説明と承認  
・今年度の事業計画審議  

第２回  ・熟議 ※本校 PTA と合同事業  
第３回  ・今年度の取組反省と来年度へ向

けて  
・子どもたちの様子について  
・学校評価について  

 
③学校支援活動  
 O 小学校では、地域の方々から、児童の学習

支援や校内の環境整備について多くの協力を

いただいている。学習については各学年の担

任が直接外部講師にお願いすることが多いが、

学級担任だけでは必要な人材や学習材が見つ

からなかったり、数が足りなかったりする場

合もある。そのときは教頭が窓口となり、地域

コーディネーターやＰＴＡに協力を仰いでい

る 。 O 小 学 校 は 三 世 帯 家 庭 が 多 く 、

図  5 野菜苗植え（５月）  

祖父母の協力を多く得ることが出来る。また、

地域コーディネーターが２人いるおかげで、

広く地域に声をかけ、協力を求めることが可

能となっている。  
以下に示したものは、今年度の学校支援を

いただいた主な活動、実施月、該当学年、支援

いただいた方々である。  
・野菜の苗植え（５月、１～３年生、保護者、

祖父母、ＪＡ） (図 5) 
・学校田の田植え（５月、５年生、保護者、祖

父母、地域の方々、ＪＡ）  
・地域たんけん（６月、学識経験者）  
・プール清掃（６月、保護者、地域の方々）  
・学校田の稲刈り（９月、５年生、保護者、祖

父母、地域の方々、ＪＡ）  
・リンゴ狩り（10 月、2 年生、リンゴ園、保護

者）  

 
④地域貢献活動  

ｱ)さつきプロジェクト (図 6) 
「さつき」は O 小学校の地域を代表する花

である。その「さつき」を、さつき栽培センタ

ー職員や地域の方々の指導・支援をいただき

ながら、校地内で栽培する活動を続けている。

地域の未来を担う子どもの地域理解や愛郷心

を深めることをねらいとしており、今年度は

「さつき」の苗を４年生が学校花壇に定植し

ている。以前は全校児童一人一鉢で植えたが、

管理が難しいために花壇に地植えするように

なっている。  
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図  6 さつきプロジェクト（６月）  

イ )梵天祭りへの参加 (図 7) 
地域には約 200 年前から続いている梵天祭

り（3 月第２日曜日）があり、O 小学校では児

童制作の梵天を毎年奉納している。梵天は全

校縦割り班を活用して全校児童が関わり、3 本

つくられる。  
12 月から、地域ボランティアの方々が学校

を訪れ、梵天祭りの歴史を学ぶ「梵天教室」の

開催や、子どもたちへの梵天制作の指導、補助

を行っている。「梵天教室」はＰＴＡ参観日に

合わせ、３年生を対象に保護者を含めて実施。

また、梵天制作にあたっては、地域の方々が４

～６名程指導に来てくださり、５・６年生に

「まぶりこ（梵天飾り・お守り） (図 8)」の縫

い方を指導している。さらに、梵天の制作にあ

たり、子どもたちの手で作るのが難しいとこ

ろは、ボランティアの方々が随時学校へ足を

運び、作業を行っている。  
２月末には近隣の神社の神主さんに来校し

ていただき、梵天をお祓いしていただいた。

図  7 梵天祭り（令和元年）  

図  8 「まぶりこ」作り  

その後、全校児童による「梵天集会」が行わ

れ、総合的な学習で調べたことの発表や、梵天

歌の披露などを行った。  
梵天祭りでは、神社に奉納した後、餅まきが

あるのだが、校内でも餅をついて、その餅を丸

める作業を行っている。今年度は、新型コロナ

ウイルス感染防止のために中止とした。  
梵天祭りは日曜日に行われるため、児童の

参加は自由としているが、各家庭に呼びかけ、

家庭での事情がない限りは、ほとんどの児童

が参加することができている。  

 
（４）放課後子ども教室  

Ｂ市では「放課後子ども教室推進事業（市教

育委員会生涯学習課）」を行っており、学校の

余裕教室等を利用して勉強やスポーツ等の活

動をしている。この放課後子ども教室（通称：

キピー）は O 小学校でも３階にある多目的教

室を利用し、学校の授業日は毎日開いている。

（利用時間は 14:15～16:30）指導員は地域の

方々で、常時４名体制で勤務している。  
本校は、スクールバス通学の児童が 9 割近

くであり、バスの出発時間までキピーで過ご

すことが多い。また、スポーツ少年団の練習開

始時刻まで過ごす場合も多い。児童は、キピー

で自学をしたり、体育館が開いている場合は

運動をしたり楽しく過ごしている。  
キピーは、指導員が常時４名いることで、

多くの児童に目が届き、安全な活動ができて
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図  9 キピー教室内の様子  
いる。それゆえ、学校側も安心して児童をキピ

ーに任せることができ、教員の放課後の児童

の見守り活動もほとんど必要がなく、とても

助かっている。  
また、キピー指導員の代表は学校運営協議

会の委員及び学校評価委員にもなっており、

キピーの活動のみならず、児童の生活の様子

や校内環境についても多方面で協力、助言を

いただいている。  

 
３ まとめ 

 コミュニティ・スクールは、昨年度の研究の

まとめでも述べたように「地域の多くの方々

に学校へ足を運んでいただくことで、学校に

とっても、地域の方々にとっても、よりよい関

係作りが生み出される」ことがこれまでの実

践を通して強く感じられた。  
 学校運営に地域の人々が参画し、共通の目

標に向けて『協働』して活動していく姿がそこ

には確かにあった。地域の実態から、実際の協

力者は主に保護者ではなく、比較的、時間の自

由がきく祖父母であることが多い。ボランテ

ィアに来てくださる方々には校舎内を案内す

る必要もなく、自由に歩き回って仕事をして

いただいている。児童もそれが当たり前のよ

うに過ごし、自分の家のおじいちゃん、おばあ

ちゃんといった感じで接している。とてもよ

い雰囲気であると同時にコミュニティ・スク

ール推進の成果といえる。  

ただし、良い面ばかりではなく、課題も少な

くない。B 市教頭会のコミュニティ・スクール

についてのアンケート結果（平成 27 年度）か

らは、「会議・研修会の増加（そのための事前・

事後の業務負担増も含めて）」「C・S 委員の多

忙化」「職員の負担感が大きい」等が課題とし

て挙げられていた。コミュニティ・スクールと

なったばかりの頃は、どうしても多忙感が生

まれるのは否めなかったし、職員の多忙化を

防ぐために一部の教師だけが頑張った結果、

学校としてまとまりに欠けたことが多かった。 
O 小学校のコミュニティ・スクールは今年度

で５年目になるわけだが、課題もある。本校で

は 12 月に学校運営協議会委員及び保護者、教

職員で熟議を行っている。テーマについて昨

年度は「自己肯定感を高めるには」、一昨年度

は「我が子の良いところ・O 小学校児童の良い

ところ・もっと伸ばしたいところ」であった。

熟議について保護者からは「人が集まらない。

盛り上がらない。他のことをした方が良い。」

などの意見があった。熟議を行うメリットは

あるけれども、必要感があるテーマ設定やフ

ァシリテーターの役割の難しさが挙げられた。 
「ふるさとを愛し、社会を支える自覚と高

い志にあふれる人づくり」は、本県学校教育が

目指すものである。コミュニティ・スクールを

推進するため、地域力を生かした学校支援、学

校力を生かした地域貢献について、学校運営

協議会は熟議を通して保護者や地域住民が何

らかの形で参画できるような仕組みを整える

ことが必要なのではないかと考える。その意

味では「梵天祭り」には、児童、保護者、地域

住民、多くの人々が関わり、その達成感や充実

感には大きなものがある。学校と地域が相互

に関わり、まさに Win-Win の関係を見いだし

ていた。人口減少、住民の高齢化が止まない地

域にあっては、コミュニティ・スクールが核と

なり、地域の文化・伝統を守っていくことが特

に重要であり、推進方策の鍵だと実感できた。 
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「総合的な探究の時間」の推進における実践的考察 

－カリキュラム・マネジメントの視点から－ 

 

 

秋田県立秋田南高等学校 

齊 藤 雅 子 

１．はじめに 

 M高等学校は2015年度に文部科学省からス

ーパーグローバルハイスクール（以下、S G H

と略）の指定を受け、以来5年間、「課題設

定能力」「課題探究能力」「論理的思考力」

「プレゼンテーション能力」「実践力」の五

つの能力を備えたグローバルリーダーを育成

するため、様々な研究開発を推進してきた。

2020年3月末をもってこの指定期間は終了し

たが、これまでの研究成果を課題探究活動や

授業改善の取組に継承すべく教育活動の充実

を図っている。   

 このうち課題探究活動は、2019年度入学生

から次期学習指導要領の先行実施として「総

合的な探究の時間」の学習活動へ引き継いで

いる。しかし、この「総合的な探究の時間」

を学校の特色ある教育活動の柱として教育課

程の中心に据え、学習の効果を高めるよう充

実させていくためには様々な課題が存在して

いる。 

 

２．研究の目的 

 1998 年に告示された『高等学校学習指導要

領』で「総合的な学習の時間」が新設された

が、高等学校の教育現場においてはその目標

に沿った学習活動が十分に行われてきたとは

言いがたい。そこで、2018 年に示された高等

学校学習指導要領では「総合的な学習の時間」

を「総合的な探究の時間」と改称するととも

に、目標や学習内容、学習指導の改善や充実

が明確に打ち出されている。 

 「総合的な探究の時間」は、その目標が各

学校の教育目標と直接的につながるという、

他教科等にはない特質をもっている。またこ

の時間においてどのような資質・能力を身に

付けさせるのか、ということは、その学校の

果たすべき使命を具現化していると言えるだ

ろう。 

本研究ではその学習効果の最大化を図るた

めに齊藤（2019）の研究をもとにカリキュラ

ム・マネジメントの三つの側面から具体的な

手立てを探り、実践することを通して、「総

合的な探究の時間」の充実を図ることを目的

とするものである。 

 

３．研究の方法と内容 

 2019 年度には M 高等学校の教員を対象と

したアンケート調査（以下、教員意識調査と

する）と、スーパーサイエンスハイスクール

（以下、S S H と略）事業に指定されている学

校の取組を分析し、双方の結果から「総合的

な探究の時間」を効果的に推進するための具

体的な手立てを提案している。それを受けて、

2020 年度は実際に「総合的な探究の時間」を

実践した M 高等学校の教員に聞き取り調査を

行い、提案した計画と実践して見えてきた課

題について考察し、さらには改善策について

検討する。 

 

４．「総合的な探究の時間」の充実を図るた  

  めに 

（１）「総合的な探究の時間」の全体計画 

「総合的な探究の時間」の M 高等学校にお

ける目標は、学習指導要領に示された総合的

な探究の時間の目標と、M 高等学校の教育目

標を踏まえて定められている(図 1)。 
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この目標には「グローバルリーダーとして必

要な資質・能力」について、「三つの資質」

と「五つの能力」を明確にして示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 これらの資質・能力を身に付けるため、１

～３年の全生徒が探究活動に取り組むことに

なる「総合的な探究の時間」の学習対象や領

域は、特定の教科・科目等に留まらず、横断

的・総合的でなければならない。そして実際

の探究活動の場面においては、「各教科・科

目等で身に付けた資質・能力」を関連付け、

活用し、発揮することを求めている。そのよ

うな経験を積むことで、生徒たち が日常の

様々な課題に直面した際、自分が身に付けた

資質・能力を十分に活用して課題を解決でき

るようになることを期待している。 

 なお『高等学校学習指導要領（2018 年告示）

解説 総合的な探究の時間編』（以下、『解

説』と略）では、「総合的な探究の時間では、

生徒の課題の解決や探究活動の広がりや深ま

りによって、複数の教師による指導や学校外

の支援者との協力的な指導が必要になる。」

と述べられており、実践を支える運営体制の

整備が必要となる。 

 このような課題の改善も含めカリキュラ

ム・マネジメントの 1）教科・科目等横断的

視点、2）評価改善の視点、3）体制を確保す

る視点の三つの側面からそれぞれ検討・改善

を図ることが「総合的な探究の時間」の一層

の充実につながるものと考え研究を推進した。 

 

（２）「総合的な探究の時間」の学習効果を 

高めるカリキュラム・マネジメントの視点 

１）教科・科目等横断的な視点から 

 2019 年度に調査した S S H 指定校における

各教科との関係を踏まえると、今後、教科・

科目等横断的な教科の基盤とすべきは情報科

と考えている(図 2)。 

S o c i e t y 5 . 0 とも呼ばれる新たな時代の到来

において情報活用能力の育成は重要であり、

課題探究活動においても情報活用能力はその

学びを支える基盤として必要不可欠である。

情報科は高等学校における情報活用能力育成

の中核を担っており、「総合的な探究の時間」

の学習計画を念頭に置いて、情報科の単元を

柔軟に配置することができれば、その効果は

大きい。 

また、探究活動を支える言語能力の育成を

図るために、国語科及び外国語科との連携も

重要と考える。 

M 高等学校においては以前から、体験した

ことや収集した情報を言語により分析したり、 

まとめたりする言語能力の育成を図ってきて

図１ M 高等学校 
   「総合的な探究の時間」全体計画の概要 

【三つの資質】  

・知識 ､  

技能 ､習慣  

 

・探究力  

・協働力  

Ｍ高等学校における「総合的な探究の時間」の目標  

  課題設定能力 

論理的思考力  

  課題探究能力 

  実践力  

 プレゼンテーション能力 
【
五
つ
の
能
力
】 
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はいる。今後一層、言語能力を鍛え、併せて

外国語科の授業で世界とのやり取りを見据え

る上でも英語の言語能力を身に付けることが

必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）評価・改善の視点から 

 『解説』や先行研究を踏まえると「総合的

な探究の時間」の充実を図るためには、教員

の指導方法や指導体制について振り返る評価

を単元ごとに行うことが有効であるものと考

えている。 

 この教員による単元ごとの評価は、田村

(2011)の「評価・改善を機能化するマネジメ

ントサイクル」に照らしてみると、「総合的

な探究の時間」の年度単位のマネジメントサ

イクルである P－D－C－A サイクルの中の、

単元サイクルとして機能する p－d－ c－ a の c

に当たると考えられる（図 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお田村（2011）は、「マネジメントサイ

クルは C・A から始めるのがポイントであ

る。」と述べているが実際は慌ただしい年度

当初では、前年度のｃやａとはタイムラグも

あり、十分に p ′へつなぐことは難しい。 c や a

を行った直後に p ′の原案を作成することは、

記憶の鮮明さ、時間的余裕の面から見ても有

効である。 

 

３）体制を確保する視点から 

 S S H 指定校の調査、教員意識調査、『解説』

を踏まえると「探究活動」を統括する組織は

必須と考え、全校生徒が課題探究活動に取り

組む場合の運営体制として図 4 に示すような

組織の設置を提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まずは「総合的な探究の時間」全体の企画

や運営方針を決定し、評価も担当する、管理

職も参加した分掌横断型組織が必要 である

（図 4 の「探究運営会議」）。なぜなら本校

において学校の教育目標を教育課程に反映し

具現化するに当たり、その中核とな るのが

「総合的な探究の時間」であることを全教職

員に示す必要があり、そのためには学校教育

目標実現の先頭に立つ管理職がリーダーシッ

プを発揮し、関係部門の主任クラスとともに

「総合的な探究の時間」のグランドデザイン

を作成して全教職員の共通理解を図る必要が

ある。 

図２ 各教科との連携イメージ 

図４ 運営体制の組織図 

 総合的な探究の時間 

国
語
科 

外
国
語
科 

その他の教科 

情 報 科 

図３ 単元サイクルを重視したマネジメントサイクル 
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 次に他分掌から独立した、「総合的な探究

の時間」を具体的に動かしていく専任組織が

必要である（図 4 の「探究部」）。その理由

として次の二つのことが挙げられる。 

 一つ目は、「総合的な探究の時間」を具体

的に動かしていく際、各教科との連携、計画

的な評価と改善、国内外の外部機関との連携

などが予想され、既存の分掌の枠組みでは対

応しきれないこと。二つ目は、学校として取

組のノウハウを蓄積していくためには、複数

分掌にまたがって業務が分散したり、学年単

位で業務が分断されたりするよりも、独立し

た分掌の業務として継続していく方が効率的

であること。以上のように考えたからである。 

なお、この専任組織の担当業務には教員の

研修も組み込んだ方が良いだろう（図 4 の

「教員研修班」）。田口(2018)は総合的な学

習の時間について「すべての教員に新しい教

育の内容や流れを理解してもらわないと生徒

に対してしっかりした指導ができない」と述

べており、それは「総合的な探究の時間」に

なっても同様である。また教員意識調査では

「先が見えない」「手探り」「自分の専門教

科外の内容」が教員にかなり強いストレスを

与えていることが分かった。 

 「総合的な探究の時間」は、今後長期にわ

たって継続されていくことになるだろう。と

すれば、担当教員の不安やストレスを解消し

持続可能な学習活動とするため、「総合的な

探究の時間」の指導に関する職員研修を計画

的に行う必要がある。 

 最後に、教科や分掌の枠を越えて実際に生

徒を指導する教員組織を、運営体制の中に明

確に位置付けるべきだと考える。（図 4 の

「担当者グループ」）。 

 課題探究活動の性質上、授業の準備や生徒

への指導は教科や分掌の枠を越えた協働が必

要になる。中島・関谷(2017)は総合的な学習

の時間の運営体制について「指導方法や指導

内容をめぐって、指導する教師が気軽に相談

できる仕組みを職員組織に位置付けておくこ

とも大切になる」と述べているが、「総合的

な探究の時間」についても同様である。初め

て課題探究活動を、全校生徒に取り組ませる

学校であれば、必要な組織だと考える。 

また教員の負担軽減を図るため、校外の支

援者との連絡・調整等を行うコーディネータ

ーを置くことも重要である（図 4 の「探究活

動コーディネーター」）。この点については、

平成 20 年 1 月の中央教育審議会答申や、『解

説』の中でも述べられており、教員の働き方

改革の観点からもこのコーディネーターは教

員以外の外部人材を活用したいところである。 

 

５．カリキュラム・マネジメント三つの側面

を踏まえた「総合的な探究の時間」の実践 

前述のような具体的な手立てを 提案し、

2020年4月から「総合的な探究の時間」を実

践した。実施期間・内容など当初計画から変

更となった部分もあったが、実践から見えて

きた成果と課題について、カリキュラム・マ

ネジメントの視点からまとめる。  

（１）教科・科目等横断的な取組について 

 S G H の指定が終わったことで、探究活動に

おける課題設定の幅が広がった。特に１年生  

は S D G s に関連するグローバルな課題に取り

組むこととなり、各教科・科目で学んだこと

を活用できる場面が増えている。具体的には、

昨年度提案した情報科・国語科・外国語科と

の連携はもちろん、公民や理科、保健体育、

家庭と連携できる部分が思いのほか多いこと

が分かってきたのである。これらの教科で学

んだ内容は、生徒たちの視野を広げ、質の高

い探究課題を設定する上で大いに役立つもの

となるであろう。 

 表 1は学校設定科目「国際探究」の年間指

導計画と各教科の関わりを示したものであ

る。整理し可視化することで、各教科・科目

での学びをどのように活用するのか、生徒に

も教員にも教科横断的な意識付けが図られる  
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などの効果がみられる。次年度の本格活用に

向けて改善を加えている。  

（２）評価・改善の取組について 

 「総合的な探究の時間」を実施するにあた

り、生徒と教員それぞれの立場から振り返り

を行った。生徒の振り返り (図5 )は、ベネッセ

コーポレーションの教育プラットフォームで

ある「C l a s s i」のポートフォリオ機能を使用

して行っている。生徒たちは各自の気付きを

文章で残すことによって各個人のｅポートフ

ォリオが作成できるようにしている。  

結果として、生徒たちの学習活動にも、活

動のまとまりごとに行うｐｄｃａサイクルを

実践させることができた。秋田県では現在

「ｅ - A K I TA I C T 学び推進プラン」により

高等学校でも１人１台端末や校内無線ＬＡＮ

が整備され、今後グループウェアサービスを

活用して他者の振り返りも共有することが可

能になる。それによってさらに深い気付きを  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

得ることが期待できる。実際にはまだ、生徒

が書いた振り返りを見てみると、当該の学習

活動に対する単なる感想で終わっているもの

も少なくない現状であり今後の指導が必要で

ある。  

 評価活動に積極的に I C T を活用することは

効率的であると言える。また、最終的に個人

ポートフォリオとして整理する上でも有効で

ありさらなる充実を期待したいところであ

る。  

一方、教師の振り返りは、当該授業の進め

方について文章記述で記録する形式としてい

る。各時間における振り返りの共通項目を設

けて担当者間の目線合わせをし、問題意識の

共有を図ることも効果的だと考えている。  

提案した単元ごとの小さな p－d－ c－ a サイク

ルを積み重ねて年度単位の大きな P－D－C－

A サイクルに結び付ける、という方法より、

詳細な評価にはつながるが振り返り（ｃ）を  

表１ 「国際探究」の年間指導計画と各教科との関わり 
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新たな計画の原案となる（ｐ ’）まで持ち上げ

ることが可能かどうか、今後の検証と工夫が

必要なところである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）体制を確保する取組について 

 S G H の指定期間が終わり、校内組織は図6

のように改変されている。 

新たな部署として「探究活動部」を新設し

たことは今後の「総合的な探究の時間」を推

進する上で大きな意味をもつ。校内組織は著

者が昨年提案した体制より、関連部署が細分

化・独立化されている。このような体制のメ

リットとしては、新設の「探究活動部」が管

轄する業務がコンパクトになったため主任・

副主任の負担が軽くなった事が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、探究活動に関わる諸情報の一元管

理が難しくなったことが新たな課題として浮

上している。これまで一人の主任が統括して

いた探究活動、教員研修、情報発信、諸機関

との連携といった業務が別々の校務分掌とし

て独立し、それぞれに分掌主任が配置された

ため、情報が各主任のところに分散して伝

達・管理されてしまうのだ。 

 M 高等学校における「総合的な探究の時

間」は外部機関と幅広く、双方向での連携が

必要であり、また活動成果を発表する場も、

学校外を含めて多様な形態で検討している。

し た が っ て 生 徒 の 3 年 間 の 活 動 を 念 頭 に 置

き、先々の見通しをもって関係する情報を一

括してマネジメントすることが重要となる。

そのマネジメントにおいて、情報の分散が運

営上の障害になることが分かってきた。 

 この状況を改善するため、現在、M 高等学

校では管理職が探究活動を念頭に置いて、諸

情報の振り分けを行っている。具体的には、

管理職が探究活動部と連絡を密にし、探究活

動に関係する校外からの情報は全て探究活動

部主任にも文書等を配付して共有する体制を

取っている。しかしこの体制では、「総合的

な探究の時間」に関する情報は探究部主任の

ところに集約されるものの、分掌間の連携と

いう点においては希薄であり「総合的な探究

の時間」を核とした学校運営を構築しようと

する学校としては各分掌間の共通理解に支障

をきたすことになってしまう。情報が集まる

各分掌主任から、探究活動に係わるものを速

やかに探究活動部主任へ伝達して情報を共有

し、探究活動主任が生徒の活動に結び付ける

マネジメント体制の構築が必要であり、検討

を重ねているところでもある。 

なお、この分掌横断的な運営体制を推進す

るためには、関係する分掌（現在のところ、

進路指導部・教育研究部・教育情報部・国際

教育部・特別活動部）の主任たちが探究活動

の現状や見通しを理解する必要がある。その

ためには図7の「探究活動連絡会議」のよう

な、定期的に管理職プラス関係分掌主任が情

報を共有する場が必要だ。校内からも組織改

編を求める声が上がっている。 

また、分掌間の情報共有だけでなく、「総

合的な探究の時間」で生徒を直接指導する担

当者たちの情報共有についても課題が上がっ

ている。背景には、今年度から2年生5クラス

約 200 人 の 生 徒 が 取 り 組 ん で い る 「 総 合 探

究」の進め方について、担当している学年部

図５ 生徒の振り返りの流れ 

図６ Ｍ高等学校の校内組織図 

 各講座 
 振り返り 

ｅポートフォリオ  

・学習状況評価の資料

へ活用等 

蓄積 
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の教員9人が抱える指導方法への戸惑いがあ

る 。 200 人 の 活 動 は 基 本 的 に 個 人 研 究 で あ

り、9人の教員で一人当たり20～30人もの生

徒の指導を受け持つこととなり、生徒一人一

人の研究を丁寧に指導できない物理的な問題

がある。 

この状況を改善するため、図7にあるよう

な各学年「担当者会議」を定期的に開く案を

検討している。著者が提案してきたものに近

く、次年度へ向けての改組の検討がされてい

る。各探究活動の担当者会議を年間指導計画

に組み込み、指導担当者が悩みを抱えて後ろ

向きになることがないよう、まずは組織体制

の面での支えを確立する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

６．研究のまとめ 

 今回の研究により、先進的な課題探究活動

を実践する S S H 指定校の取組から、「総合的

な探究の時間」を推進する上での知見を得る

ことができた。また「総合的な探究の時間」

の充実を図るためにカリキュラム・マネジメ

ントの三つの視点から具体的な方策を提案す

ることができた。しかし、実際に「総合的な

探究の時間」を二つの学年で同時に開始した

ところ、新しい発見がある一方で、新たな課

題も浮き彫りになってきた。それらの諸課題

を一つ一つ解決し、「総合的な探究の時間」

の実践を通して「郷土・国家及び国際社会の

発展に役立つ有為な人材の育成」という M 高

等学校の教育目標が達成できるよう、さらな

る改善の継続が必要である。 
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図７ 校内組織体制の改善案 
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「ケースメソッド」を中心とした 

      「共に育ち、共に育て合う」人材育成プログラムの開発 
 

湯沢市立三梨小学校  

仙道 英悦 

 

１．研究の構想 

（１）研究の背景 

 近年の教員の大量退職、大量採用等の影響

により、教員の経験年数の不均衡が顕著にみ

られはじめ、これまでの実践知の継承やミド

ルリーダー（以下 ML）及び若手教員の人材育

成が喫緊の課題となっている。 

 平成 27 年 12 月の中教審答申では、「これ

からの学校教育を担う教員の資質能力の向上

について」という題名で、「学び合い、高め合

う教員育成コミュニティの構築に向け」た提

言がなされている。その中で、「教員の大量退

職、大量採用の影響等により」「先輩教員から

若手教員への知識・技能の伝承をうまく図る

ことのできない状況があ」るとし、「継続的な

研修を充実させていくための環境整備を図る

など、早急な対策」の必要性に言及している。 

 秋田県教育委員会でも、秋田県教職員育成

指標において、「秋田の未来と教育を支える人

材の育成を目指して」という副題のもと、初

任から 3 年目までの第 1 ステージから第 4 ス

テージまでのキャリアステージを設定し、そ

れぞれのステージで求められる資質や能力が

具体的に示されている。さらにそのステージ

の下には、大学や高等学校の段階から教員と

しての素養を育成するための取り組みについ

ても言及している。 

 県教育庁の資料をもとに作成した年齢構成

図によると、40 代から 50 代の年齢層が 6 割

以上を占めていることが見て取れる。逆に 30

代の割合が非常に少なく、20 代が若干増加傾

向にあり、足元がやや細めのワイングラス型

をなしていることが分かる。今後大量退職が

加速していくことで、ワイングラス型がつぼ

型、フラスコ型と変化し、急速な世代交代の

波が教育界に押し寄せてくることは想像に難

くない。（図 1） 

図 1 秋 田 県 の 教 員 の 年 齢 構 成 （ 平 成 31 年 3 月 31 日 現 在 ）  

（令和元年度  秋田県教育庁資料をもとに作成）  

現任校のある湯沢市雄勝郡においても同様

で、教員の年齢構成は、50 代が 30％、40 代

が 30％、30 代が 20％、20 代が 20％と、年齢

ピラミッドで見ると上の方が大きい逆ピラミ

ッド型となっている。現任校においても同様

の年齢構成となっている。 

そのような現状から、次代を担うスクール

リーダーとして、ML に多大な期待が寄せられ

ている。小島(2012)は、ML の役割について「教

職員の動機づけや人材育成を図っていく役割

が期待される」としている。ミドル層の資質

や力量の向上を目指した人材育成がなされる

ことは、若手教員の育成と同時に、秋田の実

践知の継承にも大きく貢献するものと考える。 

 しかし、ミドル層の教員には様々な職務が

集中することが多いため、研修の機会の確保

が難しく、初任者研修が設定されている初任

者に比べ機会そのものも充分とは言えない現

状である。また、教材研究や保護者対応とい

った日常の業務に追われ、学校内での教員間

のコミュニケーションを通じてベテラン層の

教員の実践知を学ぶ機会も少なくなっている。
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このような現状を鑑みると、職場での OJT で

学べることにも限界があるため、その内容や

推進の方法を精査した意図的で効果的な学び

合いのシステムづくりが必要であると考える。 

それと同時に、県の教職員育成指標の第３

ステージである中堅教員が、「中堅教員として

の自覚をもち、積極的に学校経営に参画する

とともに、主任等の分掌に必要な役割・職務

に関して理解を深め、組織マネジメント能力

を身に付ける」こと、第 4 ステージであるベ

テテラン教員が「ベテラン教員としての自覚

と責任をもち、多様な指導経験と広い視点か

ら同僚・若手教員に指導及び助言をし、積極

的に組織運営の改善に取り組む」ことも求め

られている。 

（２）研究の目的 

 先の中教審の答申では、そうしたシステム

構築の糸口として、「教員は学校で育つもの」

という前提のもと、教員が「OJT を通じ」て日

常的に学び合うための校内研修の充実や「自

ら課題を持って自律的、主体的に行う研修」

に対する支援のための方策を講じる必要があ

ると述べており、2 つの具体的な施策につい

て言及している。 

 一つはメンター方式による研修である。答

申では、「ベテラン教員やミドルリーダークラ

スの教員がメンターとして若手教員等の指導

や助言を行ったり，授業研究などを行ったり

しながらチーム内で学び合う中で初任者等の

若手教員を育成する」効果を挙げており、同

時に、「若手教員の育成のみならず，ミドルリ

ーダーの育成の観点からも有効な取組」であ

るとして、メンターチームによる OJT の有効

性を強調している。 

 二つ目は、教師による模擬授業や演習、体

験的な活動などのアクティブ・ラーニング型

研修を取り入れた「より実践的な研修」への

改善である。 

 以上のことから、本研究では、①組織マネ

ジメントの視点をもった若手や ML の育成、②

現場で培われた実践知の継承、③実践知の継

承という使命感をもったベテラン教員のモチ

ベーションアップの３つを実現するための、

校内における日常的な OJT による人材育成プ

ログラムを開発することを目的とした。 

（３）先行研究の検討 

国内では、九州大学の研究グループと熊本

市教育センターが、教職員支援機構から委嘱

された「教員の資質向上のための研修プログ

ラム開発事業」の一環として、「ミドルリーダ

ー研修コンテンツ」の開発を進めてきた。こ

の元となっているのは、日本教育経営学会が

作成した「校長の専門職基準」に基づいた「次

世代スクールリーダーのためのケースメソッ

ド入門」という書籍であり、教職員支援機構

の校長研修ではすでに導入されている。これ

を、ML を育成するための研修プログラムに取

り入れている。作成されたケースは、小学校、

中学校、支援学校を想定したもので、全部で

14 のケースが「九州大学スクールリーダーシ

ップ開発」ホームページ上で公開されている。 

 九州大学の研究グループは熊本市教育セン

ターとともに熊本県内の学校教員を対象に研

修を行っているが、校内レベルで行うための

プログラム開発はこれまでにない。 

（４）研究の方法 

 本研究は図 2 で示す枠組みで進めていく。

この枠組みは、現在の教育現場が抱える人材

育成という課題に対し、OJT によって教員同

士の学び合いを促すことによって、互いに育

て合う「プロフェッショナル・ラーニングコ

ミュニティの構築」（千々布,2012）を目指し

ていくことを示したものである。 

 図 2 研究の枠組  
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本研究では、OJT による人材育成プログラム

開発を行うために、その主軸となるものとし

て「ケース・メソッド」に着目した。 

ケース・メソッドは、エドウィン・Ｆ・グ

レイが開発したハーバード大学でのメソッド

に端を発し、主に法律学・医学の分野で用い

られた手法である。 

 ケース・メソッドは、具体的な事例を提示

し、問題点は何か、原因はどこにあるのか、

打開するための対策は何か、といった手順で

討議を行い、参加者の課題解決能力や判断力

を開発していくことを目的としている。高木・

竹内（2012）は、ケース・メソッドを「ケー

ス教材をもとに参加者相互に討議することで

学ばせる方法」と述べている。また、経営管

理の場で起こった専門的な問題を取り上げる

ため、主に管理者や将来の幹部候補生といっ

た経営者層が対象となる。 

 竹内（2012）は、ケース・メソッドの効果

として、 

①ケース教材は実践さながらの統合的問題状

況をそのまま扱える。 

②討議参加者の経営活動における得意領域を

伸ばしつつ、弱点の補強が自ずと進む。 

③訓練の時間効率が高いので、短時間で多種

多様の訓練を積むことができる。 

④精神力が鍛えられ、人間的成長が促される。 

⑤真の学習能力が身に付く。 

と述べている。 

一つの事例をもとに、校内のメンターチー

ムによって討議し、課題解決に向かう研修を

繰り返し行うことは、先の中教審答申にある

「より実践的な」アクティブラーニング型研

修を積極的に推進するための手立てになり得

ると考える。同時に、討議の中で ML がファシ

リテーターとなったり、ベテラン層の教員が

メンターとして若手へアドバイスを与えたり

する過程を通し、若手のファシリテーション

スキルの向上やこれまで蓄積してきた実践の

継承がなされる場となることが期待できる。 

（５）調査の概要 

【１年次（令和元年度）】  

人材育成プログラムの開発に当たり、１年

次は次の 2 点について調査を実施した。 

①OJT の積極推進校や自治体教育委員会等の

取り組み 

②M 小でのケース・メソッドの実践と調査 

【２年次（令和２年度）】  

２年次である令和２年度は、現任校で次の

調査を実施した。 

③ケースメソッド教材の自作 

 ・「保護者対応」のケースに関する教材の作

成 

④自作教材の検討 

 ・自作教材を用いた現任校の職員によるケ

ースメソッド研修の実践 

 

２．調査の結果  

1)OJT 推進校や自治体教育委員会の取り組

み 

【Y 市立 H 小学校の取り組み】 

①メンターチームによる実践 

 H 小学校は 1 学年 3 クラスあり、一つの学

年部に教員が 3 名所属している。それをベテ

ラン・若手・中堅という形で構成し、ベテラ

ンと中堅がメンター、若手がメンティーとな

り、メンターチームによって日常的に若手教

員の育成に当たっている。 

②「授業マスター」制度 

全学級で一度は研究授業を行なうこととし、

年間 20 名が「授業マスター」を経験する。教

師全員が当事者意識をもって授業づくりに取

り組むことができるとともに、若手や中堅、

ベテランの学び合いを通して、実践知の継承

がなされている。 

③研修コーナーの設置 

 研究テーマや授業研究会に関して、日常の

実践を共有したり自由に提案したりできる場

として、職員室の出入り口付近に研修コーナ

ーを設けている。休憩時間や放課後などの少
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しの時間を利用して、教師間のコミュニケー

ションを促す仕組みとなっている。  

【 Y 市立Ｏ中学校の取り組み】 

① 複 数 学 級 の 学 年 所 属 に よ る 教 育 財 産 の 継

承のための取り組み 

 2 学級の学年に所属することにより、先輩

教員の実践がより身近となる。それによって、

若手教員が担任としての責任と自覚を高める

とともに学級経営に反映させようとする積極

的な姿勢がみられるようになっている。 

② 小 中 一 体 型 校 舎 と 教 職 員 兼 任 発 令 を 生 か

した小中連携教育の推進 

 若手教員が T2 となって小学校教員と一緒

に授業を進めることで、学びの連続性と系統

性の大切さに気付き、小・中学校の円滑な学

びにつながることを意識した取り組みを行う

ことができる。同時に、小学校教員のきめ細

やかな指導・支援を参考にすることができる。 

③ 若 手 教 員 の 校 務 分 掌 で の 主 任 等 へ の 任 命

とサポート体制の確立 

 先輩教員からのアドバイスを生かしながら、

新しいことへチャレンジする姿勢がみられる

ようになってきている。 

【湯沢市雄勝郡校長会の取り組み】 

 湯沢雄勝郡市校長会では、「優れた実践力の

獲得に向けて自ら学び続けるリーダーの育成」

をテーマに掲げ、平成 28 年度より人材育成に

向けた取り組みを推進しているということで

あり、令和２年度はその 4 年次に当たる。 

今回参加させていただいた研修会は、県の

教職員育成指標 3・4 ステージに該当し現在

主任等の立場にある教員を対象に実施された。 

＜協議の実際＞ 

協議の様子を参観していて感じたことは、 

今回のケースの場合、客観的事実のみ（学校

規模，年齢構成，職員室の状態など）が与え

られ状況がはっきりとしないことや，論点が

「人材育成」という漠然としたものであった

ことなどから、大胆に着想しにくかったので

はないかと考える。 

管理職の立場に立ち、マネジメントの視点

から俯瞰的に発想するためには、詳細な状況

説明や観点をはっきりとした質問が必要なの

ではないかと感じた。オブザーバーを務めた

校長からも、「斬新な発想がない」「俯瞰した

提案が少ない」といった厳しい意見が数多く

聞かれた。 

2） M 小でのケース・メソッドの実践と調査 

M 小での実践で利用したケースは、「九州大

学スクールリーダーシップ開発」のホームペ

ージに掲載されているケースと「次世代スク

ールリーダのためのケースメソッド入門」内

のケースの中から、校長と協議して選択した。 

＜1 回目＞ 

題名：「学校はいじめを放置しているのか！」 

 ～批判を拡大させないためにはどうしたら

よいか～（「次世代スクールリーダーのための

ケースメソッド入門」日本教育経営学会実践推

進委員会編  花書院 2014）  

【ケース・メソッドの流れ】 

〇1 グループ 4 名、2 グループで実施 

〇事前にケース（Ａ4 用紙 2 枚 1500 字程度）

を配布しておき、付箋紙に考えを記入して

参加 

〇一つの問いにつき、グループ協議を 15 分実

施 

〇全体発表・質疑応答を 15 分実施 

〇休憩を挟み、問 2 について同様に進行 

〇教頭からの指導助言 

【実践の様子】 

 問いに対する答え方として、「校長として」

という視点が求められているが、参加者から

は、管理職の立場から考えることが難しいと

いう声が上がった。実際に協議の様子を観察

してみると、担任の立場から、自分の経験を

もとにした内容が多かった。オブザーバーと

して参観していた本校の校長も、「その立場に

立ってみないと気づけないことが多い」と話

していた。実際、終末に実施したリフレクシ

ョンでも、「保護者対応は経験があるが、担任
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への指導についての配慮まで考えが及ばなか

った。」といった声が多かった。 

 回数を重ねていくことで、「異なる立場から

考える」というこのメソッドの意図すること

への理解が深まるものと考える。この日参加

した 2 名の初任者も積極的に協議で発言し、

全体の場での質疑応答でも他のグループに対

して質問をするなど意欲的な姿が見られた。 

＜2 回目＞ 

題名：「チーム緑山へようこそ！」 

（「次世代スクールリーダーのためのケース

メソッド入門」日本教育経営学会実践推進委

員会編  花書院 2014）  

【実践の様子】 

 1 回目と同様に校長の立場で課題解決に当

たるという内容である。2 回目の実施という

ことで、進め方は大変スムーズに行うことが

できた。特筆すべきは、参加者の提案が前回

に比べ多くなり、内容もより俯瞰的な視点か

ら書かれているということである。事後のリ

フレクションの主な内容は以下の通りである。 

・なぜこの取り組みを行うのかに着目するこ

と、年度初めの計画案の作成を全職員で行

うことが大切だと分かりました。（20 代 1

年目） 

・どんなケースでもチームで話し合い一番良

い解決策を見出すことが大切だと思います。

校長の立場は、全職員の様子を把握しつつ

学校がどのように動いているのか常に目を

配らないといけないご苦労の多い仕事です。

対話が何より必要ですね。（50 代 33 年目） 

・「誰が、いつ、どのように」という具体的な

ところまで考えること、校長自らが動くの

か、指示するのかというところまで考えて

いきたいと思いました。今回のケースでは、

チームとして動くことが大切であると思い

ます。普段の学校においても、「チームとは

何か」ということを考えていきたいと思い

ました。（40 代 24 年目） 

前回同様オブザーバーとして参加していた

だいた M 小校長からも、「前回に比べ“動か

す”という視点からの話し合いになっていた。」

「“自分が校長だったら”という視点で考えた

ことは校長に望むことと同義であるので、管

理職の評価にもつながるのではないか。」とい

うご意見をいただいた。非常に意義深いもの

であったと感じる。 

＜職員室の研修コーナーの設置＞ 

 M 小の職員室には、研修に関する情報を掲

示した研修コーナーが設けられているが、今

回はここにケース・メソッド教材を掲示させ

てもらった。Ａ4 版 2 枚 1200 字程度のもので

ある。2 回の実施であったが、休憩時間や放

課後などの寸暇を利用しての意見交流の場と

なった。 

3)ケースメソッド教材の作成 

 保護者への対応に関しては様々なケースが

あり、どのような対応が最適かとは一概には

言えない。正に、ケースバイケースである。

今回作成したケース教材は、これまで見聞き

していたことをもとに、現実に起こり得る可

能性のある事態を想定し作成した。 

【保護者対応に関わる自作ケース教材】 

「 こ の よ う な 学 校 に 子 ど も を 出 し て や る わ

けにはいきません」 

 八木小学校は、全校児童 158 名、7 学級（う

ち支援学級 1 学級を含む）の小規模校である。

周囲に誘致工場などが多い地域であるため、

転入者も多く、児童数もこの先数年は横ばい

状態が続くことが見込まれている。 

半面、両親が仕事で家にいない家庭や事情

により実家へ帰ってきた保護者の家庭など、

何らかの課題を抱えている家庭も少なくない。 

地域住民は学校に協力的で、地域との協働活

動や校外学習など比較的活発に実施されてい

るが、保護者は「いやがらずに学校に行って

くれればよい」といった考えから、学校と積

極的な関わりをもとうとしない人が大半であ

るような印象を受ける。 

八木小学校の職員は、40 代後半から 50 代
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前半のいわゆるベテラン層が多く、30 代半ば

の中堅教員 1 名が最も若いという年齢構成で

あるが、ベテラン教員の意欲が高く研修が活

発に行われ、職員室の雰囲気も明るく和やか

である。 

中でも今年赴任してきた栗林教諭は、20 年

目を迎えるベテランで、生徒指導主事として

早くも八木小学校の中核となっている。やや

厳しい指導も時々みられるが、保護者との連

絡もこまめに行っており、前任校でも生徒指

導主事を任されていた実績から、比較的落ち

着きのない児童の多い 3 年生を任されている。

3 年生は 26 名で、生活サポートの対象児が 3

名在籍している。その中に S 夫がいた。 

 年度当初は、緊張感や初めての先生という警

戒心からか S 夫はどちらかというと目立たな

い方で、他の 2 名の児童のトラブルがしばし

ばあったが、それとて重大な事故やケガに至

ることはなかった。 

 新年度が始まって 1 カ月が過ぎた頃、放課

後になると栗林が電話で保護者と話している

姿がよく見られるようになった。鍬崎校長が

事情を聞いてみると、このところ S 夫の落ち

着きのなさが顕著になり、授業中も他の児童

に迷惑をかけるような言動が増え、家庭にも

毎日のように現状を伝えているという。鍬崎

校長自身も、各教室の授業の様子を見て回っ

ていた際、３年生の授業が途中ストップし生

活支援員が S 夫を教室の外に連れ出す場面を

数回目撃しており、栗林からじっくりと話を

聞きたいと考えていた矢先であった。 

 校長はさっそくコーディネーターである教

頭、養護教諭、そして担任の栗林を校長室に

集め、S 夫に対する今後の対応について話し

合った。S 夫は決して学力が低くはなく、教

科によっては学級でも上位に位置し、授業で

の発言力もあることから友達にも一目置かれ

る存在である。ただ、教師の指示を聞かず別

の行動をとったり、友達にちょっかいを出し

てトラブルを招いたりといったことが多く、

敬遠する児童も少なくないということであっ

た。そこで、今後の対応として 

・S 夫と個別に面談し、彼の心の内を明らか

にすること。（学級での友達関係や学習で困

っていることなど） 

・管理職や養護教諭も学校での様子を観察し、

チームで担任と情報交換をし合うこと。 

・家庭との連絡はこまめに行うこと。 

等を継続し、見守っていくことを確認した。 

 その後も S 夫のトラブルは決して少なくな

ることはなかったが、その都度栗林が家庭に

連絡をし、その日あったトラブルをつぶさに

伝え続けた。友達に危害を加えてしまったと

きは相手の家庭への謝罪をお願いし、他の児

童や保護者からのバッシングが起きないよう

に配慮することも忘れなかった。鍬崎校長に

とって、ほぼ毎日のように放課後に電話をす

る栗林の心労が唯一の心配の種であったが、 

「こういつもいつも電話をかけるのは確かに

大変ですが、そもそも S 夫のためですし S 夫

の母親も決して文句を口にすることなく、こ

ちらの話を聞いてくれますから。」 

という栗林の言葉に、彼に任せておけば大丈

夫だろうと安堵していた。 

 S 夫の状況に大きな変化がないままに迎え

た２学期半ば、音楽の発表会の練習中にまた

S 夫が友達にちょっかいを出したことがきっ

かけでトラブルが起きた。相手は、S 夫がよ

く暴言を浴びせたり乱暴な行動をしかけたり

する F 太である。劇の練習中にふざけていた

S 夫を注意した F 太の足を、S 夫が蹴ったの

だ。幸い大きな怪我ではなかったが、F 太の

右足ふくらはぎの外側に小さな青あざがつい

ていた。保健室で応急処置をしてもらい、あ

ざはほとんど気にならなくなった。栗林は、

その日の放課後すぐに S 夫の家に電話を入れ

今日のトラブルについて報告し、その後 F 太

の家に謝罪の電話を入れる予定であった。 

いつものように S 夫の母が電話に出た。栗

林は、今日起きたトラブルに関する事実を伝
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えた。後は S 夫の母が F 太の家に謝罪の電話

を入れれば事は終わるはずであった。しかし、

この日 S 夫の母から返ってきた言葉はいつも

と違っていた。 

「先生のお話は分かりました。うちのＳ夫が

悪いことも十分に承知しています。でも、

他の子が注意する前に、なぜ先生が気付い

て注意してくれなかったのですか。なぜそ

れほど事が大きくなるまで見ていただけな

のですか。それに、もしかしたら周りの友

達の方から、Ｓ夫がそうなるようにいつも

そそのかしているのかもしれないじゃない

ですか。本当に原因はうちの子にだけある

のでしょうか。何か月経っても全くトラブ

ルが減らないじゃないですか。こんなこと

がいつまでも続くようであれば、もう学校

に 子 ど も を 出 し て や る わ け に は い き ま せ

ん。」 

Ｓ夫の母に気圧され、栗林は返す言葉を失っ

ていた。 

問１ S 夫や保護者への対応で、どのような

課題があったと考えますか。 

問２ 管理職として、今後 S 夫と保護者への

対 応 や 栗 林 先 生 へ の 助 言 を ど の よ う に 行

いますか。 

4)自作教材による研修の実際  

 令和２年度は、春に新型コロナウイルス感

染拡大防止のための臨時休校、１２月に大雪

による臨時休校があり、授業時数の確保が最

優先であったため、しっかりと時間を割いて

の研修ができない状態であった。そこで、前

年度同様に研修コーナーを設置し、付箋によ

る意見交換を実施した。そこからの一部抜粋

である。現任校は４０代後半から５０代のベ

テラン職員のみであるため、自身の経験に基

づく深い考察がみられた。 

【問１に関する見解】 

・「チーム」と言いながら、実際は担任が一人

で対応しているように感じた。管理職を始

め他の職員の協力が必要。 

・生活サポートの職員との連携は取れている

のか。担任一人では目が行き届かない状況

を予想してサポーターを的確に配置するコ

ーディネートが必要。 

・保護者とのコミュニケーションを大切にす

ることは重要だが、子どもがトラブルを起

こした時だけの連絡では、いつか親も耳を

塞いでしまう。 

【問２に関する見解】 

・すぐに管理職、養教、生徒指導主事、担任

によるチームを作り、今後の支援の具体を

検討する。その計画を謝罪と共に保護者に

伝え、協力して支援することを約束する。 

・連絡帳に頑張ったこと、できるようになっ

たことなども書き、こまめにやりとりした

い。電話連絡は、相手にけがをさせるなど

の大きなトラブルの時だけにするとどうか。 

 

３．研究の成果と課題 

 前任校の M 小や現任校での実践を通し、ケ

ース・メソッドの有用性を確認することがで

きた。管理職の目線で様々な教育課題の解決

に向けた討議を行うことで、組織としてどの

ように対応すればよいか、組織の成員をどの

ように動かせばよいかといった組織マネジメ

ントに対する意識が醸成される。それは裏を

返せば、学校の経営戦略の意図に気付き、学

校課題の解決のために自分はどのように行動

すればよいかを考え実行できることにもつな

がるのである。  

系統的に推進していくためのプログラムの

構造図を図 3～5 に示す。  

ステージ 1 は「校内メンターチームの編成」

である（図 3）。学年部や学団部、分掌部など

の既存のチームを生かしメンターチームとし

て機能する組織を編成する。中教審の答申同

様、H 小学校やＯ中学校、自分の現任校でも、

先輩教員による若手への指導助言が、組織の

活性化や同僚性の向上に高い有用性を示して

― 49 ―

Akita University



いる。 

図 3 校内メンターチームの編成  

ステージ 2 は「目標の共有」である（図 4）。

まず、SWOT 分析を通し若手からベテランまで

全ての教員が、学校の強みや教育課題などを

把握する。そして、分析結果をもとに戦略マ

ップを作成することを通して、学校教育目標

の共通理解を深め課題解決のための方策につ

いて意見を交わす。組織としてのベクトルを

揃えることは同僚性を育む上でも重要である。 

図 4 目標の共有  

ステージ 3 は「共に育ち・共に育て合う場」

づくりである（図 5）。ケース・メソッドを年

間の研修に位置付け、計画的に実践すること

で、組織マネジメントの視点を醸成するとと

もに実践知の継承がなされると考える。校長

会研修での実践と同様に、ミドル層の教員に

ファシリテーター役を与えることで、若手を

育成するという目的意識を高めるとともに、

ML として積極的に学校経営に参画する意欲

の向上が期待できる。同時に、ベテラン層の

教員に対しては、Ｏ中学校のように ML のサポ

ート役となってもらうことで、これまでの実

践知を伝えるとともにリーダーとして学校経

営に積極的に参画するためのモチベーション

の向上が期待できる。 

また、H 小学校の取り組みにあるような研

修コーナーや短いケースを載せた研修報等で

日常的に様々なケースについて考え、教員間

のコミュニケーションを促し同僚性を向上さ

せることも期待できるものと考える。 

図 5 共に育ち・共に育て合う場  

課題としては、長いケースの場合準備期間

も含め、まとまった時間が必要となることで

ある。そのため、長期休業中を中心とし適宜

実施するようにしたい。 

 また、教職員特にミドル層や若手の実際の

困り感を的確に汲み上げ、それに基づいたケ

ースを選択し用いることで、より課題意識を

高めることができるとともに、それぞれの抱

える悩みに答えられる効果的な学びがなされ

るものと考える。 
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同僚性を高めチームとして機能するための学校組織マネジメント  

 

 

秋田 県立 金足農 業高等学 校  

橘   義  憲  

 

１．はじめに 

（１）これまでの研究の概要 

学校改革の実践を目指すための学校組織マ

ネジメントの研究として、橘（ 2020 ）は「一

人一人の経営参画意識を高める学校組織マネ

ジメント」を報告している。研究対象のＡ高

校においては、準備に１，２年かかるような

大きな事業が続く状況であっても滞りなく学

校運営がなされていた。しかしながら、分掌

部会等で活発な議論が行われずに、多くの仕

事は分掌主任が一人でこなしてしまい、経営

企画会議（管理職と主任等の会議）だけで学

校運営がなされている状況がみられた。つま

り、分掌等があまり機能せずに、前例踏襲で

運営されている傾向が見られ、現状を維持し

ている学校といえる状況にあった。このよう

な状況が続けば、教職員の経営参画意識の低

下と学校の停滞化につながりかねないと考え

られた。 

そのため、研究においては、Ａ高校の現状

を詳細に分析し、分掌等が活発に機能するこ

とによって、教職員の一人一人が学校経営に

参画しているという実感をもてる学校へと変

革できるような組織開発のモデルを開発する

ことを目的とした。そうして、学校組織マネ

ジメントを有効に機能させることによって、

社会の変化や要請に対応できる学校へと発展

できると考えた。 

研究の成果としては、現状を正確に把握で

き、課題解決のための組織開発モデルを提示

することができたこと、また、研究の過程を

通して、教職員に課題の明確化と共有化を図

ることができたことがあげられる。 

 

 

（２）研究の目的 

  今年度、赴任したＢ高校は定時制課程の小

規模校であり、職員の数も少ない。一人一人

が経営に参画していかなければならない状況

であるのだが、運営が組織的に行われている

かという視点で見たとき、必ずしも組織的に

機能しているとは言えない状況であった。 

そこで、これまでの研究の成果を生かして

組織開発を進め、校内研修を通し、同僚性を

高めながらチームとして機能する組織へ改善

していくための方策について実践的な研究を

推進することを目的とした。 

 

２．研究の内容 

 （１）学校の組織について 

平成31年に中央教育審議会から出された

「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校

指導・運営体制の構築のための学校における

働き方改革に関する総合的な方策について

( 答申 ）」 では、「我が国の学校教育は、児

童生徒の全人格的な完成を目指して、教師一

人一人が多様で幅広い業務をそれぞれで自己

完結的に職務として取り組むという個業型の

組織で成り立ってきたという特徴があると言

える 。」 と指摘している。さらに、高等学校

においては、その専門性の高さから小中学校

に比べて、より個業化が強くなっていると考

えられる。 

また、組織の構造について、木岡 (2007) は、

フラットな組織構造の長所として、第一線で

臨機応変な意思決定と迅速な行動ができるこ

とや、ある部門のダメージが全体に影響しな

いこと、構成員が対等な立場で業務に取り組

めることから、民主的な組織文化を形成する
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ことができ、自由な雰囲気の中で創造的な活

動が展開しやすいことなどをあげている。短

所としては、組織全体としては拡散や一部の

突出も起こりやすく、まとまらない事態や組

織の崩壊の危機にも陥りやすいことを指摘し

ている。そして、学校は、なべぶた型といわ

れるフラットな組織構造であると指摘してい

る。しかし、それは戦略的な組織設計ではな

く均質前提に立った仕事観と、教科や学級を

中心とした職分観によって守られてきた仕組

みであり、どこの学校でも非常に細かな仕事

が割り振られ、担当者に委ねられるがゆえに

仕事の視野が所掌範囲に狭まり、全体を俯瞰

することなく狭い範囲で最適化を進めること

になる。したがって、その多くは前年度を踏

襲し、部分修正をしながら、そつなく無難に

処理する傾向に陥ると指摘している。図１が

なべぶた型組織である。 

 

 

 

 

 

 

図１ なべぶた型組織 

 

（２）同僚性と協働性について 

 同僚性と協働性については、さまざまな解

釈や定義がある。それらの中でも伊禮 (2015)

は、同僚性を「職場における人間関係、仲間

意識のことであり、職場の士気や業務遂行に

ついて大きな影響をもたらすものである 。」

とし、協働性については、「組織内において

自発的、積極的に同僚への支援、援助を行う

ことであり、集団の性質を指す。多忙な部署

や社員、職員に対し自発的、積極的に支援、

援助を行うことにより協働性が醸成され、協

働体制を整えることが容易になる組織文化が

形成される。協働性は様々な考えを持つ教職

員の多様性の尊重、相互承認に繋がるものと

して必要であると考える 。」 と述べている。

そして、「協働性の醸成には、職場内の同僚

性を高めることが必要である 。」 とも述べて

いる。 

 木岡ら (2007) は、「組織としての学校を開

発していくという指向に立つならば、問題の

諸点は同僚性の構築に向けられなければなら

ない。教職員は、学校の保有する資源の内で

も大きな比重を占める。その個々の教職員の

長短得失を最適に組み合わせた組織設計や、

それぞれの強みやよさを最大限に引き出せる

組織運営を通じて、専門職集団としての組織

力を高めていくことが必要になる 。」 として、

学校開発をして、ビジョンを実現させていく

には同僚性が基盤になると述べている。図２

がそのイメージ図である。 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 学校開発と同僚性 

( 木 岡 一 明  2007  『 ス テ ッ プ ・ ア ッ プ 学 校

組 織 マ ネ ジ メ ン ト 』  加 筆 し て 作 成 )  

 

（３）同僚性と校内研修について 

 平成18年に中央教育審議会から出された

「今後の教員養成・免許制度の在り方につい

て（答申 ）」 では、「学校の小規模化を背景

に、学年主任等が他の教員を指導する機能が

低下するなど、学びの共同体としての学校の

機能（同僚性）が十分発揮されていないとい

う指摘もある 。」 と述べられている。また、

「各学校においては、魅力ある職場づくりを

進めるため、教員同士が学び合い、高め合っ

ていくという同僚性や学校文化を形成するこ

とが必要である。このため、個々の教員の能

力向上だけでなく、学校におけるチームワー
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クを重視し、全体的なレベルアップを図ると

いう観点から、校内研修の充実に努める必要

がある。また、有機的、機動的な学校運営が

行われるよう、校務分掌などの校内組織の整

備や、個々の教員の知識・経験を他の教員も

共有できるよう校内体制づくりを進めていく

必要がある 。」 とあり、同僚性やチームワー

クの向上のための校内研修の充実やマネジメ

ントの重要性が述べられている。 

 

（４）協働性と校内研修について 

 北神ら (2010) は、協働体制の確立には、三

つの観点から組織を見直すことが必要だとし

ている。第１は、各自の活動を方向づける共

通の目的や目標の観点である。その目的や目

標の共有のためには学校の現状分析を基にし

て、学校が果たすべき役割を再確認して、納

得した上で自分の仕事を進めることが重要だ

と指摘している。第２は、各自が組織に対し

て自分の活動を提供しようとする意欲の点で

ある。自分の意思が目標に反映されているこ

とを実感でき、問題に向き合おうという共通

認識ができて初めて協働に向けての仕組みづ

くりができるのである。教職員一人一人の意

欲をいかに高めていくかが重要であるとして

いる。第３は、こうした「共通の目的」と

「協働する意欲」をつなぎ合わせるものとし

ての「コミュニケーション」の活性化という

点からの見直しである。学校の課題を解決す

るためには、コミュニケーションを通して必

要な情報を共有できる仕組みが不可欠である。

そして、現状を認識し、目標や対応策を検討

するプロセスが大切である。そのなかで、自

校の良さが再確認でき、自分の果たすべき役

割が明確になる。学校の組織力を高めるため

には、「個人の知」を「組織の知」に変えて

いくことであり、その内容と質を規定するも

のがコミュニケーションであるとしている。     

すなわち、「協働体制を確立するためには、

各学校が取り組むべき課題や目標を明確にし、

その状況を分析・共有し、意図的に教職員が

コミュニケーションを図る機会を設定し、課

題に向き合おうという共通認識を醸成するこ

とが不可欠である 。」 としている。この意図

的にコミュニケーションを図る機会を校内研

修に求め研究を推進する。 

 

（５）Ｂ高校の現状 

Ｂ高校は夜間定時制の学校であり、生徒数

は20名の小規模校である。教職員は、校長を

除くと教頭、教諭４名、養護教諭、臨時講師

４名の10名である。小規模の組織であるので、

総務部や教務部といった主要な分掌であって

も、部員が３ , ４名という状況である。 

小さい組織であるが、チームとしての一体

感に欠けている現状が見られる。また、生徒

20名に教職員が10名という恵まれた環境であ

るが、それゆえに、職員一人で対応できてし

まったり、そうでなくても２，３名で対応で

きてしまったりして、通常と違う事態が起き

ても、詳細が全体に伝わっていない状況がみ

られた。さらに、教職員間の世代間のギャッ

プも見受けられた。 

前教頭は、「高校でよく言われる教科、分

掌、学年の壁のようなものが本校にもあり、

職員の人数が少ない分、その壁が高くなって

いる印象がある。また、それぞれが『個』で

担当する傾向が強いため、業務の主体的な改

善や変更に対して消極的であり、課題解決の

ための職員間の対話も活発になりにくい雰囲

気を感じていた 。」 と述べていた。 

小規模の組織であるので、職員一人一人が

果たす役割は大きく、その分一人一人の個性

が発揮される場面が多い。しかし、それは正

負の両側面を持っている。同僚性や協働性を

高めながらチームとして機能させる必要があ

ると考えている。 

 

（６）基本ステップと組織の７Ｓ 
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 昨年度の研究において、組織改革・改善の

手法として、森田 (1984) の組織開発の基本ス

テップを参考にした。森田の理論では、「組

織開発を進めるには、まず組織の状況を客観

的にながめ、変革欲求を喚起させることから

スタートし、理想的モデルを設定し、現実を

意図的に変革し、変革そのものを普及し定着

させるものである 。」 として、このステップ

を３段階に分けて、表１のように示している。 

表１ 組織開発の基本ステップ 

 

 

 

 

第１段階では、教職員が現状の組織に不適

応現象が存在していることを感知し、なんと 

かしなければますます不適応現象が大きくな

ってしまうことを教職員に働きかけることか

ら始まる。この段階で重要なことは教職員全

員が現状の不適応現象について共通に理解し、

当事者意識をもって活動しようと動機づけら

れることである。 

 第２段階は、組織づくりについての戦略、

戦術の決定であり、組織開発路線や方法の選

択でもある。具体的なプログラムが作られ、

教職員それぞれの役割が明確化し、組織の目 

的に向かって進んでいくムードが作られる段

階である。ここでは、長期的組織づくり目標

とともに、短期的に変化を求める短期的組織

づくり目標を設定することが大切である。 

 第３段階は、第２段階の計画にもとづいて 

組織づくりが実践される段階であり、定着化

に進む段階でもある。この段階では、トップ

マネジメントの働きや変革推進者（キーパー

ソン）の活躍が重要となってくる。 

 また、組織開発を考えるうえで、マッキン

ゼー・アンド・カンパニーが提唱した組織の

７Ｓを参考にした。組織の７Ｓとは、 

① 戦略（ Strategy ） 

② 組織構造（ Structure ） 

③ 社内のシステム（ System ） 

④ 組織文化(Style) 

⑤  組織に備わる強み（ Skill ） 

⑥ 人材（ Staff ） 

⑦ 共通の価値観（ Shared Value ） 

のことで、組織は、７つの要素からなり、こ 

れらの連携や調和を図りながら、働きかけて

いくことが組織開発をする上で有効なのであ

る。このうち、戦略、組織構造、社内のシス

テムは「ハードの３Ｓ」と言われ、組織の仕

組みや構造に関することであり、比較的変更

が容易であるとされ、逆に、組織文化、組織

に備わる強み、人材、共通の価値観は「ソフ

トの４Ｓ」と言われ、人的要素であり、短期

間に変えることは困難とされている。 

Ｂ高校における組織開発を進めるにあたっ

て、基本ステップのそれぞれに組織の７Ｓを

分類し、それらを改革・改善の視点として、

具体的な方法を考えることとした。 

 基本ステップ１を、現状把握と問題意識の

共有と考えると、７Ｓでは「共通の価値観」

が相当すると考えた。基本ステップ２は戦略、

戦術の決定であるから、７Ｓでは「戦略」で

あると考えた。基本ステップ３は、実践と定

着化であるから、「組織構造」「組織文化」 

「社内のシステム」「人材」「組織に備わる

強み」であると捉えて、基本ステップに組織

の７Ｓを分類した。表２に示す。 

    表２ 基本ステップと７Ｓ 

 

 

 

 

 

この基本ステップと７Ｓに従って、Ｂ高校

における組織開発を進めていった。まずは、

基本ステップ１として、 SWOT 分析研修を実施

した。さらに、戦略検討研修も実施した。こ

れらの研修を実践していくことが、計画的な

組織づくりにつながり、研修を通して、職員
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同士で学び合い、高め合っていく同僚性や組

織文化を醸成していくことがステップ２や３

に該当すると考える。 

 

（７）Ｂ高校における実践 

1 ） SWOT 分析研修 

  

基本ステップ１の組織開発の手法の一つと

して、 SWOT 分析の研修を行った。図３がその   

様子である。これは、組織の７Ｓにおける

「共通の価値観」に基づいて行ったものであ

る。基本ステップ１の「問題意識の共存的醸

成」の促進を目指したものである。組織にい

る全員が共通認識をもつべき理念や価値観を

確認すること、また、組織の存在意義や目的

を確認することを意図して行った。 

研修はＢ高校において、夏季休業中に実施

し、４名ずつの２グループで実施した。グル

ープ協議は積極的に行われ、人の意見に同調

したり、気づきがあったりする様子が見られ

た。協議は両グループともに予定した５０分

では足りないくらいであった。 

 分析内容の一部を紹介すると、強み（Ｓ）

としてあげられていたのは、「働きながら学

べる」「生徒と先生の距離が近い」「素直で

嘘のつけない生徒が多い」「個別対応が可能」

「情報共有がスムーズ」などである。弱み

（Ｗ）としては、「勉強が苦手な生徒が多い」

「ソーシャルスキルの不足」「意欲が低い」

「自己肯定感の低い生徒が多い」「非組織的」

「職員間の情報共有」などであった。機会

（Ｏ）としては、「教育振興会の協力」「ア

ルバイトによる外部との関わり」「Ｙ支援学

校との連携」などであった。脅威（Ｔ）とし

ては、「生徒数の減少」「家庭環境（経済的

な問題、教育への参加意識 ）」 「地域や外の

人の偏見（評価が低い ）」 などであった。図

４が作成された SWOT 分析のシートである。 

  

職員間の情報共有については、グループに

よって逆の評価になっていることが興味深か

った。また、生徒数が少ないことは、正負の

両方の側面をもっていることが改めて確認さ

れた。 

 分析から見えてきた課題としては、「自己

肯定感とソーシャルスキルが不足している生

徒が多いこと」「家庭の生徒・学校理解」な

どがあげられた。 

 また、研修後に教員に振り返りをしてもら

った。その一部を紹介すると、 

・解決策が見えてきた。 

・本校の課題をはっきりさせて、共有するこ

とができた。 

・自分の考え以外の考え方もあること、多様

な考えを知ることができた。 

・組織的な取組について、課題だと思ってい

るのは、自分だけではなかったこと。職員

の組織的な取組をすすめていく必要がある

と感じた。 

・様々な問題をかかえる生徒たちに対して、

職員それぞれが日々個別に対応しているが、

もっと組織的にできないものかと常々思っ

ていた。このような研修会で課題を共有し、

解決策を話し合うことで、「みんなでやっ

図４ SWOT 分析シート 図 ３  研 修 の 様 子 
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ていこう」というような一体感をもつこと

ができた。もっと日常的に情報を共有し、

よりよい学校を目指していきたい。 

など、課題が明確になって、次に何をすべき

か分かり始めている様子がうかがえた。また、

組織のあり方についても考えがおよび、協働

して取り組んでいこうとする姿勢が生まれた

と考える。 

 

2 ）戦略検討研修 

 さらに同僚性や協働性を高めるために、教

育目標達成にむけた具体的な戦略を検討する

ための研修を行った。この研修を10月28日に

実施した。４名ずつの２グループで研修を行

った。研修は次の１から６の内容にしたがっ

て実施した。 

１ 教育目標等を確認する 

２ 目標を達成した生徒・学校の具体的な姿

（あるべき姿）を考える 

３ 現状を把握・共有する 

４ 課題の生成と課題解決のための重点的な

取組を考える 

５ 各グループによる発表 

６ まとめ 

 まず初めに、学校の教育目標と今年度の重

点目標を全員で確認した。その後、目標を達

成した生徒や学校の具体的な姿を考えた。こ

れが、あるべき姿・目指すべき姿である。 

 その次に、現状の把握と共有を行った。こ

の時には SWOT 分析研修の成果も活用した。こ

の目標を達成した具体的な姿と現状の把握は、

いずれも最初に個人で考えてからグループで

共有する方法をとった。また、この目標の設

定と現状の把握の水準を合わせることが重要

であることを強調した。 

 課題の生成であるが、（あるべき姿）－

（現状）＝（課題）であることを説明した。

課題の生成・共有ができた後に、これらの課

題を解決するための重点的な取組（戦略）を

検討してもらい、戦略マップを作成してもら

った。図５が研修の様子、図６が今回の研修

で作成された戦略マップである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状の把握・共有としては、生徒について

は「ソーシャルスキルの不足」「自己有用

（肯定）感が低い」等が挙げられていた。組

織についての意見もあり、「情報共有とチー

ムとしての一体感の不足」が挙げられていた。 

あるべき姿としては、「自立と自律ができ

る生徒」「働学一体」「学びなおせる学校」

「職員間の連携がとれる」等が挙げられた。 

 そして、重点的な取組としては、「授業改

善や行事の充実を通して、小さい成功体験を

積み重ねること」「１～４年の縦割り」「卒

業生や社会人との交流」「バイト先との連携」

「週２回の学年からの報告」など、具体的な

戦略が挙げられた。 

以下が、研修後の教員の振り返りである。 

〈教員Ａ〉 

 現状の把握、目指すべき生徒像や学校像に

ついては、皆がほぼ同じ考え方をしているが、

図５ 研修の様子 

図 6  戦略マップ 

 

図６ 戦略マップ 

― 56 ―

Akita University



そのためにすべき具体的方策については、少

しずつズレがあることに気付いた。この少人

数でも、情報共有が十分になされていなかっ

た。だからこそ、今回のような全体研修会は

必要であり、意義のあるものだと思える。 

〈教員Ｂ〉 

 今年度、残り５か月でやらなければならな

いことが明確になり、新しい提案もあったの

で、良い方向に変えていくための具体的な方

策が見えてきてよかった。若い先生方の意見

を聞けたり、熱意を感じることができたりし

て頑張ろうと思えた。このような研修を多く

積み重ねて目標・情報の共有ができれば良い。 

〈教員Ｃ〉 

 目標やそれを達成するための手立てを再確

認できました。考えていることや目標に対す

る思いや意見を伝えあったり話し合ったりで

きて、またがんばろうと思えるようになった。

同じ方向を向くための大切な時間になった。 

  

教員の感想からは、今回の研修に対しては

好意的な評価がほとんどであった。他に、今

回の研修の成果を具体的な取り組みにつなげ

ていくことが大切であると述べている教員も

いて、組織の改革・改善の第一歩となったも

のと考える。  

 研修の成果としては、現状の把握と目標の

理解が進んだことである。そして、課題を解

決するための重点的な取組を具体的に考える

ことができたことである。さらに、先生方が

日頃から考えていたことが他の先生方と同じ

であったり、少し違っていたりすることに気

が付いたことである。また、同僚間における

多様性を認識し尊重する姿勢が見られた。特

に教員Ｂにおいては、世代間のギャップを乗

り越えて、同僚を共感的に理解するとともに、

その理解が自分への動機付けとなっている。

教員Ｃも同僚への理解が進み、同僚間の相互

承認が自分への動機付けになっていることが

分かる。このような研修を重ねていくことで

学校開発の土台となる同僚性は高められてい

くものと考える。その他にも、目標や課題意

識を共有することが組織として機能していく

ためには大切であるという意識が生まれてき

た。これらを踏まえて、今後の課題としては、

さらに目標を浸透させることや、課題や戦略

を共有できている組織となっているかを常に

チェックしながら組織づくりを実践していく

ことが必要である。 

  

３．研究のまとめ 

 Ｂ高校は10名という小規模の組織であって、

一般的な規模の高校の学年部より小さいとい

う少し特殊な組織であるとも言える。小規模

の組織であっても、組織マネジメントの方法

は変わらないことが実感できた。規模が小さ

いから炉辺談話的に情報が共有されたりする

のではない。公式な場面を設けて情報の伝

達・共有を行うことが必要である。 

昨年度の研究によると、組織マネジメント

にはミドルリーダーの役割も重要であること

が分かっている。ミドルリーダーは分掌を組

織し、協働体制を構築し、課題解決や目標達

成に向けて分掌を運営して、まさに学校が前

進していく原動力となっているのである。し

かし、Ｂ高校は、小規模であるがゆえに、あ

まりにもフラットな組織の構造上、ほとんど

の教職員が分掌主任になっており、ミドルリ

ーダーの役割・存在が不明瞭になってしまっ

ているところがある。Ｂ高校におけるミドル

リーダーの在り方やその機能の発揮の方法に

ついては今後、考えていかなければならない。 

今回の研究では、校内研修を実施すること

で同僚性を高めながらチームとしての機能を

向上させることを目的とした。２回の校内研

修を通して、教職員は課題を明確化し共有で

き、また、課題解決のための具体的な取組を

考えて解決に向かうことで同僚性と協働性の

向上につながることが確認された。今後は、

この取組を継続して、さらなる組織改善を図
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っていくことが必要である。 
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Ⅰ はじめに 

障害のある者と障害のない者が共に生きる

「共生社会」の実現が我が国において重要な

課題とされている（中央教育審議会、2012）。

その実現に向けて、2017年に告示された特別

支援学校小学部・中学部学習指導要領では、

障害のある児童生徒が自立と社会参加に向け

て求められる資質・能力を身につけるための

仕組みを整備することが重要であり、「より

よい学校教育を通じてよりよい社会を創る」

という目標を学校と社会が共有し、連携・協

働しながら新しい時代に求められる資質・能

力を育むという「社会に開かれた教育課程」

の理念が示された。また、「教育課程に基づ

き組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質

の向上」を図っていくこと、すなわちカリキ

ュラム・マネジメントの重要性についても示

された。 

特別支援学校の多くは、小学部、中学部、

高等部と複数の学部が設置されている。その

ため国立特別支援教育研究所（2010、2014）

によれば、学部間連携を図ることは、一貫性

（指導の方針が同じであること）・系統性（指

導の順序性が明確であること）のある教育課

程を編成し教育活動を行っていく上で重要で

あるとされている。 

筆者が勤務する横手支援学校は秋田県南部

にある知的障害を対象とする特別支援学校で

ある。小学部、中学部、高等部の教育課程表

の時数配当や指導する教科等の配列などにつ

いては、教育課程を編成する「教育課程検討

委員会」で検討されており、これまで特に大

きな課題等は挙げられてきていない。また、

地域資源を活用した学習活動が盛んに行われ、

各々の授業内容も充実してきている。しかし、 

 

各学年や学部がそれぞれ独自で行っているこ

とが多いため、一貫性・系統性が十分とれて

いない現状もある。 

そのため、各学部で行われている学習活動

に関して、一貫性・系統性のある教育課程を

編成していくための方策が求められている。

先行研究では、各学部で行われている活動や

授業を教職員の間で共有化していくのには、

その取り組みや内容等を「可視化」して提示

することが有効であったとされている（本多

ら、2019）。そこで2019年度は地域活動を活

用した授業について、教職員が共通理解を図

ることができるように、各学部でどのような

ねらいで、どのような活動が行われているか

について可視化することで、学校として一貫

性のある教育課程の編成を図る実践に取り組

むこととし、可視化を図るために新たに作成

した「年間活動表」の有効性と課題について

検討した。続いて、2020年度は計画段階から

一貫性・系統性のある学習内容を作り上げて

いくための教育実践に取り組み、その充実を

図り、このような教育活動を積み重ねること

で、一貫性・系統性のある教育課程の必要性

を教員が共通理解し、自分たちの取り組みが

児童生徒のよりよい成長につながっていると

実感できるようにしていくこととした。その

ために、前年度の実践の結果、成果が見られ

た「年間活動表」に準じて教員が共通理解を

するための可視化できる資料を作成し、課題

を解決するとともに、地域資源を活用した学

習活動だけでなく他の教科等においても一貫

性・系統性のある授業づくりを拡大し、学校

として一貫性・系統性のある教育課程の編成

を目指すこととした。 

特別支援学校における一貫性・系統性のある教育課程の編成を目指して 
 

―地域資源を活用した学習活動「横手が舞台」を中心とした教育実践を通して― 
 

秋田県立横手支援学校   
時田 航 

 

― 59 ―

Akita University



表１ 「年間活動表」の有効性             n=74 

Ⅰ 教員の共通理解促進 

（39 枚） 

   
 
 

 

他学部の学習活動の理解（21） 
学部間のつながりの明確化（5） 
ねらいや目標の共通理解（5） 
段階的な指導の実現（1） 
連続性のある学びの場の提供

（1） 
地域との関わりの明確化（1） 

Ⅱ 情報発信（23） 

    

地域への情報発信（10） 
保護者への情報発信（7） 
児童生徒への情報発信（6） 

Ⅲ 視覚情報の有効性(11) 写真の有効性（6） 
見やすい・イメージしやすい（5） 

Ⅳ 児童生徒の学習促進     
（6） 

学習内容の理解（5） 
振り返りへの活用（4） 

 

Ⅱ 教育実践Ⅰ（2019 年度） 

各学部で行っている地域資源を活用した授

業について、どのような学習がどのような目

的で行われているか、全校の教員が分かるよ

うな「年間活動表」を作成し（写真１）、校

舎の玄関付近に掲示した。この「年間活動表」

は縦80cm×横360cmの模造紙に、縦軸に小中高

の各学部、横軸に月ごとの活動内容を示し、

各授業が終わるごとに活動の様子を撮影した

写真を追加掲示した（写真２）。各学部で取

り組む授業を一覧にし、俯瞰できるようにし

た取り組みについて、有効性と課題を検討し

た。 

 管理職を除く教員64名を対象に、2019年11

月末〜12月初めにアンケート調査を実施し

た。内容は、年間活動表の掲示は共通理解を

図る上で有効だったか（5件法）、また有効だ

った理由と課題については自由記述を求め

た。自由記述内容はKJ法に準じてカテゴリー

化し、分析した。回収したアンケートの有効

回答は50名（78％）であった。 

 １ 「年間活動表」掲示の有効性 

  回答者50名中21名（42％）が「有効」、

19名（38％）が「やや有効」と答え、8割の

教員が「年間活動表」を有効と評価した。

なお、「どちらともいえない」と答えたも

のは9名（18％）、「あまり有効でない」と

したものは1名（2%）で、「有効でない」と

回答したものはいなかった。 

  有効と答えた理由の自由記述のラベルカ

ードは全部で74枚となり、大きく４つに分

類された（表１）。「教員の共通理解促進」

では、多くの教員が他学部の学習活動や内

容を理解するのに有効であるとした。また、

学部間のつながりの明確化や活動のねらい

や目標について学校全体として共通理解を

 

写真１「年間活動表」 

 

写真２「活動の内容と活動の写真」 
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表２ 「年間活動表」の課題                 n=49 

Ⅰ 掲示方法（25 枚） 

   

 

より活動内容が分かる工夫（10） 
掲示場所の検討（7） 
興味を引く掲示内容の工夫（4） 
パネルを活用した掲示（4） 

Ⅱ 計画的な掲示（12） 

    

計画の明確化（5） 
作成する組織の検討（5） 
目的の明確化（2） 

Ⅲ 対象の明確化(8) 見てもらう対象の検討（4） 
対象に応じた内容の掲示（4） 

Ⅳ コメントの掲載（4） 

 

児童生徒のコメント（3） 
地域からのコメント（1） 

 

 

図っていくことの大切さが挙げられた。「情

報発信」では、玄関付近に「年間活動表」

を掲示したこともあり、校外の方や保護者

の方への情報発信に有効だとされた。「視

覚情報の有効性」では、実際の活動場面の

写真を掲示したことから、見やすい、イメ

ージしやすいと評価された。「児童生徒の

学習促進」では、児童生徒の学習内容の理

解につながることや学習の振り返りにも活

用できることが挙げられた。 

２ 「年間活動表」の課題 

  「年間活動表」の課題のラベルカードは

全部で49枚となり、大きく４つに分類され

た（表２）。課題とされたものでは、「掲

示方法」に関するものが半数を占め、より

活動内容が分かるよう文や写真の活用の仕

方を工夫すること、また掲示場所や、掲示

した表が大きすぎ俯瞰しづらかったことか

らパネルを活用した掲示方法などの意見が

出された。「計画的な掲示」では、年度当

初から掲示することや年度途中での計画変

更への対応の仕方、また誰が作成するかも

含め作成する組織等の検討が必要とされ

た。「対象の明確化」では、誰に見てもら

うか、その対象が明確でなかったとの意見

が出された。「コメントの掲載」では、活

動に対する児童生徒や地域の方々からのコ

メントを加えるのも良いのではとの意見が

出された。 

 

Ⅲ 教育実践Ⅱ（2020 年度） 

2019 年度の実践から、特別支援学校におい

て一貫性・系統性のある教育課程を編成する

ためには、教育の計画だけではなく学習内容

や指導方法についても一貫性・系統性をもつ

ことが必要であり、そのために学習内容や目

標、学習活動の様子などを可視化するツール

である「年間活動表」を作成することが有効

であることが確認できた。そこで 2020 年度は

計画段階から一貫性・系統性のある学習内容

を作り上げていくための実践に取り組み、そ

の充実を図っていくこととした。そして、こ

のような教育活動を積み重ねることで、一貫

性・系統性のある教育課程の必要性を教員が

共通理解し、自分たちの取り組みが児童生徒

のよりよい成長につながっていると実感でき

るようにしていくことをめざした。そのこと

により教員一人一人がカリキュラム・マネジ

メントの視点をもち、よりよい指導に当たる

ことにつながると思われる。そこで、前年度

の実践で成果が見られた「年間活動表」に準

じて、教員が共通理解をするための可視化で

きる資料を作成し課題を解決するとともに、

地域資源を活用した学習活動だけでなく他の

教科等においても一貫性・系統性のある授業

づくりを拡大させ、学校として一貫性・系統

性のある教育課程の編成る目指した。2020 年

度は、以下の４つの教育実践に取り組んだ。 

１ 「横手が舞台」年間計画の作成・提示

（写真３） 

   前年度の実践で課題として挙げられた

「掲示方法」「計画的な掲示」について

は「横手が舞台」年間計画を作成し周知

することで改善を図った。４月に教務部

が主体となって行う「教育資料説明会」

で、今年度の地域資源を活用する学習活

動の年間計画について各学部前期、後期

それぞれＡ４版１枚にまとめた実施計画

を作成し周知した。その際、地域資源を

活用した学習活動に「横手が舞台」と銘
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打ち、小学部は「地域にふれる」、中学

部は「地域と関わる」、高等部は「地域

と高め合う」というキャッチフレーズを

設け、全教員が学校としてのつながりを

イメージできるようにした。また、各学

部の目標を明記し、一貫性・系統性を意

識できるようにした。 

２ 「横手が舞台」掲示板の作成（写真４） 

前年度の実践で、課題として挙げられた

「対象の明確化」「コメントの掲載」につ

いては、各学部に「横手が舞台掲示板」を

作成して改善を図った。実践した授業につ

いては、各学部に「横手が舞台」掲示板を

設置し、教職員や児童生徒や来校者が全て

の学部の学習の様子をタイムリーに見るこ

とができるようにした。Ａ３の用紙に「活

動名」「目標」「学部・学年」「学習形態」

「交流相手」「活動の様子の写真」などを

掲載内容として取り上げ、各学習活動の担

当者が作成することとした。また、その中

に児童生徒のコメントを掲載することで、

児童生徒の思いや自己評価を表現できるよ

うにした。 

３ 全校研究での取組 

   前年度の教育実践を受けて今年度の全

校の実践研究では、生活単元学習における

「学部間のつながりのある、地域資源を活

用した学習の単元作り」に取り組むことと

した。各学部のキャッチフレーズとともに、

学部の中でも「地域の活用」「地域に発信」

「地域に貢献」という視点で単元計画を立

案し授業づくりを行った。従来行ってきた

学部ごとの実践研究ではなく、前述の授業

づくりの視点で縦割りの研究グループを

編成し、学部間のつながりを意識した単元

計画を立案して授業づくりに取り組み、３

回の全校授業研究会を実施した。 

１）第一回全校授業研究会（９月） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真３ 「横手が舞台」年間計画 
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「地域に貢献」については、中学部３ 

年生と高等部１年生の研究グループを編

成し授業づくりを行った。事前に行われ

た研究グループの協議からは「小学部で

は自分のやりたいことを見つけることや

集中して取り組むことが大切である。中

学部では自分たちができることに力一杯

取り組み、それを他者に紹介することが

貢献につながる。高等部では、他者の依

頼を受けて、貢献していくことができる

ようにしたい」などと言ったことが報告

された。 

授業研究については、中学部３年生が

「読み聞かせ」に関する授業提示を行っ

た。「相手を意識した伝え方」について

協議を行い、「聞く力の育成」「共感性

の育ち」「相手の発展性」などがポイン

トとして挙げられた。 

２）第２回全校授業研究会（１１月） 

「地域に発信」については小学部３～

６年生、中学部２年生、高等部２年生の

担任が研究グループを編成し授業づくり

を行った。事前に行われた研究グループ

の協議からは、「思いを伝える、関わる

力を育てるためには、目標や活動内容、

関わる対象を適切に設定することが重要

である。そして目標や活動内容、関わる

対象に系統性や発展性を持たせることが

必要である」ということが報告された。 

授業研究では小学部４～６年生が「発

表活動」に関する授業提示を行った。そ

の授業を基に「意欲を持って発信するた

めの自己評価」について協議を行い、小

学部は「成功体験の積み重ね」、中学部

は「正しい自己評価」、高等部は「他者

評価の受け入れ」など、学部ごとに大切

にしたいポイントが明らかとなった。   

３）第３回全校授業研究会（１２月） 

「地域の活用」について、小学部１、

２年生、中学部１年生、高等部３年生の

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真４ 「横手が舞台」掲示板 
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担任が研究グループを編成し授業づくり

を行った。事前に行われた研究グループ

の協議からは、「地域を活用するために

はどのような地域資源があるか教師が適

切に把握しておく必要がある。その上で

どの学部で、どの地域資源をどう活用す

ることで教育的効果が高まるかを明らか

にしていく必要がある」という報告がな

された。 

授業研究については、高等部３年生が

「地域の活用、地域への発信」について授

業提示を行った。その授業を基に「各学部

で必要な地域資源の活用の仕方」について

協議が行われ、「学部が上になるにつれて

活用する地域資源は身近なことで広域に

なったり、人数や規模も徐々に大きくなっ

たりしていく。」「小学部の低学年のうち

にやりたいことにじっくりと取り組み、成

功経験を積み重ねることが必要。それが後

々、主体的な学びの姿や適切な他者との関

わりに生きてくる」ということなどが報告

された。 

４）「横手が舞台系統表」（案）の作成（資

料１） 

3 回の全校授業研究会と 3 回の研究グル

ープ研究会を実施して明らかになった成

果と課題から「横手が舞台系統表」（案）

を作成し、可視化した。これについては今

年度中に検討を重ね、来年度の計画作成に

生かしていくこととしている。 

４ 作業学習全体計画の作成（資料２） 

  前年度までも中学部と高等部の作業学習

の主担当者が話合いをもち、各学部の目標

や学習内容等について検討を行い、それぞ

れの学部について共通理解を図ってきてい

た。しかし、全体に周知されることがなか

ったために、全ての職員が各学部の作業学

習について共通理解を図ることが十分でき

ていなかった。そこで、今年度は「作業学

習全体計画」を作成し、可視化することに

資料１「横手が舞台」系統表（案） 
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よって各学部の作業学習について、全校の

教員が共通理解を図ることができるように

した。作成にあたっては「特別支援学校作

業学習ガイド」（秋田県教育委員会、2015）

を参考にした。 

夏季休業中に、中学部、高等部の教務主

任と各作業班の主担当者が「作業学習全体

計画」に記載する内容について話合いを行

い、①重点目標とその達成に向けた取組、

②具体的な指導内容（働く意義、挨拶・返

事、報告、言葉遣い、服装・身支度、時間、

集中力・持続力、安全、納品、販売会の 10

項目）③各班の指導内容、④共通理解した

い事項の４項目とした。①については、各

学部経営案を基に作成した。②については、

各学部で内容を検討した後で、中学部と高

等部の系統性について検討し、各学部で重

要と考えられる指導内容について太字で表

示して作成した。③については、各学部、

各作業班で内容の検討を行った後、作業班

ごとに中学部、高等部の系統性について検

討し作成した。④については、作成に携わ

った全員で疑問点や共通理解したい事項を

出し合い、各学部でどのような指導を行う

ことが望ましいのかを検討し作成した。 

５ 実践の成果 

 「横手が舞台年間計画」は年度初めに提示

したことにより、全ての教員が「どの学部で」

「いつ」「どのような指導の形態で」「どの

ような活動を」行っているかを知る機会とな

った。   

「横手が舞台掲示板」では、学習活動の実

施計画の中に掲示板の作成担当を明記したこ

とにより、役割が明確になり教師が主体的に

作成に取り組むことができるようになった。 

全校研究では３学部縦割りの研究グループ

を編成して行ったことにより、学部の代表と

して積極的に発言する姿が見られるようにな

った。 

作業学習全体計画の作成については、各学

部のそれぞれの作業班で必要な事柄を考える

ようにしたことで、中学部・高等部の全教員

が作成に参画することができた。また、作業

学習全体計画を小学部の教員にも配付して周

知したことにより、小学部段階でどのような

指導が必要となるかということについて考え

る機会となった。これらの取り組みにより、

教職員の当事者意識が高まり、自分が所属し

ている学部以外の学習活動を理解することに

つながり、さらに自分の担当する児童生徒に

資料２ 作業学習全体計画 
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現在必要な学習活動について検討する機会を

提供することができた。このように全校の教

員がそれぞれの経験年数などに応じた形で教

育実践に携わることで、共通理解を図ること

につながり、一貫性・系統性のある教育課程

を編成することができた。 

 

Ⅳ 今後に向けて 

 今年度４種類の教育実践を行うにあたり、

全校教職員が何らかの形で関わるように配慮

したことで、教員一人一人に当事者意識が生

まれ、一貫性・系統性を意識した授業づくり

に取り組むことができるようになってきてい

る。このような積み重ねが一貫性・系統性の

ある教育課程の編成を確かなものにしていく

と考える。教育課程の編成は管理職や一部の

教員が担当するのではなく、全ての教員が参

画しているのだということを確認し合い、今

後も全教員が教育課程の改善に取り組むこと

ができるようにしていきたい。 

 今年度は、一貫性・系統性のある教育課程

の編成をめざして、地域資源を活用した学習

活動「横手が舞台」を中心とした教育実践を

通して検討を行ってきた。この取組は主に生

活単元学習や作業学習など各教科等を合わせ

た指導で行ってきた。また、作業学習では作

業学習全体計画を作成し、全校研究では生活

単元学習の学部間のつながりのある単元構成

について検討し共通理解を図ることができた。

作業学習全体計画の有効性や学部間のつなが

りのある単元構成の妥当性を検証し、改善す

ることで、よりよい教育課程の編成が可能と

なった。今後は各教科等を合わせた指導だけ

でなく、教科別の指導においても一貫性・系

統性を検討していく必要があると考える。そ

のためにも、今回取り組んだ教育実践が一貫

性・系統性のある教育課程の編成につながり、

そのことが児童生徒のよりよい成長につなが

っているということを実感できるように工夫

を重ね、さらによい教育課程の編成に向けて

全ての教員が主体的に取り組むことができる

ようにしていきたい。 
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道徳教育の充実に向けた「パッケージ型ユニット」の活用 

―道徳科を要とするカリキュラム・マネジメントの実践を通して― 

 

潟上市立飯田川小学校   

  伊藤 直人   

 

１．はじめに 

小・中学校ともに「特別の教科 道徳」（以

後「道徳科」）がスタートして２年目を迎え，

子どもたちには教科書が届けられている。し

かし，教科書があれば必ず質の高い授業がで

きるというものではなく，それを活用する教

師が道徳科の目標や特質，ねらいを理解して

いなければ，子どもたちにとって魅力的な授

業を展開することはできない。  

現行の学習指導要領においても，道徳教育

を進めるに当たり，各教科及び外国語活動，

総合的な学習の時間，特別活動で，それぞれ

の特質に応じた適切な指導を行うものとする

ことが示されている。道徳科を中核に据え，

学校の教育活動全体を通じて道徳教育を推進

していくという考え方は，道徳の時間の特設

（昭和 33 年）以降，周知されているところで

ある。しかし，ややもすると『道徳教育＝道

徳の時間』と捉えられることも少なくなかっ

た。現行の学習指導要領の総則に「道徳教育

に関する配慮事項」が示され，児童生徒の豊

かな人間性の育成を重視する観点から，教育

活動全体を通じて行う道徳教育の重要性を強

調した形になっている。  

このような道徳教育を進める上で最も大切

なことは，カリキュラム・マネジメントの基

本でもある「学校としてどのような道徳教育

を進めたいのか（道徳教育の目標）」，「ど

のように豊かな心を育むのか（目指す児童生

徒像）」，その目標と方針を明確にすること

である。そして，それらに向かってどのよう

な道徳教育を展開するのかを明らかにしなけ

ればならない。つまり，学校の道徳教育の目

標に向かって，道徳科以外も含め，どのよう

な道徳教育を行うのかを明確にすることが必

要である (図 1)。 

かつて， 1990年代に押谷由夫によって提唱

された「総合単元的道徳学習」は，比較的大

きなテーマの下で，道徳の時間と他の教科・

領域の学習内容・活動を関連させ，数週間か

ら数か月にも及ぶ大単元を設定していた。児

童生徒の意識が連続・発展することをねらう

学習計画であり，道徳の時間を核とした全教

育活動における道徳教育の在り方を具体的に

示すことができた。また，重点化された内容

項目に向けての意図的，計画的な指導が可能

となったり，単元を通して指導内容の系統化

が図られたりするなどの成果が見られた。  

ところが，長期間に及ぶ大くくりな単元計

画となってしまい，計画案作成の負担となっ

たり，雑多で分かりにくかったりして，結果

として当初の計画が実行できずに終わってし

まうことも散見された。そこで，短いスパン

で計画可能な小単元をいくつか組みながら，

実行性が高く，かつ実効性の伴う小単元型の
図 1 道徳科を要としたカリキュラム  

・マネジメントのモデル図  
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学習計画「パッケージ型ユニット」（田沼茂

紀）が効果的であることを提唱している。  

 

２．研究の目的 

本研究は，道徳教育の充実を図るための「パ

ッケージ型ユニット」の開発を目的とするも

のである。その際，道徳科を要とする教科等

横断的な視点を取り入れたカリキュラム・マ

ネジメントを通して，各教科・領域等の様々

な学習活動や日常体験との関連を図りながら

開発を進めていく。本研究では，今年度の本

校の実態と， 1 年目の実践から得た知見を生

かし，継続的かつ発展的に実践を積み重ねて

いくものである。  

 

３．研究の方法 

現行学習指導要領の趣旨と，これから求め

られる道徳教育の在り方や方向性を踏まえ，

道徳科と他の教育活動との関連について，先

行研究や先進的に実践された研究会資料，先

進校の視察及び取組に関する情報収集を通し

て，「総合単元的道徳学習」や「パッケージ

型ユニット」の仕組みと特徴を整理した。  

さらに，本校において，道徳科を要として

教科等横断的な視点を意識した学習計画が具

体的にイメージできるように，随時，道徳教

育全体計画別葉の見直しを継続して行い，そ

れを受けて実践したパッケージ型ユニットの

授業の成果と課題を洗い出し，道徳教育の充

実のための実践を積み重ねていく。  

 

４．研究の内容と実践 

（１）「パッケージ型ユニット」について 

前述の総合単元的道徳学習の課題から，

田沼 (2017)は，「短いスパンで計画可能な小

単元をいくつも組みながら，実行性が高く，

かつ実効性の伴う小単元型の学習計画『パッ

ケージ型ユニット』が効果的である」と述べ

ている。このことから，各教科の学習活動や

様々な領域での体験活動などとの関連を図り

ながら，全教育活動を通して教科等横断的な

視点を意識したカリキュラム・マネジメント

を 1年間通して取り組み，道徳科との関連を

図っていくことで，学校教育目標に向かって

道徳教育の充実を図ることができるのではな

いかと考えた。  

さらに，田沼 (2017)は，「道徳科における

パッケージ型ユニットとは，学校教育目標や

学校・学年の道徳的実態を踏まえて設定した

重点指導目標や現代的諸課題（いじめ，情報

モラル，環境，健康・福祉等）の解決テーマ

を複数時間の小単元としてカリキュラム・マ

ネジメントすることで，子ども一人一人の一

貫した道徳的課題意識を大切にする道徳学習

のプロセスである」と提唱している。  

道徳科の授業において児童生徒の学びを深

めるために，各教科・領域及び日常体験との

関連付けを意識した単元構成の工夫が求めら

れており，その具体的な実践例として，上記

図 2「パッケージ型ユニット」の構成パターン例  

― 68 ―

Akita University



 

 

のようなユニットの構成パターンが示されて

いる (図 2)。 

年間指導計画に，適宜，重点指導内容とし

てパッケージ型ユニットを位置付けることに

よって，具体的かつ実効性の伴う弾力的な道

徳科カリキュラムになることが期待されてい

る。  

 

（２）道徳教育に対する教員の意識調査 

研究 2 年目の年度当初に，道徳科に対する

意識調査や授業実践に関する成果と課題につ

いて整理，分析した。  

実施方法は，無記名の 4 件法による質問紙

調査で行い，管理職も含めた学級担任経験者

を調査対象とした。【計 9 名】  

 

 

 

①  道徳科の授業に対する意識について 

【質問1～5】については，日頃の道徳科の

授業に関する内容で，昨年度と比べると，全

体として授業の充実ぶりがうかがえる。自由

記述では「自分が教材研究をし，授業をして

子どもの変容を実感できるから。」「子ども

の様々な考えにふれることができるから。」

「子どもたちに道徳は大事な教科という意識

があり，発表できない子どもも自分なりの考

えをもって伝えようとしている姿に後押しさ

れているように思います。」等の肯定的な回

答が多かった。一方で，「展開の仕方がよく

わからず，何度やってもすっきりしないから

。」「高学年になると本音と建て前を使い分

けるようになるので，本当に自分事ととらえ

させることが難しいことも・・・」等，【質

問4】の「コーディネイト力」も含め，授業に

不安を抱えたまま臨んでいる教員も少なから

ずいることが分かる。 

【質問7，8】については，道徳科の授業計

画や教材研究に関する内容で，教科化となり

授業改善への意識が高まっているものの，じ

っくり計画や準備に取り組めない現状がうか

がえる。【質問6】の主題配列については，

学校行事や教科・領域等を意識した意図的な

配列変更を行っていることが聞き取り調査か

ら分かった(資料1)。 

 

②  道徳科授業に対する準備や計画について 

【質問1～3】については，6割以上の教員

が教科の進度や学校の重点内容項目の確認，

学校行事との関連を意識している様子がうか

がえる。各計画表の中でも，全ての教員が「

全体計画別葉」を活用しており，職員室内に

拡大掲示している効果は大きい(資料2)。 

 

 

 

資料 1 道徳科の授業に対する意識調査  
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【質問 4】の，道徳科の授業と他教科・領域と

の関連に関しては，昨年度と同様に，9 割

以上でほとんどの教員が意識している。そ

の具体的な内容は以下の通りである。 

・修学旅行，運動会，学習発表会等の行事と

の関連 

・健康，安全，心身の成長等の保健分野との

関連 

・総合的な学習の時間の農園活動を中心とし

た他教科での学習や体験活動を授業の導入

に活用している。 

これらの記述から，道徳科と他の教育活動

との関連を図った授業デザインが子どもたち

の道徳性を養うことに効果的であることを感

じていることがうかがえる。 

 

（３）今年度の実践について  

4 月の校内全体研修会において，今年度の

共通理解と共通実践のために，現行の学習指

導要領の重点でもあるカリキュラム・マネジ

メントの意義やパッケージ型ユニットの理論

の説明をした。さらに，今年度本校に赴任し

てきた職員向けに，昨年度の取組と実践事例

を紹介するとともに，様々な文献や書籍，研

究会資料をもとに，道徳教育に関する情報や

授業づくりのヒントとなるエッセンスを校内

通信としてまとめ，随時発行してきた。  

また，校内研究会の事前検討会も実施し，

主に単元構成の工夫について協議を深めるこ

とができた。  

その上で，パッケージ型ユニットの趣旨を

踏まえた授業研究会を 9 月に計画した。第 5

学年を対象に行われた授業実践について紹介

する (図 3)。  

 

①  授業の実践について 

授 業 の 導 入 に お い て ， 単 元 テ ー マ で あ る

「人々と理解し合うとは」を確認するために，

前時の教材「ドッジボール対決」を振り返り，

友達と互いに高め合う関係について学んだこ

とを想起していた (図 4)。その上で，本時のね

らいの中心となる他人に対する謙虚に広い心

で自分と異なる意見や立場について理解しよ

うとする心情に，子どもたちの視点を方向付

けた。展開後段でも，前時の学習内容，子ど

ものシート，振り返りがホワイトボードに掲

示されていることによって，道徳的価値に迫

るための一助となっていた (図 4， 5)。それが

終末の振り返りの場面でも生かされ，さらに，

資料 2 道徳科の授業の準備や計画に対する調査  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 「相互理解」をテーマにした単元構成  
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次時の授業（パッケージ型ユニット 3 時間目）

の動機付けにもなっていた (図 6)。   

パッケージ型ユニットの成果として，以下  

のことが研究協議会で話題になった。  

・前時の学習の振り返りが今日の授業につな

がっていた。  

・授業の導入段階から，問題意識をもたせる

ことができていた。  

・自分で書いた振り返りが掲示されることに

より，少しずつ心が成長していることを実

感できていた。  

②  別葉の拡大掲示について 

現行の学習指導要領解説総則編に「各教科

等における道徳教育に関わる指導の内容及び

時期を整理したもの，道徳教育に関わる体験

活動や実践活動の時期等が一覧できるもの，

道徳教育の推進体制や家庭や地域社会等との

連携のための活動等が分かるものを別葉にし

て加える」と明記されている。この全体計画

の別葉（単元及び主題配当表）に関しては，

本校のアンケートやインタビュー等の考察か

ら，教科等横断的な視点をもった主題配列と

学年全体を通して俯瞰的な視点をもって授業

に臨むことが期待できるため，今年度も本校

において継続して活用していくことを提案し

た。さらに，学年ごとに作成した別葉を職員

室内に拡大して掲示し，授業の計画段階や事

後において定期的に朱書きしていくことで，

全教員が全学年の実施状況を可視化できるよ

うにした  (図 7)。  

 

③  小学校 6 年間を見通した体験活動に関す

る年間系統表の作成 

                        
               

                

 １ 間目  ２ 間目  ３ 間目 

  
   

    
   

    
    

       
   

            
       

  教科・   

学校  「      」  

  教科・   

学年  「  学 」  

図 5 本 の板書  

図 4 前 の学 を教室内に掲示  

図 6 本校 5 年生のユニット例  

図 7 拡大掲示した別葉への朱書き  

体験 動 他教科  関連 図った

年 指導計画別葉 作成  
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本校では，道徳教育の重点目標に，「生

命の尊さ」を掲げており，現行の学習指導要

領解説道徳編にも「集団宿泊活動やボランテ

ィア活動，自然体験活動などの道徳性を養う

ための体験活動と道徳科の指導の時期や内容

との関連を考慮し，道徳的価値の理解を基に

自己を見つめるなどの指導の工夫を図ること

も大切である」と明記されている。教育活動

の柱となっている学校農園活動とのつながり

や各学年の体験活動との関連を可視化するた

めに，小学校 6 年間を見通した系統的な指導

計画の作成が効果的であると考えた(図 8)。  

 

５．本年度の実践に対する考察 

昨年度の実践からも明らかなように，同一

価値内容の授業を 2～ 3 時間をユニットとして

組んだ「パターンⅠ」では，計画の立てやす

さと道徳的価値の高まりを実感しやすいとい

うメリットがあった。昨年度の授業実践では，

この「パターンⅠ」のみの実践に留まってい

たため，今年度は「パターンⅡ」についての

取組を提案した。  

前述の「人々と理解し合うとは」をテーマ

設定するような場合，相互理解に関連する「友

情・信頼」「相互理解・寛容」「国際理解・

国際親善」といった 3 つの内容項目を，道徳

科のユニットとして 3 時間分の授業を計画す

る。さらに，学校行事「子ども夏まつり」と

学年行事「宿泊学習」を同一テーマの一部と

してユニットを形成し，それぞれ関連付けな

がら連続した学びとして指導することを実践

した (図 6)。  このように，ユニットを形成し

たほうが子どもたちの学習課題意識は明確で，

自分事としてより深い学びになっていること

が学習の様子や発言，学習シートの記述から

も感じることができた。こうした教育的な効

果を挙げるためにも，道徳科の授業では，多

様な価値を内包した日常的な生活としっかり

向き合えるような多様な取組が必要である。 

子ども自身の体験を通して，様々な知識や

技能との関連を図りながら道徳科の授業を展

開したならば，子どもたちの考えや発言に具

体性が加わり，道徳的価値をより一層深めら

れることは明白であり，「体験⇒道徳科⇒体

験⇒道徳科…」という流れから知識と道徳性

の一体化が図られ，子どもたちの内面に根差

した道徳性を養うことは容易に想像が付く。  

現行の学習指導要領解説道徳編では，現代

的課題として食育，健康教育，消費者教育，

防災教育，福祉に関する教育，法教育，社会

参画に関する教育，伝統文化教育，国際理解

教育，キャリア教育等を例示している。田沼

は「パッケージ型ユニットには，『これこそ

が定型』といった固定的な型は規定していま

せん。ただ，各学校で実際に実践するための

目安として，３つの緩やかなパターンを想定

しています。」とある。これらの現代的な課

題に取り組むためにも，各教科等の学習と関

連付けたり，多様な教材を活用したりして，

持続可能な発展も取り入れながら，様々な道

徳的価値を複合的に学ぶことができるよう指

導することの必要性が高まっている。 

今年度から，本校の研究主題が変更となり，

道徳科を窓口教科とした研究から，全教科を

対象とした研究へと大きくシフトした。道徳

科の授業づくりを中心とした本校の研究推進

図 8 体験活動に関する年間系統表の作成  
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は一区切りついたものの，今後もこれまで積

み重ねてきた研究の成果を継続し，さらに発

展させることができればと考えている。 

 

６．研究の成果と課題 

本校における道徳科の授業実践では，パッ

ケージ型ユニットの手法による各教科・領域

等の教育活動との関連を図ることによる教育

的な効果を検証することができた。道徳教育

の充実を実現する手立てとして，パッケージ

型ユニットの手法が有効であり，教科等横断

的な視点を取り入れたカリキュラム・マネジ

メントを継続して取り組むことで，実行性が

高く，かつ実効性の伴う道徳科の授業実践を

推進することが期待できる。 

さらに，職員室内に全体計画別葉を拡大掲

示することは，道徳教育の重点項目や授業改

善について全教員が共通理解するための手立

てとして有効であり，実用的な資料としての

効果的な活用が見られた。本校教員の中長期

的な計画立案を可視化したり意識付けしたり

する一助となった。  

一方，道徳科の授業実践の進め方について

は，各学級担任に一任されていることもあり，

各学年独自の行事や体験活動に偏り，学校全

体としての統一感は乏しいものになりがちで

ある。この課題を克服するために，本校の強

みであり，生活科と総合的な学習の時間の柱

でもある学校農園活動を取り入れた単元構成

を一層推進していく必要がある。 
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- 1 -

教師にとって主体的・対話的で深い学びとなる授業研究会の進め方

―教師の学びや学校の組織文化、研究推進の視点から―

仙北市立生保内小学校

三浦 和義

１．はじめに

令和２年度から小学校で完全実施となった

新学習指導要領の改訂の方向性の一つとし

て、主体的 ･対話的で深い学び（「アクティ

ブ・ラーニング」）の視点からの学習過程の

改善が挙げられている。前秋田県検証改善委

員会委員長の阿部昇氏が述べているように、

以前から秋田県内では質の高い「共同研究集

団」が数多く存在し、授業を通した校内研究

が進められている。研究協議会では、付箋紙

を用いたワークショップ型等の方法を用いて

積極的に話合いを行っている。また、所属校

（秋田県仙北市）がある秋田県南地区では毎

年2回（5月と1月）各小中学校の研究主任が

集まる「確かな学力向上推進協議会」が行わ

れている。これまで各学校を指導に回ってい

る指導主事は、少しずつ改善が図られている

が、「研究課題が共有できていない」「教科

の専門性の壁が越えられない」「抽象過ぎる

議論が行われている」の様子がまだ見られる

ことを挙げ、研究主任どうしの話の中でも、

同じような声が聞かれた。教員の大量退職時

代の到来を迎え、これまで積み上げてきた授

業における実践知を若手教員に継承し、さら

に発展していくことが求められている。それ

らを具現化するものとして、校内で行う授業

研究会が挙げられる。子どもの学び方が変わ

ろうとしている今、教師自身もこれまでの学

びも見直し、変えていく必要があるではない

かと考える。そのためにも、授業研究会が授

業者やそれに関係した教師だけでなく参加者

一人一人にとって、課題意識をもち「主体的」

に研究会に臨む姿勢や、視点を基にした「対

話的」な話合いの場、出された意見をつなぎ

合わせ、これまでの課題の解決や新たな課題

の発見、自分の課題への追究意欲等につなが

るような「深い学び」となっているか、改め

て見直す必要があるといえる。

２．研究の目的

本研究は、授業研究を通した教師の学びを

はじめ、学校の組織文化や研究推進の在り方

等に焦点を当て、授業研究会における教師の

深い学びとは何かを明らかにしながら、教師

一人一人にとって学びが広がり、より深めら

れる授業研究会の進め方についての提案を

し、その検証を図ることを目的とするもので

ある。

３．研究の内容と方法

1年目は、各種文献研究を通し日本の授業

研究の歴史と特徴、その現状、授業研究会に

おける教師の学びをはじめ、学校マネジメン

トの視点から学びの場となる学校の組織文

化、研究推進の在り方の考察、また、所属校

をはじめ県内4校を対象としたアンケート調

査から、教師はどのような気持ちで授業研究

会に臨んでいるのか、また、どんな形で、ど

のような学びを深めているのかを整理・分析

し、授業研究会の充実及び改善のためのポイ

ントを抽出し、所属校における授業研究会改

善プランの作成、そして、2年目はそのプラ

ンを所属校で実践し、検証を図っていくとい

う形の2年間の計画で進めた。

なお、本論文では、授業提示及び参観をは

じめ、事前に行う指導案検討会、事後に行う

協議と指導者からの指導助言のセットで行わ

れる研究協議会を、「授業研究会」としてま
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とめて用いることとする。

４．理論的基盤

（１）日本の授業研究の歴史と特徴

日本における授業研究は、明治時代の近代

公教育の導入と同時に始まり、明治30年代に

は授業批評会として各学校に制度的に位置付

けられた。そして、次第に定められた教材を

どのように伝達するかを目的とした、形式的、

儀式的なものに変わっていった。さらに、教

師個人よりも学校の共同成果と捉え、授業研

究を校内研修の大きな柱として、教員相互で

協働的に運営していくような形で実践される

ようになってきた。鹿毛ら(2017)は、このよ

うな日本の伝統的な授業研究は「レッスン・

スタディ(Lesson Study)」と呼ばれ、教師の

実践的力量を育むとても優れた手法であり、

世界からも注目されるものになっていると述

べている。さらに、このような日本型授業研

究の特徴として、「『現場第一主義』の研究」

「実践コミュニティ（学び合う共同体として

の学校）を基盤としていること」「事前・事

中・事後といった授業実践プロセスに応じた

リフレクション的思考が組み込まれている」

ことを挙げている。しかも、これら3つそれ

ぞれのメリットが重なり合うことで相乗効果

を発揮し、教師の学びと成長を促していると

も示している。

また、石井ら(2017)は、授業研究には、「効

果検証志向の授業研究」（指導案の作成、研

究授業の公開、観察者を交えた授業批評会を

行う形）と「経験理解志向の授業研究」（私

小説をモデルとする物語調の実践記録のスタ

イル）があるとしている。現在所属校を中心

に行われている授業研究は、子どもの姿を通

して教員が互いに語り合い、授業批評とまで

はいかないものの石井ら(2017)が述べている

「効果検証志向」的なものが多いといえる。

（２）授業研究における教師の学び

鹿毛ら(2017)は、授業研究を「一人ひとり

の子どもの学びや成長を促すための教師の学

びや成長を支える研修システム」と述べてい

る。実際、前述したように校内における授業

研究は現場を離れず、学校という中でより身

近な仲間どうしで行われるものとなってい

る。また、子どもたちの学びや成長を実現す

るための授業づくりと、専門職としての教師

の成長のためという2つの側面から授業研究

は必須といえる。

このような授業研究を通した教師の学びの

過程として、石井ら(2017)は、「教師の力量

は、大学での教員養成において完成するもの

ではなく、生涯にわたる『研修』（研究と修

養）を通じて形成されていくものである」が、

その多くは日々の授業実践をはじめとした授

業研究の場が大きな役割を果たしていると述

べている。

実際、授業研究では、個々の教師が課題を

もち、よりよい授業づくりを目指して行われ

ているが、この「よい」とは、教師によって

その判定基準が異なる。だからこそ、「より

よい」とは何かをそれまでの実践や自らの見

識等を基に、経験年数や専門教科等関係なく、

参加者同士が主体的・対話的に意見を出し合

い、教育的な妥当性を常に問い続けることが

求められる。

このような過程を通し、教師としての実践

的な力や技が磨かれ、「なすことによって学

ぶ」という言葉があるように、実践の中で省

察的に思考し、実践知を蓄積しながら、実践

をよりよいものへと教師自らが調整を図って

いくことで進められていく。ただ、他の教師

がつくり上げ一般化された力や技を真似るだ

けでは効果を上げられず、より実践的なもの

になり得ない。それには、子どもの的確な実

態把握とその理解の上で授業を構想すること

をはじめ、実際の授業の中で多様に展開され

ていく子どもたちの反応を拾い、それに合わ

せて教師が持っている技を駆使しながら、授

業のねらいに迫るためにコーディネートして

いくという判断力（石井ら(2017)はこの力を
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「即興的判断」としている）が求められてい

る。その形成には経験を積み重ねることが必

要である。図1でまとめたように、成功と失

敗の原因は何か、授業研究会での他の教師と

のやりとりの中で常に省察し、次につなげて

いくといった機会をいかに設け、どう充実さ

せられるかが教師としての力量を高めるポイ

ントにもなるといえる。このように授業研究

は、教師一人一人の経験に基づく実践知を共

有し、それらを蓄積することもできる場でも

ある。

図1 教師の即興的な判断力を高めるためのサイクル

＊石井ら(2017)の「教師の実践研究としての授業

研究のサイクル」を基に作成

（３）学校の組織文化の在り方

前述したような学びの場にしていくために

は、千々布(2014)は「教員のまとまりが子ど

もの授業に与える影響が大きい」「授業研究

は、学校の組織文化を高めることを目的とし

て実施した方が、結果として授業力向上につ

ながり、生徒の学力向上に効果がある」と述

べているように、学校という組織文化の在り

方がポイントとなるといえる。さらに、千々

布(2014)は、授業研究とプロフェッショナル

･ラーニング･コミュニティ（以下、PLC）の

関係について、「 PLCが構築されている状況

とは、教員間のコミュニケーションが活性化

され、価値観や実践が共有され、授業水準が

向上し、その結果児童生徒の学力が向上して

いる状況である」と示している。「授業研究

を実施していくためには、校内に授業研究に

前向きに取り組む文化の構築が必要である」

と述べていることからも明らかである。

実際、授業研究において校内研修を司る研

究主任がリーダーシップをとって進めたとし

ても、経験年数や在籍年数が異なる教師同士

に学び合う関係が構築されていないと、教師

一人一人の学びにつながる本来の授業研究会

としての機能は果たせないといえる。それは

まさしく子どもの学びと同様で、教員同士で

他を受け入れる人間関係ができていることが

大前提となる。

図2 プロフェッショナル・ラーニングコミュニティを

核とするそれぞれの力の相関関係

図2でまとめたように、逆を言えば、その

ような教師同士の学び合いが成立するという

ことは、一緒に働く仲間たちと教育について

語り合うというコミュニケーションが行わ

れ、教師同士の協働性をさらに高めていくこ

とができる。「教師が変われば子どもも変わ

る」という言葉に表されるように、組織とし

ての学校力の向上とともに、全国的にも注目

されている秋田の授業力の継承とさらなる発

展にもつながっていくといえる。

（４）研究推進（研究主任の役割、研究推進

チームの体制づくり等）の在り方

教師誰もが日々の授業を充実させ、子ども

たちの成長を願う一方で、昨今多忙化解消等

働き方改革が叫ばれている中で、授業研究会

をはじめとする校内研修の場をいかに充実さ

せるかは、それをリードしていく研究主任の

手腕にも大きくかかっているといえる。原田

(2017)は、「校内研修を企画することは、授

業を創造し、構想していく営みに似ている。」

と示しているように、授業研究会を一つの単

元として捉え、学校全体の課題または教師一

人一人の実態を把握した上で計画を立て、様

様な準備をして臨むことが求められる。具体
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的には、原田(2017)が授業と共通する要素と

して挙げている「ねらいは何か」「教師一人

一人の活躍の場が保障されているか」「教師

一人一人の思考が深まっていくように展開さ

れているか」「評価や振り返りはどのように

行うのか」を意識し、教師一人一人にとって

達成感や充実感を味わえるようなものにして

いく必要がある。

さらに、このような計画を立てるに当たっ

ては、研究主任一人が責任を負うだけでなく、

校内の研究推進体制を整え、チームとして取

り組むことも大切である。検討もせず、新た

な取組に対して抵抗感を示すなど「○○あり

き」になりがちな教師の考え方に新しい風を

吹き込めるような環境をつくり出すために、

そのチームには経験年数の浅い若手教師や他

校から異動して間もない教師もメンバーに入

れ、常にブラッシュアップしていくことも必

要である。さらに、一つの授業研究会が終わ

ったら、成果と課題をまとめ、課題に対して

は改善策を講じ、日々の授業実践や次の授業

研究会に反映させていくといったPDCAサイク

ルを機能させることも求められる。

このように研究主任等を、小島(1996)は「個

人と組織の間に融合的な相互補完的なつなが

りをつくる」「両者を媒介する存在」であり、

「学校ミドル（スクールミドル）」という形

で提起した。教師一人一人が求めるニーズと

学校としての研究主題（課題）の共有化が行

われていなければ成果は期待できない。この

2つをつなぎ、学校としての教育課題の改善

をめざし、研究推進していくためには、学校

ミドルが果たす役割が大きく、また管理職を

中心に学校全体でどう育てていくかも大切に

なる。

以上のような文献研究及び所属校と児童数

がほぼ同規模の学校（潟上市内1校、大仙市

内2校)の計4校の教員38名。なお、所属校以

外は研究指定を受けていない。）へのアンケ

ート調査の結果と、所属校の教員に対する研

究協議会における教師の「深い学び」授業研

究会での教師の意識アンケート調査（テキス

トマイニングによる分析）の結果も基に、授

業研究会改善プラン（別紙資料）を作成した。

プランのポイントとして、以下のように、教

師一人一人の学びの過程に焦点

化を図ったものとした。

①学校全体の課題とリンクさせながら教師

一人一人が具体的な課題の設定とその検

証を行う場を設定する。

→全体研修会のもち方の工夫

→長期・短期のPDCAサイクルでの取組

→日々の授業実践との往還

②学びの「見える化」と学びの「蓄積」を

図る。

→各種シートの活用

＊客観的な評価・検証への活用も

→ポートフォリオの活用

＊個人用の研修ファイルの導入

５．2年目の実践

以下、授業改善研究会プランで示したポイ

ントとなる「全体研修会（年度当初・年度

末）」「授業研究会」を中心に、2年目におい

て実践した主な内容と考察をまとめる。

（１）はじめに（年度当初の職員会議）

4月初めの職員会議においては、各種行事

の実施計画等伝達・確認事項が多く、研究に

ついて詳しく伝えることは難しい。そのため、

研究としての提案内容としては、学校で統一

しているノートの種類、教室内の掲示物及び

それらの位置、子どもの持ち物、学習スタイ

ル等授業をスタートするに当たって必要最低

限のものを確認した。一方で、約1か月後に

全体研修会を行うことを確認し、前年度の研

究の成果と課題をまとめたものも配付し、そ

れまでに学級づくりを通し、子どもの実態を

把握してほしい旨を伝えた。

（２）年度当初の全体研修会

その後、国の緊急事態宣言を受け、臨時休
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校になり、実態把握まではいくことができな

かったが，予定通り4月末に全体研修会を行

った。研修の流れは、参加者が受け身になら

ないように、はじめに問題を提示し、めあて

を考えてもらうという普段の授業のスタイル

に当てはめながら行った。はじめに、改めて

前年度をはじめ、過去3年間、国立教育政策

研究所及び秋田県から受けた研究指定を通し

て見えてきた成果と課題を整理した上で提示

し、今年度ポイントになることは何か協議し

た。そこで出てきたものを整理すると、図3

図3 研究主題と授業づくりの在り方を図式化したもの

にあるように、事前に校長との打合せの中で

出てきたものと同様に、3つの学びの中の「対

話的な学び」に関連していた。そして、図4

のように事前に立案し作成した研究主題及び

図4 研究主題と授業づくりの在り方を図式化したもの

授業づくりの重点を提案し、「対話」を研究

のキーワードとすることで確認した。その後、

「対話力を向上させるためのポイントと手立

て」についてグループ協議を行い、図5にあ

るように多くのキーワードが導き出された。

このように、グループ協議を交えた全体研修

を行う中で、教員一人一人が課題に対し意見

を出し合い、思いや考えを出し合うことで短

時間で充実したものになったという声が聞か

れた。

図5 グループ協議の結果（高学年部）

（３）授業研究会

①コロナ禍での対応

5月、教育事務所から「３密にならないよ

うな授業提示及び研究会等を行うこと」「訪

問指導主事に送付する指導案も検討会を短時

間を行うことを踏まえ、本時案のみでよい」

といった新型コロナウイルスの流行に配慮し

た計画訪問を行うよう通達が入った。ただ、

この時点で6月の図工科の指導案がほぼ出来

上がったこともあり、1回目は従来と同じ形

式で、提示することとしつつ、検討会及び

研究会では効率的な協議の仕方を中心に見

直し、実施することとした。具体的には、

検討会では授業者には指導案の事前配付及

び検討内容を精選し、検討時には授業者が

グループを適宜回りながら、協議の様子を

聞き取るとともに、参加者からの質問等に

答えていくような形とした。また、授業研

究会の精選と効率化を図るため、指導案検

討会時の話合いの内容をまとめ、指導案送

付の際、担当指導主事に資料として添えた。

（以後の計画訪問時からは本時案のみとし

たが、担当指導主事から指導助言の焦点化、

授業者の思い等が把握しやすいといった声

が聞かれ、検討会時の話合いの内容は継続

して行うこととした。）
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図6 指導案検討時の話合いのまとめ

②授業提示・参観

子どもへの影響等も考慮し、特別支援学級

の計画訪問の時では、マイクロソフト社の

teamsを用い、指導主事等を除いた参観者に

は授業の様子を隣の教室において、映像を通

して参観してもらう形を採った。（＊この取

組は特別支援教育セミナー時、さらに３密対

策が求められていた学習発表会等においても

活用するきっかけとなった。）

③研究協議会

前述したように、これまで以上にコロナ対

策を求められた中での協議は時間短縮をはじ

め、一人一人の

教師の学びに沿

いつつ、学校全

体の研究を進め

ていく上で、い

かに内容を精選

するかがポイン

トとなり、校長

とも何度も相談

した。その上で

参観及び協議の

図7 グループ協議の結果 視点を焦点化し、

図7のような台紙を用意し、グループ協議を

行うととともに、前述した指導案検討時のま

とめたものを基に指導助言もしていただき、

授業提示者・参加者にとって、課題の解決に

つながるきっかけとなり、より充実した研究

協議会とすることができた。

このように、研究協議会での協議内容・指

導助言は改めて紙面にまとめ、職員会議にお

いて翌月の実践事項の一つに取り入れて提案

し、それをまた月末に振り返りをするなど短

期のPDCAサイクルで取り組むことにした。

６．改善プランの実践を通した教師の「深

い学び」

昨年度と同様の形で研究会ごとに、「研究

協議会における深い学びになった（なる）時

とはどんな時か」について、自由記述の形で

書いてもらい、改善プランの実践を通した教

師の「深い学び」を改めて検証した。検証方

法としては自由記述の内容を、テキストマイ

ニング分析（65段落65文）し、筆者を含む教

職大学院（現職教員）3名で質的な側面を加

味し考察を行った。

はじめに、図8のように4つのクラスターに

分類した。1つ目は「具体」「提示」「子ども」

図8 クラスター分析

といった語から「授業参観・提示を通した学

①授業参観・提示

を通した学び

②研究協議での深

まった場面

③新しい教育への

対応

④実践につながる

教師の一人一人の

具体的な学び
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び」という深い学びにつながるための実際の

指導及び子どもの姿に関するもの、2つ目は

「内容」「話合い」「指導」といった語から

「研究協議での深まった場面」という研究協

議のもち方に関するもの、3つ目は「必要」

「プログラミング」といった語から「新しい

教育への対応」という授業研究会の目的の一

つに関するもの、4つ目は「授業」「学習」「大

切」「設定」「考え方」といった語から「実

践につながる教師の一人一人の具体的な学

び」という授業研究会を通した多くの学びに

関するものという形に分類することができ

る。

さらに、図9や図10のように、抽出語の品

詞別の出現回数、共起ネットワークで分析し、

3つを関連付けて考察してみると以下のよう

なグループに分けることができる。

図9 抽出語の品詞別の出現回数

①「授業」「子ども」「学習」「実践」といっ

た日々の実践を基にすること

②「実態」「具体」「手立て」といった日々

の実践に生かしていこうという意欲

③「考え方」「見方」「プログラミング」と

いった新学習指導要領でのキーワード

④「焦点」「対話」「課題」といった日々の

実践につなげるために大切なこと

図10 共起ネットワーク

この結果から研究協議会を通した教師の学

びは、実践を通した日々の課題を明確にし、

それらを授業研究会で解決を図り、次の実践

に生かしていこうという姿であるといえる。

経験年数をはじめ、子どもの発達段階や実態、

自校での在職年数によってもその課題は様々

であり、それらを学校課題や研究主題といか

に関連させ、一人一人の教師が一つでも多く

の学びにつなげ、参加への達成感・充実感を

もつことが大切であるといえる。

７．授業研究会改善プランの成果と課題

以上のような実践及び検証を通し、1年目

に作成した授業研究会改善プランの成果と課

題を以下に示す。

（成果）

・年度当初の全体研修会のもち方を見直

し、約1か月間の実態把握を基に、学校

課題やこれまでの研究での課題を通し、

ポイントとなることをキーワードとして

共有できた。

・課題を解決するために出された様々な手

立てを毎月の重点実践事項として提示す

るとともに、その振り返りを通して、教

員の一人一人の取組を共有し実践につな
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げることができた。

（課題）

・一連の学びのサイクルを基にした授業研

究会を行うことができたが、教員一人一

人が授業研究会を通し、学びの変容がど

う見られたのか客観的に評価できる具体

的な手立てを講じたり、学びの蓄積とし

てポートフォリオを案に取り込んだが、

個々の先生方に任せる形になったりと、

結 果的 に は 実 行す ること ができ なかっ

た。

・授業研究会後の学びの振り返りを基にし

た協議の場が設けられず、教員の生の声

を聞くことができなかった。（＊紙面の

みだった。）

・学校組織としての研究部としての機能を

果たすことができず、研究主任が一人で

悩んだり、抱えたりすることが多かった。

８．最後に

以上、2年間にわたった本研究を通し、授

業研究会改善プランの作成の基となった教師

一人一人にとっての「深い学び」というもの

は何かは以下のようにまとめられるといえ

る。

研究協議会における教師の深い学びは、「自

校の学校課題や研究主題も踏まえ、日々の実

践を続け、その中で課題をもつこと」「それ

らを指導案検討会等で教師間で共有し、焦点

化を図ること」「実際の授業では、提示者は

その課題解決のため様々な手立てを講ずるこ

と、参観者はその手立てが実際の子どもたち

の姿を通して有効だったのか見取ること」、

「協議では、提示者と参観者がそれぞれの立

場から、また教師一人一人の経験や専門性か

ら検証し合い、まとめること」といったそれ

ぞれの過程の中にあるといえる。

なお、この1月南教育事務所が主催として

行った「確かな学力」向上推進協議会Ⅱにお

いて、各校における研究推進の状況について

のまとめが提示された。成果としては、「授

業研究会等で、共通実践事項の有効性等を子

どもの姿で見取り、検証している。」「短期

のPDCAサイクルを回して検証し、その後の授

業づくりに生かしている。」などが、課題と

しては、「共通実践事項が多い。」「共通実践

事項を実践することが目的化している。」「研

究主任の負担が大きい。」「研修の取組に対

する一人一人の必要感に温度差がある。」が

挙げられていた。2020年度は小学校では新学

習指導要領の完全実施、中学校では移行期と

なった１年間であったとともに、さらに新型

コロナウイルス感染拡大による休校等によっ

て学校経営の運営上様々な制約や工夫が求め

られた。そのせいもあってか、「学年部ごと

に研修を進め授業改善を図ったが，他の学年

とのつながりを意識しているとは言えない。」

「児童の実態や発達段階に応じた取組を全校

で捉えられていない。」という実態が見られ、

「全校体制で組織的に研究を進めることが難

しい。」という大きな課題を挙げていた。本

校では、新任の校長の下、全職員が休校を迎

えるにあたっての対応、休校明けの学習指導

や学級経営の工夫、そして学校行事の実施方

法の検討等に日々に追われる中で、校内研究

にとても意欲的に取り組む姿がたくさん見ら

れた。

次年度以降も「主体的・対話的で深い学び」

の実現に向けた授業改善のための取組が各地

で盛んに行われていくだろう。そういった教

師たちの頑張る姿が子どもの学びの充実・改

善につながり、そして学校全体も変えていく。

全校体制での組織的な研究を進めていくに当

たって、その具体的で、直接的に学ぶことが

できる場である授業研究会は大きな学ぶ機会

である。教師一人一人が校内研修を自分事と

して捉え，必要感をもって研修に臨むことが

できるように、研究主任のコーディネート力

が求められている。さらに、研究主任だけで

なく研修部のような形で校内組織を活性化
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し、教師同士が対話し、互いに学び合いなが

ら、教師一人一人が成長を実感できることが、

さらなる授業研究会の改善・充実につながっ

ていくと思われる。今後もミドルリーダーと

して、また学校組織を構成する一人として、

校内研究の推進に関わっていきたい。
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入院により特別支援学校に転学した児童生徒の復学支援システム の運用  

 

    

秋田県 立秋田 きら り支援学 校      

         佐藤  忠 浩   

 

1．はじめに 

（１）手術や治療により入院が必要な児童

生徒の教育の現状 

 近年、医療の進歩等により長期間入院する

子どもが少なくなり、入院の短期化と頻回化

が進んでいる。しかし、障害の状況や病気の

状態により必要となる手術や治療によって

は、医療機関に長期間入院しながら特別支援

学校に学籍を移して学習する児童生徒もい

る。  
 滝川（2013）は入院することになった子ど

もは入院前まで通っていた学校を長期欠席し

ていることが少なくないことや、入院中も病

状や治療等によって授業時数の制約、学習の

空白や遅れ、病気に関わる不安等による学習

意欲の低下などの傾向が見られることから、

子どもが主体的で意欲的に活動できる環境を

整備し、達成感、自己効力感を持つことがで

きるように配慮しながら教育活動を行うこと

の重要性を指摘している。  
平成 30 年 3 月に示された特別支援学校学習

指導要領解説各教科等編において特別支援学

校や特別支援学級、通常の学級に在籍する病

弱教育の対象となる児童生徒だけではなく、

通常の学級の児童生徒が入院中に特別支援学

校で教育を受ける期間や、原籍校に復学した

後の通常の学級における教育でも、個々の教

育的ニーズに応じた配慮が求められている。  
手術や病気の治療のために、入院して特別

支援学校に学籍を移して教育を受けるケース

において、原籍校と転学先の特別支援学校、

入院する病院とが連携を図りながら、個別の

ニーズに応じた支援を行う必要があると考え

る。  

 なお、本報告書では児童生徒の学籍が復学

時に入院前の学校に戻ることを前提に、復学

先の学校について原籍校と記載する。     
（２）A 県立 B 特別支援学校（以下、B 校）

における入院児童生徒の教育の現状  
 B 校は A 県で唯一の肢体不自由者及び病弱者

を対象とした特別支援学校である。全校児童

生徒の約 25％が隣接する A 県立 C 医療療育セ

ンター（以下、C センター）に入所しながら登

校している。その中には手術のために小・中

学校の通常の学級から B 校に転学し、入院し

ながら教育を受ける児童生徒が年間 5 名ほど

いる。入院して手術及び入院治療を受ける児

童生徒のほとんどが、経過に応じて 3 か月～1

年間程度の入院期間を経て原籍校に復学して

いる。  
 

２．問題と目的 

 原籍校への復学に向けた支援について平賀

（2010,2016）は、復学時期が決定してからで

はなく入院中から始動する必要があること

や、復学後の教育保障や学校生活で生じる問

題への対応も含め、関係者間の連携による一

貫した復学支援体制の構築を提唱している。  
筆者は 2019 年度、「入院により特別支援学

校に転学した児童生徒の復学支援システムに

関する検討」をテーマに研究を行った。その

研究では、入院時から退院後の学校生活まで

を見通す一貫した支援体制を整えるために、

教育や医療等関係者からのインタビュー調査

を基に、復学支援システム（図１）を構想し

た。そこで 2020 年度は、構想した復学支援シ

ステムを運用し、実際に原籍校に復学した児

童の関係者を対象にインタビュー調査を実施 
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した。その結果をもとに、復学支援システム

運用の成果と課題を明らかにし、その評価と

システムの検証をすることを本研究の目的と

した。 

 

３．方法  

（１）対象 

下肢の手術による A 県の C センターへの入

院にともない、A 県の D 小学校（以下、D

校）から B 校に転学して教育を受けていた児

童 a について、復学支援システムを運用し、

原籍校への復学支援を進めてきた。その実践

について児童 a の保護者、児童 a の原籍校で

ある D 校の担任、B 校の児童 a の担任、C セ

ンターの医師及び病棟看護師長の５名を調査

対象とした。C センターの医師は整形外科医

であり、センター長である。 

（２）調査方法・内容 

半構造化面接法によるインタビュー調査を

行った。インタビュー内容は以下の項目とし

た。  

○医療機関と学校との連携について 

○入院中の児童への学習保障について 

○スムーズな復学に必要なことについて 

（３）手続き・倫理的配慮 

対象者に本研究のテーマ、趣旨、データの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

活用と公開について説明した。また、インタ

ビューの拒否や録音等に関する倫理的配慮を

説明し、実践研究報告書作成の了解を得た。

インタビューの際、対象者の許可を得て IC レ

コーダーに録音し、必要に応じてその場でメ

モをとった。 

（４）分析 

インタビュー時間は 1 名あたり 30～40 分で

あった。インタビューで聞き取った内容を逐

語録としてまとめ、語りからエピソードを切

り分けたうえでカテゴリーの分類を行い、考

察した。 

 

４．結果  

インタビュー内容から抽出したラベルは全

部で 157 枚になった。各関係者の発言内容を

もとにカテゴリー化して分類を行ったとこ

ろ、「支援会議」「学習保障」「復学準備」「連

携ツール」という４つのカテゴリーに分類さ

れた。また、それぞれのカテゴリーを成果と

課題に分類した上で、分析した（表１）。な

お、（ ）の数字はラベル数を示す。 

（１）支援会議 

「支援会議」のラベルは 50 枚となり、成果

と課題についてそれぞれ 2 つの小カテゴリー

に分類された。 

図１ 入院により特別支援学校に転学した児童生徒の復学支援システム  
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 1)成果 

①教育と医療の協働 

 治療に関することや学習に関することにつ

いて、連絡調整が確実にでき連携が図られて

いたことが挙げられた。たとえば「学習予定

について看護師さんからの配慮があった」（B

校担任）ことや、「毎朝養護教諭の先生たち

が来てくれる」（医師）ことが語られた。ま

た、治療の様子やリハビリの進み具合につい

ては、C センターから保護者に伝えられた情

報が D 校の担任に確実に伝わっていたことも

挙げられた。B 校担任からは、B 校と C セン

ターの共催で実施されている「連携ケース検

討会（リハカンファレンス）」について「医

者、看護師、リハビリの担当者、保育士がそ

ろって参加している」ことや、「学校での過

ごし方や身体面での配慮事項を伝えてくれ

る」ことが児童の実態や課題の共有の場とし

て有効であることが語られた。 

 ②ガイダンス機能 

 入院中の学校生活や退院までの見通しをも

つうえで、入院前のガイダンス機能が有効で

あったことが挙げられた。たとえば、「教育

相談の場は安心につながった」（保護者）こ 

 

と、「保護者と児童、教頭、学部主事、コー

ディネーター、担任が話し合う機会はとても

大事だった」（B 校担任）といったことが語ら

れた。 

 2)課題 

 ①入院時支援会議・早期の情報共有 

 B 校の担任から、担任同士が互いに面識が

ない状況で電話や FAX だけで入院前のやり取

りを進めている現状が語られた。また、D 校

担任からも「可能であれば、関係する方と一

緒にお話しできたほうがよかった」というこ

とや、「（入院時支援会議が）実施できれば安

心だと思う」といったことなど、入院時の支

援会議の実施が求められた。さらに「評価す

るまで待つのではなく、早めにやったほうが

いい」（医師）こと、「早いうちにお子さんの

特性が分かったほうが取り組みやすい」（看

護師長）など、早期の情報共有の場の設定が

求められていた。医師からは、「早めに 1 回

実施して、評価が定まった時点で 5 分でも 7

分でも行う」ことや、「ICT の時代なので、B

校も D 校も関係なく時間を設定できる」こ

と、「入院時は医師、看護師、学校、保健の

先生の参加が必要」など、今後の支援会議の

表１  復学支援システムの運用における成果と課題 (157) 

大カテゴリー 中カテゴリー 小カテゴリー 

(1)支援会議(50) 1)成果(22) 
 

①教育と医療の協働(19) 
②ガイダンス機能(3) 

2)課題(28) ①入院時支援会議・早期の情報共有(19) 
②退院時支援会議の実施（9） 

(2)学習保障(46) 1)成果(37) ①個別ニーズへの配慮（23）  
②交流及び共同学習（14）  

2)課題(9) ①教員の ICT リテラシーと ICT 環境（6） 
②学習集団への対応（3） 

(3)復学準備(30) 
 

1)成果(8) ①学習進度の調整(4) 
②継続した関係者間の連携(4) 

2)課題(22) ①復学までの見通しと環境の整備(9) 
②継続的な交流(8) 
③原籍校の支援体制(6) 

(4)連携ツール(31) 
Ⅰシステムを動かすツール(20)

（個別の教育支援計画） 
 

1)成果(7) ①共有ツール(5) 
②復学後の活用(2) 

2)課題(13) ①記載項目や内容の充実(9) 
②専門性の向上(4) 

Ⅱシステムを動かすキーパーソ
ン(11) 

 （コーディネーター） 

1)成果(5) ①担任のサポート(5) 

2)課題(6) ①役割の明確化(4) 
②積極的なコーディネーション(2) 
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在り方として、具体的な実施方法や参加する

関係者の提案がなされた。 

 ②退院時支援会議の実施 

 退院時支援会議の実施に関する課題とし

て、たとえば「退院して戻ってから、どうい

うところに配慮すればいいのか心配だった」

（D 校担任）ことや、「家庭の状況を学校が知

らないと困るので、必要に応じて福祉の担当

と学校も入って実施する必要がある」（看護

師長）ことが語られた。また、医師からは、

「帰る前は医学的なこと、生活面を含めて育

成のスタッフ、リハビリのスタッフも全部入

れてやったほうがいい」と実施に向けての具

体的な参加者の提案がなされた。 

（２）学習保障 

「学習保障」のラベルは 46 枚となり成果と

課題についてそれぞれ 2 つの小カテゴリーに

分類された。 

 1)成果 

 ①個別の配慮 

 インタビュー対象者それぞれから、児童 a

に対して個別の配慮がなされたことにより、

入院中の学習の充実が図られたことや学習に

ついてのニーズに応えられたことが成果とし

て挙げられた。たとえば「D 校で一度やった

勉強を B 校でやったらしく、わからなかった

ところが復習できた」（保護者）ことや、「学

校間の連携を図りながら、復学する大体の時

期まで合わせて単元を入れ替えた」（B 校担

任）こと、「単元の順番を配慮していただ

き、個別に指導していただいた」（D 校担任）

こと、「その子に合ったレベルに対応でき

る」（医師）ことが語られた。また、医師と

看護師からは、医療機関での生活と特別支援

学校での学校生活の個別のニーズへの対応

が、入院児の主体性を育み、将来的な本人の

社会生活に与える効果についても語られた。 

 ②交流及び共同学習 

 入院中にオンラインで実施した原籍校との

交流及び共同学習が効果的であったことが挙

げられた。たとえば「今まで会ってない友達

とリモートだけど会って交流し、話ができた

のはよかった」（保護者）ことや、「帰るよっ

ていうところに向けて気持ちが変わり、すご

くやる気になった。退院への意欲というのは

増えた」（B 校担任）こと、「顔を見ながらお

話しできたことは、つながりを実感できた」

（D 校担任）ことが語られた。また、周囲の

児童に及ぼした効果についても挙げられた。

たとえば「自分はよくなっているんだよ、こ

この友達に囲まれて頑張っているところを伝

えることができた」（B 校担任）こと、「B 校

の友達も一緒に出てくれたことで、B 校での

様子も伝えることができた。リアルタイムに

顔を見て話しできたことは、新しい経験だっ

た」（D 校担任）ことが語られた。さらに、B

校担任からは、オンラインの交流以外にも D

校の友達と継続した交流がなされていたこと

が成果として挙げられた。たとえば「クラス

全員に手紙を書かせてくださって、病棟に届

けてくださった」ことが語られた。 

 2)課題 

 ①教員の ICT リテラシーと ICT 環境 

 オンライン交流の実施に向けて、教員の

ICT リテラシーについての課題が指摘されて

いた。たとえば「今までやったことがなく、

やり方が分からなかった」（B 校担任）こと

や、「全職員ができるかと言われると難し

い」（D 校担任）ことが語られた。また、ICT

環境の整備の課題として、D 校では ICT の環

境やシステムが整っていないことや、担任の

個人アカウントを使用せざるを得なかったこ

とが挙げられた。なお、ICT の活用に際して

医師からは、不登校傾向など、入院児の原籍

校での登校状況を踏まえて実施するなどの配

慮が求められた。 

 ②学級全体への対応 

 B 校担任から、児童 a の入院後、他小学校

から 3 名の児童が転学したため、学習進度の

異なる 4 名の児童への対応の在り方が課題と
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して挙げられた。たとえば「違う市町村にな

ると採択する教科書が異なる」ことや、「単

元の順番が入れ替わり、テストの内容が前後

してしまう」こと、「それぞれにやりたいこ

とや課題があること」が語られた。 

（３）復学準備 

「復学準備」のラベルは 30 枚となり、成果

について 2 つの小カテゴリー、課題について 3

つの小カテゴリーに分類された。 

 1)成果 

 ①学習進度の調整 

 復学後、原籍校の学習にスムーズに加わる

ために B 校と D 校の連絡調整のもと進度の調

整が効果的に進められたことが成果として挙

げられた。たとえば「学習進度をすごく気に

していただいた」（D 校担任）ことや、「勉強

の進度を調整して、D 校に勉強の様子を細か

く伝えていた」（B 校担任）ことが語られた。 

 ②継続した関係者間の連携 

 継続的に関係者間で連絡が取られ、連携が

図られていたことの成果が挙げられた。たと

えば「D 校にお子さんとのつながりを切ら

ず、つないでおく」（D 校担任）ことや、「病

棟と頻繁に連絡を取り、すれ違いを防いだ」

（B 校担任）こと、「保護者との連絡は細かく

取り、がんばっていることをお知らせして安

心してもらった」（B 校担任）ことが語られ

た。 

 2)課題 

 ①復学までの見通しと環境整備  

関係者間で入院から復学までの見通しをも

ち、入院児の身体の状態に応じた環境を整備

する必要性が指摘された。たとえば「最初に

どういう状況で帰るかという見通しをもつ」

（医師）ことや、「復学時の身体の状況によっ

ては原籍校で受け入れるのが難しいと言われ

るケースがある」（看護師長）こと、「子ども

の身体に合わせた生活と学習環境を整えてや

る」（B 校担任）こと、「安心して戻ってこられ

るように環境は事前に作っておきたい」（D 校

担任）ことが語られた。 

 ②継続的な交流 

 原籍校との交流及び共同学習について、一

度きりの交流ではなく継続的に実施すること

の重要性が指摘された。とりわけ原籍校に復

学する前提で、試験登校よりも前の段階から

定期的に複数回実施することの必要性がイン

タビュー対象者全員から挙げられた。また、

実施における依頼文書等のやり取りの簡略化

や両校の目的の明確化、定期的に実施するた

めの良好な関係づくりが指摘された。 

 ③原籍校の支援体制 

 D 校担任から、入院が長期間になることに

よる復学時の引継ぎの難しさが課題として挙

げられた。たとえば「クラスが変わっている

と担任も変わっている」ことや、「年度を跨

ぐ時には、管理職も今の担任も次の担任も引

継ぎを行う必要がある」こと、「複数の教員

で話す場や、支援会議がもっと重要になる」

ことが語られた。また、原籍校によっては、

C センターに対して全くアプローチがない現

状が語られ、復学においては原籍校からの積

極的な関与が必要であることが指摘された。

たとえば「もうちょっと頻回に連絡をいただ

きたい」（看護師長）ことや、「治療やリハビ

リの状況をもうちょっと原籍校で分かってほ

しい」（医師）といったことが求められた。 

（４）連携ツール 

 「連携ツール」のラベルは 31 枚となり、

(Ⅰ)システムを動かすツール（個別の教育支

援計画）の成果と課題について、それぞれ 2

つの小カテゴリーに分類された。また、(Ⅱ)

システムを動かすキーパーソン（コーディネ

ーター）の成果について 1 つの小カテゴリ

ー、課題について 2 つの小カテゴリーに分類

された。 

 (Ⅰ ) システムを動かすツール（個別の 

教育支援計画） 

 1)成果 

 ①共有ツール 
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   関係者が連携して復学支援を進めていくた

めに個別の教育支援計画が関係者間の共有ツ

ールとして活用されたことが成果として挙げ

られた。たとえば「各部署から意見が出さ

れ、実態がクローズアップされた」（看護師

長）ことや、「支援の方向性を見出せた」（看

護師長）こと、「支援者それぞれの役割が明

確に整理された」（B 校担任）こと、「児童と

保護者のニーズ・願いが分かる資料である」

（B 校担任）ことが語られた。 

 ②復学後の活用 

 D 校担任から、治療の経過やリハビリの内

容を知るとともに、復学後も継続してリハビ

リを行っている状況を把握する上で、復学後

も活用できるツールとして有効であることが

挙げられた。 

 2)課題 

 ①記載項目や内容の充実  

 個別の教育支援計画を作成するにあたり、

医療情報の扱いを含めた、記入項目や内容に

関しての課題が挙げられた。たとえば医師か

らは「学校としてはこの計画でいいが、医療

としては内容が足りない」こと、「医療の情

報は医者同士や看護師だったら分かるが、先

生方や一般の方は分からない」ことが指摘さ

れた。また、小学校から中学校への橋渡しが

うまくできるツールにすることや注意事項や

禁忌事項を入れる必要性が指摘された。 

 ②専門性の向上 

 個別の教育支援計画を活用する上で、教育

関係者の障害や病気に関する専門性の向上が

求められていた。たとえば「特別支援学級の

担任でも病気のことが分からない」（医師）

ことや、「医療的なことを書いても相手側が

理解できる素地がない」（医師）ことが指摘

された。これらの指摘について、D 校担任か

らも医療サイドの情報を十分に生かすことが

できていないといった現状が語られていた。 

 (Ⅱ )システムを動かすキーパーソン（コ 

ーディネーター） 

 1)成果 

 ①担任のサポート 

 個別の教育支援計画作成における C センタ

ーとの連絡調整や、オンラインでの交流及び

共同学習を進めるにあたって、機器の調整、

D 校との接続など、コーディネーターによる

担任へのサポートが効果的であったことが成

果として挙げられた。 

 2)課題 

 ①役割の明確化 

 B 校では、コーディネーターが個別の教育

支援計画作成における C センターとの連絡調

整や支援内容のやり取りを行う一方で、D 校

との連絡や個別の教育支援計画の作成に関し

ては、担任が集約して作成することになり、

短い期間で連絡を取り合うことの困難さが課

題として挙げられた。なお、支援会議の実施

を含め、関係機関との連携を進めるうえで、

担任のみならずコーディネーターの積極的な

関与が求められていた。 

 ②積極的なコーディネーション 

 支援会議のコーディネーション等、進め方

における課題が C センターから挙げられた。

たとえば「福祉を交えた会議を持てないまま

お帰りになってしまった」（看護師長）こと

や、「支援会議のニーズを確認するのではな

く、こちらからこういう風に実施するから、

そこに学校が入ってもらうという形の表現で

進める必要がある」（医師）ことが語られ、積

極的なコーディネーションが求められてい

た。 

 

５．考察 

 本研究で得られた結果に基づき、検討した

復学支援システムの運用における評価を考察

し述べる。 

（１）成果 

 1)教育と医療の連携・協働 

 復学支援を進めるうえで、保護者、原籍

校、転学先の特別支援学校、入院する医療機
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関の連携・協働が必要である。インタビュー

調査では、関係者間でそれぞれの連絡調整が

適切に行われていた。入院前の教育相談にお

けるガイダンスと日常的な a 児に関する情報

交換は離れて暮らす保護者に安心感を与える

ことにつながったと考えた。また、医療機関

との連携により得られる医療情報と配慮事項

は、a 児が学校生活を送るうえでの支援の在

り方の検討に寄与したと考えた。関係者全員

が集まっての支援会議の実施はできなかった

が、B 校と C センター関係者が一堂に介して

実施したケース検討会について、その有効性

が語られた。検討会での情報共有が、入院中

の生活における協働体制の構築と関係者間で

の共通した支援につながったと考えた。 

 また、本実践では関係者間の連携を進める

上で個別の教育支援計画が共有ツールとして

機能させることができた。とりわけ児童と保

護者のニーズに対し、支援の方向性と支援者

の役割が明確になるツールとして活用された

点で、復学支援システムを動かすツールとし

て効果的に活用されたと考えた。 

 2)当事者ニーズへの対応 

 入院中の学習においては、B 校と C 校の細

かい学習進度の確認が日常的に行われたこと

で、単元計画の変更調整につながり、個別の

配慮を行いながら学習ニーズに対する適切な

支援を行うことができたと考えた。一方で同

時期に複数名の入院児が転学し、在籍する場

合には、進度の調整が困難になる課題が指摘

された。今後、個別の配慮を進めるにあた

り、学級運営の課題として検討が求められよ

う。  

 3)交流及び共同学習 

原籍校とのオンラインによる交流及び共同

学習の実施に向けては、B 校のコーディネー

ター等と D 校の担任が事前に接続に関する調

整を行ったことで、円滑な交流の実施につな

がったことが成果として挙げられる。長い入

院期間、原籍校から離れて生活する入院児に

とって、原籍校との交流及び共同学習は治療

への意欲や退院に向けての意欲を高めるうえ

でも有効であると考える。一方、D 校の担任

からは個人アカウントを使用しなければなら

ない状況が語られ、両校の ICT 環境の整備と

教員の ICT リテラシーが必要であることが指

摘された。今後のオンラインでの交流に向け

ては Web 会議システム等のソフト面を含めた

ICT 環境の整備と、教職員の ICT リテラシー

の向上が求められる。 

（２）課題 

1)支援会議 

復学支援システムの構想において、関係者

間の連携を進めるうえで、支援会議の実施が

必要であると考えた。しかし、a 児に対する

復学支援において、前述の入院前の教育相談

と B 校と C センター関係者が一堂に介して実

施するケース検討会は実施できたものの「入

院時支援会議」「退院時支援会議」が実施で

きなかったことが課題として挙げられた。こ

のことから入院時に原籍校の担任を含めて支

援会議を実施することは、手術や治療、リハ

ビリを含めた退院までの見通しも持つ上で、

是非とも実施する必要があるといえよう。ま

た、退院時の支援会議は、原籍校での安全な

学校生活を見据えた環境調整を図るために

も、これまでの治療やリハビリの経過と今後

の配慮事項、復学後の継続した連携体制を確

認する上で積極的に実施する必要があるとい

えよう。さらに支援会議の実施にあたって

は、医療機関及び両校の連携が必要となるた

め、両校の特別支援教育コーディネーターと

医療機関の連絡窓口を明確にし、支援会議の

実施に向けた調整を図る必要があると考え

た。 

2)個別の教育支援計画の活用 

個別の教育支援計画が関係者間の情報共有

のツールとして機能した一方で、記入する内

容の検討や活用するための専門性が求められ

ていた。そのため、入院中から復学後まで活

― 91 ―

Akita University



用できるように、記入する内容を精選する必

要がある。今後の治療や手術の予定、リハビ

リの計画に加え、学年によっては小学校から

中学校、中学校から高等学校への引継ぎに関

する内容も記入する必要があると考えた。ま

た、リハビリの内容等、医療的な内容を正し

く理解し、学校生活の中で意識したり活用し

たりできるように、専門性の向上を図るため

の、原籍校に対する情報提供や研修機会の提

供等が特別支援学校のセンター的機能の役割

として求められよう。  

 

６．今後の展望  

 本研究は 2020 年度の手術のための入院に

ともない、小学校から C センターに隣接する

B 校に転学した a 児の復学支援の実践をもと

に、復学支援システムの運用について関係者

へのインタビュー調査に基づき、評価した。

新型コロナウイルス感染症対策のために、関

係者間、特に医療機関との連携に制約が生

じ、構想した復学支援システムをフルセット

で運用することができなかった。運用できた

システムにおいては、多くの成果があった

が、入退院時の支援会議を実施できなかった

ことや、復学後のフォローまでには至ってい

ないことなど、課題も明らかになった。  

C センター医師からは ICT の活用を含め、

コロナ禍での連携の在り方について多くの提

案と示唆をいただいた。今後、入院や手術の

ために B 校に転学する児童生徒に復学支援シ

ステムを提案し運用していく。運用にあたっ

ては本研究で得られた成果と課題をもとに、

本人・保護者のニーズに応じた柔軟な運用の

在り方を検討していくことが求められる。  
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２０２０年度「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業について

田仲 誠祐

１ 本事業の概要

大学教員派遣事業は、秋田県内の各学校や各市町村教育委員会が抱える教育課題の解決

に向け，本学部の教員を派遣する取組である。2010 年に名称変更された秋田大学教育文

化学部附属教育実践研究支援センター（現，同教職高度化センター）が，「まなびの総合

エリア」を養成・研修拠点とした統合型の教員養成（2010 ～ 2012），“教員養成秋田モデ

ル”発信プロジェクト（2012），教員養成機能の充実プロジェクト（2013 ～ 2014）へ取り

組む中で，大学教員派遣事業については地域教育への貢献の中核的な事業として継続して

きたのである。当初は，学校運営支援パートナー，研修推進アドバイザー，出前授業，学

生支援員の４つの枠組みからなる学校サポートであった。その後，大学内の類似事業との

重複を避け，出前授業については 2014年度から地域創生センターの事業に統一するなど，

事業の見直しを進め，現在は，学校運営支援パートナー，研修推進アドバイザーの２つの

枠組みで実施している。

2019 年の秋田大学教育文化学部附属教職高度化センターへの改組により，本センター

は秋田県教育委員会，秋田市教育委員会との連携を一層強化し，教員の養成・研修を一体

的にさらに充実させることを目指すこととなった。そのため改組後においても，大学教員

派遣事業は，本センター教育実践研究部門の事業として受け継がれている。

本稿では，2020年度の本事業の実施結果とその傾向の分析，今後の課題について記載す

る。

２ 事業の実際

(1) 経緯

本事業の実施主体である教職高度化センターの歴史は，1977 年に秋田大学教育学部附

属教育工学センターとしての発足が起源となる。その後，

1992（平成 4）年 教育実践研究指導センターへ名称変更

1998（平成 10）年 教育文化学部附属（学部改組）のセンターに

2000（平成 12）年 教育実践総合センターへ名称変更

2010（平成 22）年 教育実践研究支援センターへ名称変更

2019（平成 31）年 教職高度化センターへ改組

のように，改組，名称変更を行い現在に至る。2010 年の教育実践研究支援センターへの

名称変更後は，学校現場との共同研究を具体的に推進するとともに，養成・研修において

地域へ一層の貢献をするため，次のようなプロジェクト研究を進めてきている。

① 「まなびの総合エリア」を養成・研修拠点とした統合型の教員養成(2010～ 2012）
このプロジェクトは，大学と教育委員会等が連携協力しながら，教員養成と教員研修の

統合を図るという試みである。新たな必修科目「教職実践演習」や現職教員を活用した新

設科目「教職発展演習」などのカリキュラム開発を進めた。大学教員派遣事業は，教員研

修への大学の貢献として始めたものであり，大学教員による出前授業，校内研究会や地域

― 93 ―

Akita University



- 2 -

の研修会等を支援する大学教員派遣，教員及び特別支援教育支援員を対象としたオープン

研修会等を全県各地で展開した。

② “教員養成秋田モデル”発信プロジェクト(2012）
教育実習と実習系科目を段階的・継続的に実施することで，幼児児童生徒理解力やコミ

ュニケーション能力，教育実践力をもつ教員を養成するカリキュラム改善に取り組んだ。

そのために，秋田県教育委員会及び秋田市教育委員会との連携を進め，学生が，現職教員

から直接，優れた教育実践及び指導方法等について学ぶことのできる機会を多く設定する

ようにした。その取組と並行して，大学側から地域教育への貢献のため，大学教員派遣事

業を継続し充実を図った。

③ 教員養成機能の充実プロジェクト（2013～）

これは，本学の学校教育課程の卒業者における教員就職率が 40 ％であるという状況を

改善するためのプロジェクトである。教育実習の見直し・改革を進めて教職への意欲を高

め，子どもと共に成長できる教職の魅力を１年次から段階的に実感できる体験型の科目等

の設定に取り組んだ。このプロジェクトでは，教育実習の充実，学生支援システムの改善

等の取組が中心となっているが，先行する二つのプロジェクトの成果を発展させるため，

地域貢献としての大学教員派遣事業を重視し継続している。

このように，2010 年の秋田大学教育文化学部附属教育実践研究支援センターへの名称

変更後，教員養成・教員研修の充実を目指して各プロジェクトが進められてきた。その中

において，大学教員派遣事業は県・市教育委員会との連携推進のため中核的な役割を果た

してきたのである。

(2) 計画

付録１は，本事業の実施要項である。概ね例年と同様であるが，2020年度当初，新型コ

ロナウイルスにより，５月の大型連休まで全県の多くの学校が休校であったため，申し込

み締め切りの 7 月下旬には申請数が少ないことが予想された。そのため，次の２点を新た

に付記している。

※ 実施期間内に行うものとし，実施期間外の日程の場合は相談してください。

※ コロナウイルス対策の状況により，実施期間を変更することがあります。

実施要項は，秋田県教育委員会との連携により，県教育庁及び各市町村教育委員会から５

月中旬に，秋田県内の各幼稚園・保育園・認定こども園，小学校，中学校，高等学校等に

配布していただいた。

(3) 派遣実績

表１は，今年度の派遣実績である。2019 年までは年間 20 件程度の派遣実績が続いてき

たが，2020 年度の派遣総数は 15 件である。コロナウイルス対策のため教育現場での各種

研修会等の多くが中止になったため，本事業においても申し込みは低調であった。年間を

通して随時申請を受け付けたことによって，派遣実績が 15 件（申請は 16 件）にまでなっ

ている。申請数に対して派遣実績が 1 件少なくなっているのは，湯沢地区教頭会での講演

会が大雪のために当日になって緊急に中止となったことによる。
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表 1 2020年度の派遣一覧

No 月 日 学 校 ・ 教 委 内 容 派遣教員

1 6 12 美郷町立 研修成果を実感できる校内授業研究会の在り方 田仲 誠祐

仙南小学校 細川 和仁

2 6 18 美郷町立 研修成果を実感できる校内授業研究会の在り方 田仲 誠祐

千畑小学校 佐藤 学

3 6 19 美郷町立 研修成果を実感できる校内授業研究会の在り方 田仲 誠祐

六郷小学校 古内 一樹

4 9 14 秋田市立 （６年理科）「火山の噴火による大地の変化」の研修会 林 信太郎

下新城小学校

5 9 16 秋田市立 （６年理科）「学校周辺の地層観察」の研修会 林 信太郎

下新城小学校

6 9 17 県立 グループ授業研究会（Ⅱ類・高等部１年・生活単元学 谷村 佳則

秋田きらり支援学校 習）授業参観及び授業研究会における指導助言

7 9 28 県立横手支援学校 ・生徒の行動観察及び取組に対する助言 鈴木 徹

・（講話）「不登校・引きこもり生徒の支援の在り方」

8 10 1 県立ゆり支援学校 事前研究会（高等部で実施） 前原 和明

提示授業：高等部３年Ⅰグループ 職業科・家庭科での

助言

9 10 27 県立 グループ授業研究会（Ⅲ類・高等部１年・数学） 谷村 佳則

秋田きらり支援学校 授業参観及び授業研究会における指導助言

10 11 9 県立ゆり支援学校 事前研究会（高等部で実施） 前原 和明

提示授業：高等部３年Ⅰグループ 職業科・家庭科での

助言

11 11 10 美郷町立 研修成果を実感できる校内授業研究会の在り方 田仲 誠祐

美郷中学校 （算数科 千畑小学校）

12 11 25 本荘由利教頭会 「若い力を活かす学校運営のために」 田仲 誠祐

～教員養成系大学の現状から～

13 12 10 県立視覚支援学校 授業参観，全校研究に関わる助言 藤井 慶博

授業改善に関わる助言（全校授業研究会）

14 1 7 湯沢雄勝教頭会 湯沢雄勝教頭会冬季研修会における講話 田仲 誠祐

（演題）「若い力を生かす学校経営のために」

～教員養成系大学の現状を踏まえて～

15 1 13 北秋田市立 ＩＣＴを活用した遠隔授業による授業改善のポイントの 廣嶋 徹

阿仁合小学校 講話 加藤 慎一

大阿仁小学校

前田小学校

16 1 25 社会福祉法人相和 ①こども理解，発達理解について 瀬尾 知子

会 相愛保育園 ②保育における計画と評価
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表２は，派遣先ごとに集計したものである。総派遣数の 80%は，小学校及び特別支援学校

からのものであった。そのほか，保育園，中学校，教頭会からの要請が，各 1 件ずつであ

る。５年ほど前は，アクティブ・ラーニングへの関心の高さから，高等学校からの要請が

多かったが，今年度の要請は無かった。

表２ 今年度の派遣先等の件数

派 遣 先 派遣数 内 容

幼稚園・保育園・認定こども園 １ 保育士研修会

小学校 ６ 学習指導（算数３，理科２），小学校合同研修会（ICT)

中学校 １ 学習指導（数学）

特別支援学校 ６ 学習指導（５），生徒指導（１）

教頭会 １ 講演（１） ＊派遣要請は２件

３ 2020年度の取組の特徴

(1) 全体的傾向

10 年間というスパンでは要請内容に変化がみられるが，ここ３年間は以下のような傾

向が続いている。

・中学校，高等学校からの要請数が減少傾向である。

・特別支援教育に関わる要請が継続的に多い。以前は教育委員会主催の小・中学校の教

員・支援員を対象とする研修会が多かったが，近年は特別支援学校の校内研修会への

要請が多い。

・内容的に ICT，教師教育等の現代的な課題に関わるもの見られるようになった。

(2) 特別支援学校からの要請

特別支援学校からの要請が６件と今年度も多い。特別支援教育関連の要請は，大学教員

派遣事業を始めた当初から多かったのであるが，内容は年々変化してきている。以前は，

市町村教育委員会が企画する公立小・中学校の職員を対象とする研修会等の講師としての

要請が多数あった。例えば，2015 年には，特別支援教育関連での要請がのべ 12 件あり，

うち５件は市町村教育委員会（能代市，三種町，にかほ市２，湯沢市）主催による小・中

学校の教員・支援員等対象の研修会である。近年は，公立小・中学校の研修会ではなく，

特別支援学校が独自に行う校内研修会へ派遣を希望するものに移行してきている。今年は，

特別支援教育関連の要請６件すべてが特別支援学校からのものであった。内容的にも，学

習指導，授業研究等が多く，特別支援学校における授業改善・学力保障へのニーズの高ま

りがうかがえる。特に，高等部における要請が多い。特別支援学校においては各校毎に課

題が多様ではあるが，近年，多くの特別支援学校において，就職，進学等を控えた一人一

人の生徒の学力保障への関心が年々高まっているものと見られる。
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(3) 教育委員会からの派遣要請の変化

2015年には，教育委員会からの要請５件は，すべて特別支援教育関連のものであった。

2020 年は，教育委員会からの要請は５件であり，要請内容は，算数・数学の授業改善，

ＩＣＴを活用した遠隔授業による授業改善に関するものである。近年，多忙化対策，新型

コロナウイルス対策のため，校内研修会を拡大しにくい状況があり，学校からの要請が減

少している。その中で，北秋田市，美郷町は，それぞれの教育課題に対して，教育委員会

がリーダーシップを発揮し各学校の研修会に講師派遣を要請したものである。北秋田市は，

表３ 特別支援教育学校派遣の実施報告書

「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業 実施報告書

事 業 名 研究推進アドバイザー

実施期日，学校名 令和２年１０月２７日（火） 秋田県立秋田きらり支援学校

派 遣 教 員 名 谷 村 佳 則

主 な 内 容 授業参観及び授業研究会での指導助言

対 象 者 本校職員（４８名）

＜主な内容等＞

１ 教員派遣の目的

・主として自立活動を学習するグループ

（以下，Ⅲ類型）における，今年度新

設した「算数・数学科」の授業づくり

について，指導助言をいただく。

＜授業研究会における谷村准教授の指導助言＞

２ 成果

・昨年度からⅢ類型の教育課程を大きく見直しており，「算数・数学科」は今年度の新設教科で，

研究を通して試行錯誤をしている真最中である。今年度は感染症対策のため，校外研修や校

外から講師を招いての研修を実施できておらず，これまで校内職員での意見交換にとどまっ

ていた。谷村准教授より御指導いただいたことで，日々迷いながら進めていた授業づくりに

ついて，どのような道筋で改善していくか整理するきっかけとなった

・重度重複障害のある児童生徒における自立活動と教科の関連や違いについてお話しいただい

た。このことについては，算数・数学科を新設する前から検討課題に挙がっており，研究の

中でも春から繰り返し話し合ってきている。指導助言の中で，指導案の表記と照らし合わせ

ながら説明していただくことで，改めて確認することができた。

・本提示授業の対象となった高等部１年の生徒は，本校でも最重度に当たる生徒である。本生

徒を対象として，数学的な「見方・考え方」をすること，授業の評価の仕方，自立活動との

関連などについて丁寧に説明していただき，職員の気付きや理解の深まりにつながった。
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阿仁地区の小学校の小規模化，GIGA スクール構想の進展に対応するために，「ICT を活用

した遠隔授業による授業改善のポイント」について阿仁地区の三小学校の合同研修会を実

施している。また，美郷町は，算数・数学の学力向上を目指し，３年間にわたって域内す

べての小･中学校において大学教員を招き授業研究会を実施している。

表４ 美郷町小・中学校授業研究会の実施報告書

「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業 実施報告書

事 業 名 研究推進アドバイザー

実施期日，学校名 令和２年 ６月１９日（金） 美郷町立六郷小学校

派 遣 教 員 名 田 仲 誠 祐

主 な 内 容 授業参観及び授業研究会での指導助言

対 象 者 本校職員（１９名）

（授業について〉

■４年竹組 研究授業 ９：２０～１０：０５

■６年松組 研究授業 １０：２５～１１：１０

■研究協議会 １５：１０～１６：３０

【指導助言の概要】

〈研究体制と学習指導案について〉

・授業後半の習熟場面を充実させる取組が見られた。45 分間，集中力がとぎれず課題追究し学

び合う児童の姿は指導のたまものである。

・学習指導案に「単元の関連と発展」が系統図で表されており，学習内容のつながりが分析さ

れている。学習内容に加え，「見方・考え方」に焦点を当て系統的に捉えた指導を目指したい。

〈授業について〉

・課題をつかみ，解決の見通しをもたせる自分タイムが有効だった。

・授業の展開において柔軟に少人数学習が行われ，子ども同士の自然な学び合いができていた。

・４年生の授業では，教師主導の解決になった。数字だけではなく言葉と図，表や数直線を用

いた３年生の授業での学びをベースにした解決を探るべきである。

・６年生の授業では，

計算の留意点を確認

するために誤答を用

いた点は効果的であ

ったが，活用場面と

活用方法はさらに吟

味が必要である。研

究テーマにある生活

場面での活用につい

ては，単元全体を通

して実生活との関わりや活用を考えていくようにしたい。
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(4) 新たな教育課題への対応

2020 年度の要請にみられる新たな流れとしては，GIGA スクール構想への対応，秋田県

教員の急速な世代交代への対応がある。GIGA スクール構想への対応としては，北秋田市

の例を挙げることができる。北秋田市では，遠隔授業の実施に向けて 2021 年 4 月から試

行に入る予定である。2020 年度は，研修会「ICT を活用した遠隔授業による授業改善のポ

イント」を実施し，2021 年度以降も継続して大学教員派遣事業を活用して ICT に関する

研修会を継続する見込みである。また，秋田県教員の世代交代への対応としては，由利本

荘地区教頭会，湯沢地区教頭会の取組がある。例えば，由利本荘地区教頭会では，11 月

の定例教頭会において，講演会「若い力を活かす学校運営のために～教員養成系大学の現

状から～」を実施している。ここ数年，各小学校に配置される初任者の人数が増加してき

ており，若手教員の育成 ,管理職としての関わり方が喫緊の課題となっていることがうか

がえる。同様の要請は湯沢地区教頭会からもあったが，これは 1 月であったため雪害によ

り研修会自体が中止となった。秋田県において急速に進む教員の世代交代は，教員を養成

する大学側にとっても大きな課題であり，今後，さらに連携した取組を検討する必要があ

る。

表５ ＩＣＴを活用した遠隔授業による授業改善の実施報告書

「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業 実施報告書

事 業 名 研究推進アドバイザー

実施期日，学校名 令和３年１月１３日（水），北秋田市立阿仁合小学校

派 遣 教 員 名 廣嶋 徹・加藤 慎一

主 な 内 容 ＩＣＴを活用した遠隔授業による授業改善のポイント

対 象 者 阿仁合小職員７人，大阿仁小職員７人，前田小職員７人，

市教委２人

〈主な内容等〉

複式・小規模の３校の教職員を対象とし

た「遠隔授業による授業改善」に係る研修

会において，廣嶋徹氏と加藤慎一氏を講師

としてお招きし，講話をいただいた。

市教育委員会から教育長と学校教育課長

が同席したことで，３校が抱えている課題

や取組等に関する具体の方策，及び北秋田

市が整備中の通信環境においてどのような

遠隔授業ができそうか課題を共有したり，

取組の見通しを持ったりすることができた。

今後も派遣教員の指導を仰ぎながら，３校

で課題解決に向けた協議を加速させ，４月からの 遠隔授業実施に向けた準備を進め，子どもの

深い学びを担保したい。
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４ おわりに ～次年度に向けて

コロナ禍ではあったが，大学教員派遣事業において派遣実績 15 件という数字は，学校

側のニーズの高さと，大学のもつ人的資源の効果の表れと捉えることができる。その中で，

次年度以降に向けて検討すべき事項として次の３点が明らかになった。

(1) 新たな教育課題への対応

小学校，中学校，特別支援学校では，不易ともいえる学習指導や生徒指導の校内研修で

のニーズが高く，今後も授業改善・学力保障，児童生徒の自己実現といった内容では継続

的に派遣していかなくてはならない。一方，喫緊の課題として，GIGA スクール構想への

対応，加速する教員の世代交代への対応での要請がさらに増えることも予想されるため，

それ対応する体制を工夫する必要がある。

(2) Ｚｏｏｍ等の活用による遠隔地参加の検討

コロナ禍にあって，大学ではＺｏｏｍ等を活用した授業が導入され，瞬く間に遠隔授業

は日常的な方法となった。単に，オンデマンドによる情報提供に止まらず，双方向性を生

かした相互作用，ブレイクアウトセッション，アンケート，チャット等を活用した指導に

も，多くの可能性がある。これまでは，遠隔地の学校への教員派遣は困難なこともあった

が，Ｚｏｏｍ等を活用することにより，オンラインでの研修会も十分現実味があることか

ら，将来的に遠隔地研修会への参加も考慮する必要がある。

(3）多様な実施形態の開発

３年前までは，小・中連携，地区教育研究会等の学校の壁を超えた要請があったが，「働

き方改革」が叫ばれるようになって，そのような事例はなくなってしまった。多忙化対策

のために新たな研修会を設けにくくなっている状況がある。しかし，教科の壁，学校の壁，

学年の壁を超えた研修会の有効性が明らかになってきていることから，校内研修会に止ま

らず多様な研修会の実施に向けて貢献していく必要がある。

2021 年度も，新型コロナウイルス対策をしながらの本事業の継続となるが，少なくと

も 2020 年度並みの派遣を実現させ，上記３点において方向性を見いだすことのできる取

組を進めたい。
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附録

令和２年度「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業 実施要項

１ 趣旨

秋田大学教育文化学部では，平成２２年度より「まなびの総合エリア」を組織し，実践力に富む教

員の養成及び研修に総合的に取り組んできました。

本年度も「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業を実施し，学校や市町村等が抱える教育課題

の解決に向け支援することにしました。

２ 実施期間

令和２年７月上旬 から 令和３年１月下旬まで

※ 実施期間内に行うものとし，実施期間外の日程の場合は相談してください。

※ コロナウイルス対策の状況により，実施期間を変更することがあります。

３ 実施内容

① 「まなびの総合エリア」研修推進アドバイザー

校内・地区・地域の先生方による研修会（授業研究，危機管理，最新の教育事情等）を実施す

る際，大学教員を研修推進アドバイザーとして派遣し支援します。

② 「まなびの総合エリア」学校運営支援パートナー

校内研修会やＰＴＡ等において，児童生徒の心の問題，進路，安全確保などに関する講演会を

実施する際，大学教員を講師として派遣します。

（注）上記以外の内容の場合については，相談してください。なお，派遣希望が集中した場合，要望

にお応えできない場合があります。

４ 実施主体・派遣対象

① 実施主体 秋田大学教育文化学部

② 対象

「まなびの総合エリア」研修推進アドバイザー … 校内・地区・地域の先生方による

研修会や授業研修会等。

「まなびの総合エリア」学校運営支援パートナー … 学校，PTA，地区等の講演会

＊講演の内容については事前に内容を問い合わせの上，申請書を作成してください

５ 派遣対象校数および経費について

① 派遣対象校数 年間 20～ 30校

② 経 費 派遣教員への旅費，謝金等は不要

＊消耗品など経費がかかる場合については，学校の負担となる場合があります。
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６ 応募方法

実施を希望する学校等は，＜別紙様式１＞「まなびの総合エリア」大学教員派遣申請書を作成し，

令和２年７月３１日（金）までに次のアドレスへメールに添付して提出してください。

秋田大学教育文化学部附属教職高度化センターあて

E-mail center@ed.akita-u.ac.jp

〔申請から内定の文書等の流れ〕

７ 実施報告

「まなびの総合エリア」派遣事業実施終了日から１０日以内に，別添の＜様式２＞により実施報告

書を作成し，秋田大学教育文化学部附属教職高度化センターあてにメールで提出してください。

８ その他連絡先

秋田大学の担当者連絡先

秋田大学教育文化学部附属教職高度化センター 田仲誠祐・秋元卓也

〒０１０－８５０２ 秋田市手形学園町１－１

TEL ０１８－８８９－２７６６（田仲研究室）

または０１８－８８９－３２１６（秋元研究室）

FAX ０１８－８８９－３３８７

E-mail center@ed.akita-u.ac.jp

９ 別添ファイル

2020申請書 …＜様式 1＞ 2020年度「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業 申請書

2020報告書 …＜様式 2＞「まなびの総合エリア」大学教員派遣事業 実施報告書

令和元年度の事例 …令和元年度の公立学校での実績，附属学校での事例

秋田大学教育文化学部

「まなびの総合エリア」

申請書提出（７月２６日締切） 派遣決定通知(７月中旬～) 実施終了日から

10日以内に報告書提出

県教育委員会

学 校

地域の研究会・研修会

市町村教育委員会

学 校

地域の研究会・研修

市町村教育委員会

申 請

内定通知

実施報告
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○秋田の教師力高度化フォーラム
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  これまで、「あきたの教師力高度化フォーラム」を回を重ねて１１回まで取り組んでい

る。以下に、その概要を記す。 

  

１ 第１０回 あきたの教師力高度化フォーラム        （令和２年９月２７日） 

          インクルージョン時代の今、通常学級に求められること 

 第１部 ○基調講話「授業のユニバーサルデザインの理論と実践」 

          小貫  悟  明星大学 教授 

第２部 ○シンポジウム「多様な子どもを包み込む教育の実践と展望」    

シンポジスト 

          宮崎 芳子  日野市教育委員会  

                   特別支援教育総合コーディネーター 

      シンポジスト 

          竹本 弥生  神奈川県立橋本高等学校 副校長                              

      シンポジスト 

           櫻田  武  大仙市教育委員会 参事(兼)指導主事 

      助 言 者  

          小貫  悟  明星大学 教授 

＊職名は当時 

 

２ 第１１回 あきたの教師高度化フォーラム    （令和３年２月１９・２０日） 

※会場参加は秋田大学関係者及び招待者 他は ZOOM 参加 

第１日目 ○秋田県総合教育センターとの連携による発表 

・「教職発展演習」から学部生による発表 

・秋田県総合教育センター研修員による発表 

     ○中間発表会 

・学部卒１年次院生 

・現職教員院生   

     〇研究成果発表会① 

      ・学部卒２年次院生 

第２日目 ○研究成果発表会② 

      ・学校マネジメントコース現職教員院生 

     ○講 演「地域とともにある２１世紀型学校の創造」     

        志々田まなみ 国立教育政策研究所生涯学習政策研究部 総括研究官 

     ○シンポジウム      

シンポジスト 

    佐藤  潔 能代市立二ツ井小学校 校長 
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シンポジスト 

  井上 昌幸 栃木県立足利工業高等学校 教頭 

コメンテーター 

  志々田まなみ 国立教育政策研究所生涯学習政策研究部 総括研究官  

コーディネーター兼シンポジスト 

  原  義彦 秋田大学教職大学院 教授  

＊職名は当時 
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